2017年1月7日～9日
市民連合、憲法、安全保障、ＮＨＫ日曜討論、政局、社説（4日～）
民進・安住氏、衆院選で協力態勢構築＝４野党幹部が街頭演説


街頭演説後に聴衆にアピールする民進党の安住淳代表代行（右から３人目）、共産党の志位和夫委員長（同２人目）ら野党４党幹部＝７日午後、東京・ＪＲ新宿駅西口
　民進、共産、自由、社民の野党４党の幹部は７日午後、ＪＲ新宿駅前でそろって街頭演説し、次期衆院選に向けた結束をアピールした。民進党の安住淳代表代行は「大局に立って連携していく。ちゃんと小選挙区協力の態勢をつくる」と述べ、４党による候補者一本化への決意を表明。共産党の志位和夫委員長は「解散・総選挙がいつあっても勝利できるように準備したい」と強調した。
　安住氏は「自民党の候補者に１対１で向かい合う構図をつくり上げていく１年にする」と力説。安全保障やエネルギー政策に関しては、「（４党に）違いはあるが、速やかに真摯（しんし）に話し合って、ある一定の幅に収める」と述べた。
　志位氏も「違いがあって当然だ。野党は豊かな多様性を持って、しかし一致点で団結して戦う。これで（安倍政権を）打ち破ろう」と訴えた。
　自由党の青木愛副代表は「野党がばらばらでは巨大与党と対決することはできない」と語り、社民党の福島瑞穂副党首は「民意を踏みにじる安倍内閣に一日も早い退陣を迫っていこう」と呼び掛けた。（時事通信2017/01/07-15:49）
野党4党、街頭演説で共闘訴え　「安倍1強」に対抗勢力を
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野党4党の演説会に臨む民進党の安住代表代行（右から2人目）ら＝7日午後、東京・新宿

　民進、共産、自由、社民の野党4党の幹部が7日、東京・新宿でそろって今年初めての街頭演説を行った。野党共闘の重要性を示すとともに、次期衆院選での安倍政権打倒を呼び掛けた。民進党の安住淳代表代行は「1強政治に対抗する勢力をみんなでつくる」と強調。主催した安全保障関連法の廃止を掲げる市民団体「市民連合」によると、約2500人の聴衆が集まった。

　共産党の志位和夫委員長は「政権に代わる魅力ある受け皿を示せば、状況は大きく変わる」とアピール。自由党の青木愛副代表は「野党が結集し選択肢を示す」と主張。社民党の福島瑞穂副党首は、衆院選で改憲勢力3分の2阻止を訴えた。

衆院選共闘へ４野党幹部らアピール　東京・新宿駅前
朝日新聞デジタル松井望美2017年1月7日18時38分

街頭演説後、手を握り合う（右から）志位和夫・共産党委員長、安住淳・民進党代表代行、福島瑞穂・社民党副党首、青木愛・自由党副代表＝東京・ＪＲ新宿駅前、松井望美撮影
　民進、共産、自由、社民の４党の幹部が７日、東京・新宿駅前で街頭演説し、安倍政権に対抗するため、次期衆院選に向けて野党共闘を進める姿勢をアピールした。安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合などが主催した。
　民進の安住淳代表代行は、各党には安保政策などで違いがあるとしつつ、「政策について話し合って一定の幅に収め、小選挙区で自民党の候補者に一対一で向き合う構図をつくりあげていく」と訴えた。「多少の違いをあげつらうのではなく、大局に立って連携していく」と、選挙協力の進展に意欲を示した。
　共産の志位和夫委員長は「共通政策を豊かにする」「相互推薦・支援」「政権問題での前向きな合意」の３点を改めて要請したうえで、「相互の違いを互いに尊重しつつ一致点で団結して戦う」と強調した。
　自由党の青木愛副代表は「野党各党が結集し、しっかりとした選択肢を国民に示さなければならない」、社民党の福島瑞穂副党首は「野党共闘と市民共闘で安倍内閣を退陣に追い込む」と訴えた。（松井望美）
野党４党、共同で街頭演説　「次期衆院選で協力態勢」　民進・安住代表代行ら 
日経新聞2017/1/7 19:04
　民進、共産、自由、社民の野党４党の幹部は７日、ＪＲ新宿駅前でそろって街頭演説した。民進党の安住淳代表代行は「小選挙区でちゃんと協力の態勢をつくる」と強調。次期衆院選に向けた４党の候補者の一本化を急ぐ考えを示した。
　街頭演説会は市民連合が主催した。安住氏は「野党が１つになれば必ず安倍政権に対抗するもう一つの流れをつくることができる」とも指摘。「大局に立って連携していく。総選挙に向けて必ず結果を出す１年にしたい」と語った。
産経新聞2017.1.7 20:27更新 
４野党幹部が合同街頭演説　民進・安住淳代表代行「まだまだ政策には違いがあるが…」　共産・志位和夫委員長「自公維は『悪政３兄弟』」
　民進、共産、自由、社民の４野党幹部が７日、東京・新宿で街頭演説会を開いた。
　民進党の安住淳代表代行は「小選挙区で自民党の候補者に１対１で向かい合う構図を作り上げていく一年にする」と表明し、次期衆院選での４党による候補一本化の意義を強調した。
　一方で「まだまだ政策には違いがある。安全保障のあり方やエネルギー、社会保障とその負担のあり方についてまだ距離はある」とも語り、「多少の違いをあげつらうのではなく、大局に立って連携をしていく」と訴えた。
　共産党の志位和夫委員長は「解散・総選挙がいつあっても勝利できるように準備したい」と述べ、共産党が掲げる野党連立政権「国民連合政府」構想に関しては「（４党間で）前向きな合意を作りたい」と意欲を示した。「来たるべき総選挙では、自民党、公明党、日本維新の会の『悪政３兄弟』に退場の審判をくだそう」とも呼びかけた。
　演説会には、自由党の青木愛副代表と社民党の福島瑞穂副党首も参加した。
野党４党幹部そろって街頭演説 次期衆院選で結束訴え
ＮＨＫ1月7日 16時44分
民進党や共産党など野党４党の幹部が、東京・新宿でそろって街頭演説し、次の衆議院選挙では小選挙区で候補者を一本化するなど、４党が結束して臨むことで、安倍政権を退陣に追い込んでいきたいと訴えました。
街頭演説は、安全保障関連法の廃止を訴えている市民団体「市民連合」が主催したもので、民進党、共産党、自由党、社民党の幹部がそろって参加しました。
このうち、民進党の安住代表代行は「共産党、自由党、社民党とは、率直に言ってまだまだ政策に違いがあるが、話し合い、一定の幅におさめることで、小選挙区で自民党の候補者に１対１で向かいあう構図を作り上げていく。１強の政治は国をダメにする。対抗する勢力をみんなで作り、もう一つの政治勢力があることを証明したい」と訴えました。
また、共産党の志位委員長は「去年の臨時国会で、ＴＰＰ、年金、カジノの３つの大悪法を強行に次ぐ強行でごり押ししたことは許すことができない。来たるべき衆議院選挙では、この悪事を働いた自民・公明、維新の『悪政３兄弟』に退場してもらおうではないか。野党が本気で結束すれば、情勢を大激変させ、安倍政権を退陣に追い込むことができる」と訴えました。
しんぶん赤旗2017年1月8日(日)

安倍政権倒す「本気の共闘」　市民・４野党が大宣伝　多様性もって一致点で団結を

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」は７日、東京・新宿駅西口で新春街頭大宣伝を行い、日本共産党、民進党、自由党、社民党の野党４党の代表がそろって訴えました。野党と市民の共闘をさらに広げ、解散・総選挙で安倍政権を退陣に追い込もうと呼びかけると、２５００人（主催者発表）の聴衆から拍手が湧きおこりました。（志位委員長スピーチ）
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（写真）声援に応える（左から）山口、青木、福島、安住、志位の各氏＝７日、東京・新宿駅西口


　「つながり、変える　リスペクトの政治へ」と書いたプラカードを持った市民で駅前が埋めつくされました。日本共産党の志位和夫委員長、民進党の安住淳代表代行、自由党の青木愛副代表、社民党の福島瑞穂副党首が手をつなぎ、主催者が「今年も頑張るぞ」と呼びかけると聴衆から歓声があがりました。

　「市民連合」を代表してあいさつした山口二郎法政大学教授は、独裁化して暴走する安倍政権の歯止めがことごとく壊されていると指摘し、「市民プラス野党の協力態勢を組むことなしに総選挙に勝ち抜くことはできません」と強調。「４野党の決意を受け止め、安倍政治を転換し、国民の命と生活を大事にする政治を取り戻すためにたたかっていこう」と訴えました。

　志位氏は、この１年間で野党と市民が「大義の旗」を掲げて「本気の共闘」に取り組めば自民党を打ち破ることができる“勝利の方程式”が証明されたと強調しました。

　その上で、「解散・総選挙がいつあっても勝利できるように準備したい」と表明し、総選挙で野党共闘を成功させるために共通政策を豊かで魅力あるものにすること、本格的な相互推薦・相互支援を行うこと、政権問題でも前向きな合意をすることが大切だと指摘しました。「お互いに違いを認めあい、尊重しあう。野党が豊かな多様性をもって一致点で団結してたたかう。これで安倍政権を打ち破ろう」と呼びかけると、「そうだ」の声と拍手がおこりました。

　安住氏は、「衆院選にむけて野党が具体的に行動することを見ていただきたい。小選挙区で協力の体制をつくりますから応援団になってくださいね。日本には多様性を認めるもう一つの政治勢力があるということをみんなに証明したい」と表明すると、「頑張ろう」の声が飛びました。

　青木氏は「野党各党が結集し、しっかりした選択肢を示さなければなりません。安倍内閣の暴走を食い止めるためにみなさんとともに頑張ります」と述べました。

　福島氏は「野党と市民が力を合わせて希望を組織化したい。安倍内閣を一日でも早い退陣に迫っていこう」と力をこめました。

産経新聞2017.1.8 22:11更新 
【次期衆院選】
衆院解散遠のき野党共闘足踏み…共産党は前のめりだが、民進党は尻すぼみ　１９６選挙区で競合

民進党の蓮舫代表（斎藤良雄撮影） 
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組で、次期衆院選に向けた野党間の候補者調整について「選挙区も含めできる限りの協力がどこまでできるか、実務者の調整が始まった。もう私たちは前に進めるべきときにきている」と述べ、調整を急ぐ考えを示した。
　民進党は昨年末、共産党と実務者レベルの協議を急ぐことを確認したが、月内の衆院解散が見送られる公算が大きくなり、動きは鈍化。「候補者調整を急ぐ必要がなくなった。協議はますます進まない」（民進党幹部）との見方が広がる。
　民進党が共産党との共闘にかじを切れないのは、支持団体の連合が反発しているからだ。しかも、両党は１９６選挙区で候補者が競合。共産党が提示した選挙区当選を目指す１５の「必勝区」のうち９選挙区に民進党の公認予定候補がおり、地方組織の反発も強まっている。
　一方、共産党は共闘に前のめりだ。志位和夫委員長は同番組で「本気の共闘の態勢をつくりたい」と意気込んだ。これまで「各党候補の相互推薦」を共闘の条件にしていたが、「相互支援」にハードルを下げ、候補者のすみ分けに活路を見いだそうとしている。
　そうした中で、野党内には民進、自由、社民３党の候補者調整を先行させる案も浮上しているが、具体的な協議には入っていない。
産経新聞2017.1.9 05:00更新 
【次期衆院選】９４１人が立候補予定　改憲勢力３分の２維持できるか？　解散は秋以降か？　本紙調査
　次期衆院選に向け、選挙区と比例代表を合わせて９４１人が立候補を準備していることが８日、産経新聞の調査で分かった。与党としては、憲法改正の国会発議や法案の再可決に必要な「３分の２」（３１７議席）を維持できるかが焦点。民進党や共産党などが「野党共闘」をどこまで進めるかが結果に大きく影響しそうだ。
　衆院議員の任期満了は約２年後の平成３０年１２月。安倍晋三首相は現状で解散に踏み切れば「３分の２」を割り込む可能性が高いとみて、当初は選択肢としていた今月の衆院解散は見送る方針。夏には公明党が重視する東京都議選があるため、秋以降に解散のタイミングをはかる構えだ。
　現在の衆院定数は４７５（選挙区２９５、比例代表１８０）だが、昨年５月に選挙区を６減、比例を４減する衆院選挙制度改革関連法が成立。選挙区の区割りなどを見直す公職選挙法改正を経て、早ければ夏にも定数は４６５となる。
　選挙区では、自民党が２８３人、民進党は２１７人が立候補を予定。共産党は２６２人の擁立を発表したが、１９６選挙区で民進と競合しており、野党共闘の進展次第で候補者を取り下げる可能性がある。このほか公明党９人、日本維新の会４５人、社民党８人、自由党１０人、日本のこころを大切にする党１人、幸福実現党２６人、諸派・無所属２４人が出馬する見通しだ。
　比例代表の擁立は本格化していないが、現時点では単独立候補予定者だけで５６人が見込まれる。
自民、改憲論議促進へ論点整理　野党主張も盛り込む方向

共同通信2017/1/7 18:461/7 18:54updated
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自民党論点整理の想定項目

　自民党は憲法改正の対象となり得る項目について論点を整理し、公表する検討に入った。改憲項目の絞り込みに向けた与野党論議の土俵をつくるのが狙い。自ら提唱する、大災害時に備えた緊急事態条項に加え、教育の無償化など野党が主張する論点も盛り込む方向だ。策定後、衆参両院の憲法審査会に提示する可能性もある。複数の党関係者が7日、明らかにした。

　安倍首相は5日の自民党会合で、憲法施行70年に当たる今年、改憲項目の絞り込みを着実に進める意向をにじませた。同党は20日召集の通常国会で、2月後半にも衆院憲法審査会を開きたい考え。

首相「新しい国造りへ挑戦」　憲法施行70年で改正に意欲

共同通信2017/1/9 13:011/9 13:03updated

　安倍晋三首相は9日、山口県下関市で開かれた自身の後援会会合で、今年が憲法施行70年の節目に当たることを踏まえ「新しい国造りに向け、さまざまな課題に挑戦していきたい」と述べ、悲願の憲法改正に意欲をにじませた。

　ロシアとの北方領土を含む平和条約締結交渉を巡っては「今年も前半にロシアを訪問し、さらに具体的に進めていきたい」と重ねて強調。「私たちの世代で問題を解決する決意で、全力で取り組んでいきたい」とした。

　会合に先立ち、首相は下関市内の神社に昭恵夫人らと共に参拝した。9日午後に東京に戻る。

自民は改憲項目、絞り込み急ぐ＝民進、慎重姿勢崩さず
　自民党は２０日召集の通常国会で、憲法改正の具体的な項目を絞り込む作業に入りたい考えだ。ただ、民進党などは安倍政権下の改憲に対し、慎重姿勢を崩していない。与野党の合意形成には、なお時間がかかりそうだ。
　「今年は憲法施行から７０年の節目の年だ。新しい時代にふさわしい憲法はどんな憲法か。今年はいよいよ議論を深め、形づくっていく年にしたい」。安倍晋三首相（自民党総裁）は５日の党会合で、改憲論議の進展に強い意欲を示した。
　昨夏の参院選で、自民党など改憲勢力は国会発議に必要な３分の２の議席を参院でも確保した。しかし、続く秋の臨時国会では、衆参両院の憲法審査会が実質議論を再開したものの、与野党対立の余波で審議は３日間にとどまった。内容も現行憲法の制定過程や立憲主義の在り方といった入り口論に終始。自民党が目指す改憲項目の絞り込みにはほど遠い状況だ。（時事通信2017/01/07-14:28）
米軍特殊部隊が初参加、陸自の「降下訓練始め」

読売新聞2017年01月09日 12時43分



ヘリコプターから降下する隊員

　陸上自衛隊第１EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(くうてい),空挺)団の年頭行事「降下訓練始め」が８日、習志野演習場（千葉県船橋市など）で行われた。

　今年は米陸軍が初めて参加し、日米の隊員が上空から次々とパラシュートで降り立った。

　降下訓練始めは、訓練の安全を祈って行われていた「開傘祈願祭」を１９７４年に一般向けに公開したのが始まり。

　今回は陸自と空自の計約３００人のほか、沖縄に駐留する米陸軍特殊部隊「グリーンベレー」約１０人が参加。東京タワーの高さとほぼ同じ高度約３４０メートルからパラシュートで降下したり、ヘリコプターからロープを使って地上に降りたりと、緊迫感あふれる訓練の様子を披露した。

陸自パラシュート降下部隊が訓練公開 米軍が初参加
ＮＨＫ1月8日 13時54分
自衛隊で唯一のパラシュート降下部隊、陸上自衛隊の第１空挺団が、８日、千葉県の演習場で訓練の様子を公開し、ことしはアメリカ陸軍の特殊部隊も初めて参加しました。
陸上自衛隊第１空挺団は、上空からパラシュートで降下し、離島防衛などの作戦を行うおよそ２０００人の精鋭部隊で、毎年１月、千葉県の習志野演習場で訓練の様子を公開しています。
訓練では、東京タワーとほぼ同じ高さの上空およそ３００メートルを飛行する航空自衛隊の輸送機などから、重装備の隊員たちがパラシュートを使って次々と地上に降り立ちました。
ことしは、沖縄に駐留するアメリカ陸軍の特殊部隊、グリーンベレーの兵士１５人が、アメリカ側の提案で初めて参加し、第１空挺団に続いて自衛隊のヘリコプターからパラシュートで降下しました。また、航空自衛隊からも空挺レンジャーの資格を持ち、負傷した隊員の救出などを専門に行う救難隊の隊員が参加しました。
この訓練では、ここ数年、離島の防衛を想定した内容が盛り込まれていましたが、陸上自衛隊は、今回は特定の場面を想定せず、日米の連携などを確認したとしています。
去年施行された安全保障関連法では、日米の連携を強化する内容が盛り込まれていて、今後、自衛隊とアメリカ軍の連携がさらに加速することが予想されます。
防衛産業　献金、自民に３．９億円…１５年、工業会３１社
毎日新聞2017年1月8日 09時00分(最終更新 1月8日 12時34分)
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防衛予算とＪＡＤＩ加盟社から国民政治協会への献金額の推移
民主政権時の６０％増 
　防衛装備品メーカーなどが加盟する「日本防衛装備工業会」（ＪＡＤＩ）の会員３１社が２０１５年、自民党の政治資金団体「国民政治協会」に計３億９０００万円余を献金したことが分かった。安倍晋三内閣が１５年９月に安全保障関連法を成立させたこともあり、防衛予算は増加が続く。これに歩調を合わせるように、会員による企業献金は旧民主党政権時代から６０％増加しており、以前の自民党政権下の水準にまで回復した。 
　ＪＡＤＩは国内の防衛装備品の製造や修理などを手がける１３６社（正会員）が加盟し、三菱重工業会長の大宮英明氏が会長、旧防衛庁元装備本部長の野津研二氏が専務理事を務めている。１５年の政治資金収支報告書によると、会員のうち３１社が、自民党の企業献金の受け皿である同協会に献金していた。 
　献金の最高額は自衛隊向けに軍用トラックや輸送車、特殊車両を納品するトヨタ自動車の６４４０万円。キヤノンの４０００万円、新日鉄住金の３５００万円が続く。キヤノンの関連会社はＸ線撮影装置などを、新日鉄住金も潜水艦の浮沈を支える「高圧気蓄器」などを受注している。 
　０９年の３億８０００万円余がピークだったＪＡＤＩ会員による同協会への献金は、民主党への政権交代によって減少。１２年は約２億４０００万円だったが、自民党の政権復帰後の１３年に上昇に転じた。 
　一方で会員の大半は、政権担当時を含めて民主党の政治資金団体には献金していない。 
　国の防衛関係予算は１２年度の約４兆７０００億円から１６年度は５兆円超まで増えており、防衛産業界の意向と政策が重なる傾向もある。ＪＡＤＩ会員が委員に名を連ねる経団連防衛生産委員会（現防衛産業委員会）は１４年２月、国の武器輸出を原則禁じた「武器輸出三原則」の見直しを自民党に提言。約２カ月後に「防衛装備移転三原則」が閣議決定され輸出が拡大した。 
　ＪＡＤＩは「会員に献金の依頼をすることはなく、各企業の判断。他の業界団体同様、政府に（政策を）要望することはあるが、組織として特定の議員や政党を支援することはない」としている。【杉本修作】 
防衛産業　利益誘導、監視が必要…自民献金けん引
毎日新聞2017年1月8日 09時01分(最終更新 1月8日 09時01分)
解説 
　自民党の政治資金団体「国民政治協会」の大口献金者には、日本防衛装備工業会（ＪＡＤＩ）の加盟社が目立つ。協会への企業献金は全体的に復調傾向にあるが、ＪＡＤＩ加盟社を含む防衛産業がけん引している面がある。加盟社は政権与党時代の旧民主党にはほとんど献金をせず、自民党に支援を絞っていることも特徴だ。 
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日本防衛装備工業会会員企業の主な献金額の推移
　２０１５年の政治資金収支報告書によると、川崎重工業は３００万円を同協会に献金。同社は１５年度に哨戒機２０機など総額２７７８億円の防衛装備品を納め、防衛装備庁と防衛省の受注額トップだった。ＪＡＤＩ会長を輩出している三菱重工業（１５年の献金額３３００万円）や富士重工業（同２６７０万円）は協会への献金額が以前より増えている。 
　１０年以上、協会に献金をしていなかった三菱自動車工業（同２０７０万円）は自民党の政権復帰後に再開した。１５年に不正会計が問題化した東芝は同年の献金はなかったが、前年の１４年には２８５０万円を出していた。 
　自民党と防衛産業の密接な関係がうかがえるのは献金状況だけではない。安倍晋三首相は１４年７月、参院予算委で「安全保障の確保のため政府と防衛産業の適切な連携が必要」と述べた。経団連は１５年９月、政府向けの提言で「政府方針のもと、産業界はわが国や世界の安全保障に資する生産に貢献する」と記すなど、民主党政権時代とは距離感が明らかに異なる。 
　経団連提言は防衛装備品の調達について、一定程度国内企業を優先する▽一般競争入札への偏重を見直し、随意契約を活用する－－ことなどを政府に求めている。実現すれば、ＪＡＤＩ加盟社が恩恵を受ける可能性は極めて高い。安全保障分野に限らず、献金の有無や規模で利益が誘導されるようなことはあってはならず、政権与党への大口献金の状況を注視する必要がある。【杉本修作】 
国防ニッポンのリアル　／上　トランプ以後の世界　南スーダン派遣と自衛隊員の生命
2016年11月23日Texts by サンデー毎日
▼「駆けつけ警護」新任務、封印された隊員のリスク 
▼現場のリアルを踏まえない軍備増強論が勢いづく 
　南スーダン派遣部隊に新しい任務「駆けつけ警護」が付与された。「準備し、体制は整えた」と政府は言い続けるが、本当にそうなのか。そして、トランプ以後に台頭しうる軍備増強論の危険性とは？　防衛大卒の記者が、国防の現場から「声なき声」を伝える――。 
　またも不毛な議論が繰り返された。10月の国会では、政府が安全保障関連法に基づき新たに陸上自衛隊に付与する「駆けつけ警護」をテーマに論議が深まるはずだった。武装勢力に襲われたＮＧＯスタッフらを武器を持って助けに行く危険な任務。ところが、議論は上滑りした。「戦闘が起きたのだから撤退を」という野党の追及を、政府側は「戦闘ではなく衝突だ」とかわした。昨年の法案審議のときと同じ。 
「憲法違反だ／いやそうではない」「戦争法案だ／いや平和のための……」 
　ただ自らの言葉を投げつけ合うだけの、あまりに不毛な論議だった。 
「いまの救護体制のまま南スーダンで『駆けつけ警護』に出て反撃に遭ったら、隊員は間違いなく死にます。そのとき、政治は何と言うのでしょうか？　『戦闘ではなく、衝突で死んだ』と言うのでしょうか」 
　こう話すのは、「戦争反対」と叫ぶ野党議員ではない。戦傷病の治療と救護を研究・教育する陸上自衛隊衛生学校の元研究員で、「第一線（戦場）救護」を研究し続けてきた照井資規(もとき)氏（43）である。制服時代は戦場医療が最も進んだ米軍の救命技術を熱心に研究。昨年11月に退官してからは、海外の兵器・防護装備見本市を取材して「戦場の今」をみてきた。とくに９月、南アフリカ共和国の航空宇宙防衛見本市「ＡＡＤ２０１６」は同じアフリカ大陸での開催だっただけに、陸自部隊がＰＫＯ活動を行っている南スーダンの実情も肌で感じられたという。照井氏のもたらす戦場の最新情報は、私たちも無関心ではいられない。 
「救命体制は絶望的に遅れている」 
　いま世界の紛争地帯で兵士は何が原因で亡くなっているのか。照井氏は、 
（１）ＩＥＤ（即席爆破装置） 
（２）地雷 
（３）骨盤射撃 
　――だという。現代戦は〈兵器の殺傷能力と精度の向上〉と〈防弾ベストなど防護・救命能力の進歩〉の絶え間ない競争である。以前は「敵は殺さず、わざと負傷させる」とよく言われた。負傷者の救護に人手を取られて敵の戦力が低下する効果を狙うため、と。自衛隊内でもよく聞く。だが、「甘すぎる」と照井氏。「防弾ベストなどの防護技術が上がったため、最近では敵は確実に殺そうとします」 
　三つの死因を具体的にみてみよう。 
【（１）ＩＥＤ（即席爆破装置）】武装勢力がよく使う兵器。実はイラクに派遣された陸自部隊も２００５年６月、移動中の車列がこれに狙われた。横転した高機動車のフロントガラスにひびが入った程度だったため、当初は大騒ぎにはならなかった。だが後の検証で、発射された鋼鉄弾の大半が２台目と３台目のほんの数メートルの車間を抜けたことが判明した。もし爆発のタイミングが一瞬でもズレていたら、死傷者が出た可能性はあった。「即席」という言葉に惑わされやすいが、25平方メートルの範囲に２万個の金属片が飛び散る破壊力はすさまじい。しかも、ヘルメットや防弾チョッキで守られていない部位は甚大な被害を受ける。米軍では両手足をなくした症例が多数報告されている。 
【（２）地雷】こちらも威力が相当アップしており、最長10メートルもの長いアームをもった機器を遠隔操作で除去作業するしかない。有線誘導弾が使われ、最新の防護対策を講じた車両でも十数メートル吹き飛ばされ、車内で激しく転倒して兵士は脊髄(せきずい)と内臓を損傷する。 
【（３）骨盤射撃】以前は頭部が狙われたが、最近では８００メートルという長射程の狙撃銃が登場。骨盤を狙った射撃が多くなった。頭部を狙うと外しやすいため、体の中心のやや下（骨盤）が狙われるように。このため狙いが外れても胸や大腿(だいたい)部が破壊される。人の体には４～５リットルの血液があるが、大腿部に被弾すると大腿動脈の出血に、大腿骨折の１リットルの出血が重なり、わずか数十秒で失血死しかねない。 
　そのほか、【緊張性気胸】がある。肺に穴が開く銃創を受けた場合、空気が流入し胸中の圧力が高まって大静脈を圧迫、心臓に血液が戻らず死亡する恐れもある。特殊なシール状包帯で穴を塞ぎ、時々めくって空気を抜くか、早急に胸に針を刺して空気を抜かなくてはならない。いずれにせよ、その現場で自ら、あるいは近くの仲間が応急処置できるかがポイントになる。 
　米軍は戦死者の医学的データを保存・解析しているが、14％は「防ぎえた死」とし、うちの60％は「四肢からの出血」、33％が「緊張性気胸」によるものだった。つまり「止血」と「気胸」の処置が適切であれば、14％のかなりの部分が「防げる」ことになる。現場での瞬時の対応が生死を分けるのである。 
　陸自は長く「国の防衛」、つまり「迎え撃つ」体制づくりに専念してきた。このため海外における救命医療体制は、絶望的に遅れている。そのことは多くのＯＢが認めている。「隊員の健康管理」が主任務といってよかった医官や衛生職種が本格的に「第一線救命」について取り組み始めたのは、２００３年のイラク派遣前後からだ。 
　政府は11月18日、新しく「駆けつけ警護」任務を南スーダン派遣部隊に付与した。内戦が収まり切れていない土地には、周辺から大量の武器が流入しているという。「敵」と相対する任務において、威力を増したＩＥＤや地雷による攻撃という「最悪の事態」を想定しないでいいはずはない。 
　防衛省は９月、「第一線救護における適確な救命に関する検討会報告書」を公表した。これで部隊の救命能力は向上するはずだったが、照井氏は「検討会には戦場を知っている専門家が皆無。『隊員の命』のことがどこにも出てこない」と切り捨てる。 
　どこに不備があるのか。 
　わかりやすいのは個人携行救急品の問題。陸自隊員が携行するのは四肢用止血帯や伸縮式救急包帯など限られている。米軍の個人携行セットと比べてあまりに貧弱だ。私自身、隊員たちが日米の止血帯を比べている現場に立ち会ったことがある。彼らは「生き延びたい」と真剣だった。そして多様な工夫がされている米軍のセットを見ながら、「なんでこんないいものがあるのに、上（防衛省）は自分らに支給しないのか……」と嘆息していた。 
「手を縛ったまま戦場に出す」状態 
　戦後、世界で戦争を続けてきた米軍では「救急処置・応急処置」のための56項目のリストがあり、全将兵に習得を義務付けている。ところが、「自衛隊ではそのうち２項目しか教育されていない」と照井氏は指摘する。この問題は、10月の参院予算委員会で大野元裕議員（民進党）が取り上げ、自衛隊の第一線救護体制の不備を厳しく追及した。大野議員は「部隊を撤収するべきかどうかの議論はあるが、少なくとも部隊を出す以上、政治の責任において医療体制などの現実的な議論をしなければならない」と話す。防衛省は新任務付与に合わせて、「米陸軍同様」の救急品を携行させることを明らかにした。だが問題なのは、隊員がどれくらい救命セットの扱いに習熟したか、である。 
「戦場医療で追求されるのは『ＬＬＥ』なんです」と照井氏は言う。命（Ｌｉｆｅ）と手足（Ｌｉｍｂ）と視力（Ｅｙｅｓｉｇｈｔ）の頭文字。命を守ることは当然として、負傷しても隊員たちには帰還後の生活があるから手足と視力をできる限り残す、そのための戦場医療なのだ、と。逆にいえば、命は助かっても手足を失う帰還兵が大勢いる。まさにこれがいまの戦場の現実なのであろう。 
　照井氏は「ＴＡＣＭＥＤＡ（アジア事態対処医療協議会）」を設立し、テロ事案などに対処する救命講習会を開催する。そこには今回派遣される部隊と交流のある地元の医師や、陸自部隊長が研修を受けに来ている。現場はみな必死なのだ。 
　振り返れば、「戦後安全保障の大転換」と安倍晋三首相が意気込んで、昨年９月、集団的自衛権の行使容認を柱とした安保関連法を成立させた。野党は「憲法違反」と猛反発し、国会周辺でも反対デモが過熱した。10本の法律をまとめた一括法と新しい国際平和支援法がひとまとめにされ、任務の中身に関する議論は深まらなかった。 
　陸自部内で救命体制の不備と同様に不安を訴える声が大きいのは、「武器使用基準」の問題だ。現場の隊員にとっては命にかかわる焦眉(しょうび)のテーマである。政府は派遣部隊の武器使用を、従来どおり正当防衛、緊急避難の場合以外は認めないままだ。つまり、敵から撃たれることが明らかな場合だけ、撃てるのである。 
　陸自が「まずは空に向かって警告射撃を」と決めていることを知っていたら、敵対する相手は間違いなく先に撃ってくる。また、他国軍と共同対処する場合、他国軍は国連の武器使用基準に則(のっと)って緊急時には警告なしの危害射撃をするのに、自衛隊はできない。まさに軍事的には「手を縛ったまま、戦場に出す」状態だといっていい。武器使用基準についてはかなり慎重な運用を求めて、国会での議論が積み重なっている。それが蒸し返されることを避けるために、政府は「隊員のリスクが高まる」とは言えなかったのか。だとしたら、決めるべきことを政治がスルーしたため現場の隊員を危険にさらしているとしか、私には思えない。 
　安保関連法に対する現場の受け止め方はどうかといえば、海空自幹部の大半は「国を守るのために、米軍と共同対処・訓練がやりやすくなった」と前向きだった。一方、陸自にはやはり重苦しい空気がある。新しい任務で、これまで１発の弾も撃ったことがない組織の部隊が、〈言葉も通じない海外で〉〈銃を携行して敵と相対〉しなければならなくなったからである。しかも、武器使用基準は厳しい制限が課せられたままなのである。「『リスクは高まるが、できるだけのことはするから頑張ってくれ』。政治家にはそう言ってほしかった」。これが現場の共通した思いだ。 
「あとは現場にお任せ、ってこと？」 
「時期尚早なのではないか……」。陸自の将官がこの夏、駆けつけ警護任務について周囲にそう漏らし、組織にさざ波が立った。内心はどうであるにせよ、政治が決めたことに対して高級幹部が「いまは困難」と口にすることはまずない。私の耳に入るのだから、公式な場での発言なのだろう。きわめて異例なことだ。いや、それだけ、現場が危機感を抱いていることの表れなのかもしれない。 
　自衛隊の海外派遣が始まって今年で25年。派遣を経験した陸自の隊員たちは「民間人が襲われたら、とくに日本人なら全力で助けたい」と口をそろえる。それは彼らの宿願だった。その意味で「駆けつけ警護」が可能になることは前進といっていい。だが、安倍首相は危険の伴うこの任務について実情を伝え、国民の合意を取ろうとしなかった。フタをした。そして、きちんと政治判断すべきことを現場に「丸投げ」しているようにみえる。 
　安倍首相は９月、自衛隊高級幹部への訓示で「仕組みはできた。後はこれらを血の通ったものとする。いまこそ実行の時だ」と訓示した。会場で、直接この言葉を聞いた陸自幹部はこう思ったと告白する。「えっ、あとは現場にお任せ、ってこと？　それはないぞ！」 
　防衛省内では「一応新任務は付与するが、よほどのことがない限り実際の発動はない」などとささやかれているらしい。形は整えるが実体は変えないというのか。なんとも姑息(こそく)である。 
「米国第一主義」を訴えたトランプ氏が次期米大統領に決まったことは、世界に衝撃を与えた。その姿勢をひと言でいえば、「アメリカの利益をすべてに優先する」だろう。今後、世界は一気に内向きになっていく。安全保障の分野で一番懸念されるのは、日本国内でもそれに呼応して、火急な「自衛隊大増強」を主張する声が強まることだ。中国が強権的な海洋進出を進め、北朝鮮が核武装の野望を隠さない現状だとなおさらだ。もうアメリカなどには頼らない、自前で軍を強くするのだ、と。「核保有」を大真面目に唱える輩(やから)が出てくるかもしれない。 
　そうした勇ましいだけの主張は日本にとってきわめて有害だと、私は信じる。いまこそ、現場のリアルを踏まえた冷静な議論をしなければ。だから、あえて「軍」の本質について考えたい。命令で人を〈殺す〉ことの意味と重さについて――。（以下次号） 
（滝野隆浩・防衛大卒、毎日新聞記者） 
たきの・たかひろ 
　1960年長崎県生まれ。『サンデー毎日』編集部、前橋支局長などをへて『毎日新聞』社会部編集委員。毎月２回、朝刊にコラム「身じまい練習帳」を執筆中。著書に『宮崎勤精神鑑定書』（講談社）、『沈黙の自衛隊』（ポプラ社）、『自衛隊のリアル』（河出書房新社）がある。 
（サンデー毎日２０１６年１２月４日号から） 
安倍首相「解散念頭なく予算案成立に全力尽くす」
ＮＨＫ1月8日 11時42分
ＮＨＫの「日曜討論」で、安倍総理大臣は、衆議院の解散・総選挙について、「全く念頭にない」と強調したうえで、日本経済の再生に向けて、まずは新年度（平成２９年度）予算案の早期成立に全力を尽くす考えを示しました。
この中で安倍総理大臣は、衆議院の解散・総選挙について、「いま全く私の念頭にはない。経済の再生をしっかりと進めていくことが求められており、最大の景気対策は新年度予算案を成立させることだ」と述べました。そのうえで安倍総理大臣は、「予算案の中には保育士の待遇改善も含まれており予算案が成立すれば間違いなく景気にプラスになっていく。予算案の早期成立に全力を尽くしていきたい。その間、解散の『か』の字もおそらく頭には浮かばないだろう」と述べました。
一方、安倍総理大臣は、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの経費負担について、「東京オリンピックであり、当然、東京都が主体的にやっていただきたい。東京に施設は残り、いわば負担したものに対して資産として残っていくということもしっかりと考えていただきたい。当然、国としても支援すべきは支援していきたい」と述べました。
公明党の山口代表は、「衆議院の解散は安倍総理大臣の専権事項であり、総理自身が決めるしかない。われわれは、いつが望ましいとか、こういう理由でやるべきだとか、やらざるべきだということは控えたい。常在戦場の心構えで、受けて立てる態勢を整えておくということで臨みたい」と述べました。
民進党の蓮舫代表は、「自分たちは甘いところにいないという厳しい認識の上で、国民の声に耳を傾ける政党だと地道に訴えて、信頼を戻していくしかない。野党間の連携は、もう課題ではなく、前に進めるべき時に来ている。強行採決だけの安倍内閣の政治ではなく、２大政党を作るという崇高な目標に向かって越えられない課題はない」と述べました。
共産党の志位委員長は、「野党と市民が大義の旗を掲げて本気の共闘をやれば、自民党に打ち勝てる勝利の方程式が明らかになった。解散・総選挙になったら、安倍政権を退陣に追い込み、野党連合政権に向けた第１歩を踏み出す結果を得たい」と述べました。
日本維新の会の片山共同代表は、「通常国会には、是々非々で臨む。予算や税制が、最初の大きい課題だが精査して賛否を決めていく。ことしは、衆議院選挙も、おそらくあるだろうから、衆議院でも議員立法を提出できる議席をとりたい」と述べました。
自由党の小沢代表は、「安倍総理大臣がやっているのは、自由競争第一、市場原理第一で、非常に大きな格差社会になっている。われわれの考え方は全く対極で、みんなが安心して暮らせる社会だ」と述べました。
社民党の吉田党首は、「平和憲法をいかした平和の創造や、働く人を大事にする経済政策など、社民党が掲げる政策は国民が望むものだと確信しており、党の再建・再生を図っていきたい」と述べました。
日本のこころを大切にする党の中山代表は、「日本が独立国家として憲法について、議論していくことはとても大切だ。近いうちに党の憲法草案を示したい」と述べました。
産経新聞2017.1.9 00:01更新 
【安倍首相ＮＨＫ詳報】「日韓合意は最終的かつ不可逆的な合意だ。韓国は誠意を示さねばならない」「解散は全く念頭にない」

安倍晋三首相 
　安倍晋三首相は８日のＮＨＫ番組「日曜討論」（６日収録）に出演し、日韓関係など外交や経済問題、次期衆院選などについて語った。詳報は次の通り。
　－－安倍内閣の発足から４年。今年もアベノミクスを掲げ、長期政権を目指していく考えか
　「１月９日は成人の日になりますが、新成人の皆さんにお祝いを申し上げたい。若い皆さんが将来に夢や希望を持てる日本を作っていく。そのために今年全力を尽くしていきたいと思います。
　われわれが政権を取る前は、日本自体が自信を失っていたと言ってもいいと思います。もう成長できない。今年より来年はよくなっていかない。
　そこで、私たちは経済最優先で日本を取り戻すことを約束をしました。
　まずは雇用、働きたい人が働けるように全力を尽くしてきた結果、中小企業の倒産件数は３割減って、１００万人雇用をつくり、そして有効求人倍率は史上初めて４７都道府県全てで１倍。１人の求職者に対して１人分の職を作り出すことが史上初めて、全県でできたわけであります。
　また給料についても３年連続ベアが実現しましたし、今年も実現したい。また、それを期待したいと思っています。
　１億総活躍。みんなが自分の力を発揮できる社会を作っていく。そして世界の平和や安全に繁栄に貢献していく、世界の真ん中で輝く日本をつくっていく。今年その目標に向かって全力を尽くしていきたい」
　－－総裁任期が３期９年まで延長される運びになっている。３期目を目指したい気持ちは強くなっているか
　「まずは日々全力で国民の期待に応えていく、そのために汗を流していきたいと思いますが。この結果を積み重ねていくことによって、果たしてこの先どうしようかという判断をしていきたい」
　－－１月２０日に米大統領に就任するトランプ氏とどのような信頼関係を構築するか
　「昨年、世界の指導者に先駆けて会談を行うことができました。そこで日米関係の重要さ、日米同盟の重要さは確認できたと思っています。日米同盟というは日本の外交、安全保障の礎であります。しっかりと信頼関係の上にこの日米同盟は揺るぎない。この現在の日米の絆をトランプ大統領との間でさらに強化をしていきたいと思います」
　－－トランプ氏との最初の日米首脳会談は１月２７日頃か
　「まだトランプ次期大統領は正式に就任式を終えていません。その中で具体的には日にちは決まっていませんが、なるべく早い段階で会談を行いたいと思っています」
　－－トランプ氏の登場で環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の発効が難しくなっている。米側が二国間交渉を求めてきたときはどうするか
　「例えば豪州とは、ＴＰＰについてともに協力をし、そして最終的に合意をしました。と同時に日豪と経済連携協定（ＥＰＡ）を締結しています。ですからＴＰＰだけではもちろんではありませんが、われわれは決してあきらめることなく、粘り強く、トランプ次期大統領あるいはＴＰＰ貿易に関わる人たちにＴＰＰの重要性、価値を発信をしていきたいと思います」
－－トランプ氏が在日米軍の駐留経費の増額についても言及していることについては
　「すでに安倍政権になって努力を重ねてきています。防衛費においても、安倍政権になって増額させています。それは、アジア太平洋地域の安全保障環境が厳しくなっているからです。主体的に私たちは対応してきたわけであります。
　平和安全法制を整備し、そして新しいガイドラインをつくったわけですから。今まで以上に日本もしっかりと日本の役割を果たしながら、日米の絆、日本だけのためのものではなくて米国にも大きな利益を与えているし、そしてまたアジア太平洋地域の平和と安定に大きく貢献している。それは結果として米国経済にもプラスの影響があるという実態をよく話していきたい」
　－－米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設問題は重大な課題の一つだ。トランプ氏との会談では米軍の海外移転を進める計画についてはどのように話すのか
　「沖縄における負担軽減の重要性については話をしていきたいと思いますし、実際今、それは進んでいるわけであります。昨年北部訓練場４０００ｈａ。沖縄にある米軍の施設の２割、これは返還後最大の日本への返還がなされたわけでありますが、今後もしっかりと進めていくこと、負担軽減を進めていくことが日米の信頼関係をより厚くする、日米同盟をより確かなものにするということを話していきたいと思います」
　－－昨年１２月、沖縄県内で米海兵隊の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの不時着事故があった。翁長雄志知事はオスプレイの配備撤回を求めているが、こうした声にはどう向き合っていくか
　「今回オスプレイが、給油中に事故が起こり着水をしたわけでありますが、かつては私たちが運行停止をしてくれと言っても、実際にはほとんど応じてくれてないのが現実でありましたが」
　－－一時飛行停止
　「一時飛行停止ですね。要請をしても米軍は運用にかかわることについては残念ながら、対応してこなかったわけですが、今回は一時運行停止に応じてくれました。そして給油活動についても原因究明をしっかりとするまではやめることについては米側も同意していただいた。しっかりと安全を確保した上において、これは運行していくことになるんだろうと思います」
　－－昨年１２月、ロシアのプーチン大統領との首脳会談で共同経済活動を行うための交渉を開始することで合意した。法整備の課題が指摘されているが、実現にむけて見通しは
　「平和条約の締結、北方四島の返還、領土問題の解決などについては、今までは四島の帰属問題を解決して平和条約を締結をする（という姿勢だった）。しかしそれは、今まで１ミリも動かなかったわけです。それはどうしてでしょうか。
　７０年がたって、そこには残念ながら日本人は住んでいない。１万数千人のロシア人が住んでいる。このロシア人の人々あるいは極東のロシア人の人々が理解を示さなければ帰ってこないんです。
　この現実に向き合わなければならない。われわれは向き合うべきだ。向き合わなければ、今までと同じようにこれからも７０年間過ごしてしまう。
　そこで私たちは四島の特別な制度のもとでの経済活動を行うことで合意をしました。いわば、お互いの立場を損なわない仕組みをつくっていく。これは、もちろんさまざまな困難な挑戦になっていくわけでありますが、これは私とプーチン大統領が合意し、しっかりと交渉を進めていこうと合意をしたわけであります。
　さらに、プーチン大統領は記者会見で、『一番重要なことは平和条約の締結だ』といいました。経済関係の構築のために（平和条約締結を）後回しにしないと、はっきりと言った。はっきり言ったのは初めてですよ。そして平和条約に関する問題を解決する真摯な決意を示す、これは文書で発表しました。これも初めてのことですが、われわれはお互いを信頼しなければこの問題は解決をしない。
　最初から相手を疑っていれば相手は一歩前に出ない、という意味においては今回大きな一歩を記すことができました。
　この共同経済活動を行うことによって、初めて日本人とロシア人が四島で経済活動する。そこに一緒に住んで、お互いに理解しあう。あるいは日本の会社にロシア人が勤める、雇用が生まれるということを進めていく。これは間違いなく平和条約の締結に向けて大きなプラスになると思います」
　－－四島の帰属問題も含めて安倍・プーチン時代に交渉をまとめようという合意にいたっているのか
　「問題の解決に向けて真摯な決意を示した。これはプレス声明に書かれています。まさに、私とプーチン大統領が、私たちの手で解決していくことを示したと思います。
そして４島の経済活動については、平和条約締結に向けた一環として行うという認識を共有しています。つまり４島の帰属を解決して、平和条約を結ぶ道筋の中に共同経済活動があります。
　だって今まで４島で仕事ができましたか？　いわば旅行者としてロシアのビザをとらないといけませんでしたね。それがそうではない、立場を損ねないかたちで初めて向こうに日本人が行ってロシア人と仕事ができるようになるんですよ。これは、決定的な違いだと私は思いますね」
　－－中国海軍が南シナ海で空母の訓練を行った。海洋進出を活発化している中国に対してどう関係を構築していくのか
　「今年は日中国交正常化４５周年、そして来年は日中友好条約締結４０周年になります。今年、来年、日中関係をさらに改善していくことにおいては、昨年ペルーで習近平国家主席と短時間立ち話をした際に確認したことであります。これは中国にとっても経済を発展させていく上において、日中関係が良好な状況ではないことを認識しているからだろうと思います。
　しかし、一方で東シナ海、南シナ海における行動、これは日本だけではなくて、東南アジア、東南アジアだけではなく世界が懸念をしているといってもよいでしょう。
　そういう状況では、中国の経済的な発展にも間違いなく足かせになるわけであります。中国が国際社会のルールを守って、国際法を順守する中において平和的に台頭していくよう、国際社会と連携しながら強く促していきたいと思っています」
　－－韓国・釜山の日本総領事館前の慰安婦像がされた。日韓合意が揺らぐとの懸念もある。日本政府は対抗措置も取った。今後、考えていくのか
　「一昨年末に慰安婦についての合意が成立したわけであります。そしてこの合意は最終的かつ不可逆的な合意であるということをお互いに確認しています。
　日本は誠実に私たちの義務を実行していく。その意味において、１０億円の拠出をすでにおこなっています。
　次は、韓国がしっかりと誠意を示していただかなければならないと思っています。それは、たとえ政権が代わろうとも、それを実行することが国のいわば、信用の問題だろうと思います」
　－－ソウル大使館前にある像撤去についても韓国政府の努力を求めるということか
　「当然、そうです」
　－－北朝鮮については。ミサイル発射を繰り返している。また拉致問題解決の糸口をどう考えているか
　「北朝鮮は新しい金正恩政権が成立して以来、核実験やミサイル発射を繰り返している。
　日本も国連の場において、リーダーシップを発揮しながら国連決議２３２１を決議しました。
　その中において、日本も制裁を行っている。拉致問題が解決をしていないことも含めて制裁を行っているわけでありますが、北朝鮮に対しては『対話と圧力』『行動対行動』の原則にのっとって、拉致問題の解決のために全力を尽くしていきたい。
　拉致問題が解決しなければ日本と北朝鮮の関係は正常化しないわけでありますし、同時に北朝鮮が国際社会から受け入れられることはない。つまり、北朝鮮が未来を描くためには、この拉致問題を解決しなければならないということを理解してもらえるように、日本もしっかりと対応していかないといけないと思います」
　－－南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）について。首都ジュバの状況が悪化すれば部隊の撤収もあるか
　「ＰＫＯ五原則を満たさなくなれば、撤収するのは当然なんですが。たとえＰＫＯ５原則が守られている状況であったとしても、自衛隊が安全を確保して、任務を満足に果たせる状況でなくなれば躊躇なく撤収したい」
　－－今の自衛隊の活動は住民の生活支援が中心だが、そこに影響があればということか
　「われわれは今、施設部隊を派遣しています。この施設部隊が、安全を確保しながら作業ができない状況になれば、撤収するのは当然だと思います。
　ただ、６０カ国がＰＫＯ部隊を南スーダンに派遣しています。南スーダンは、世界で最も若い国ですね。その最も若い国がしっかりと自分の二本の足で立てるように、みんなが国際社会が協力しているわけですが、この６０カ国で、治安状況を理由に撤収した国はまだ一つもないことは申し上げておきたい」
　－－今年の３月で東日本震災から６年になる。復興の遅れが指摘されているが、どう取り組んでいくか
　「被災地の復興、東北の復興なければ日本の再生なし、というのが基本的な考え方です。
　公営住宅や高台移転については計画すべて着手、着工しています。たとえば常磐自動車道あるいは常磐鉄道などは相当程度進んでいると思います。住まいにインフラはしっかりと進んでいる。
　製造業の出荷については震災前の水準に戻ったと思います。農業においては８割が再開していますし、水産加工視察については９割が業務を再開しています。
　４７万人の方が避難していたが、この４７万人は１３万人までに減ってきました。ただ、たくさんの方々が避難生活を余儀なくされていますから、さらに力を入れていきたいと思います。
　この３月には、飯舘村、川俣町の皆さんの避難指示が解除されます。帰還困難区域についても可能なところから着実に全力で取り組んでいきたい。当然、心身のケア、生業の支援、住まいの支援などもしっかりやっていきたいと思います」
　－－福島原発の廃炉などの関連費用が２１兆円にふくらんでおり、東京電力が単独でまかなうには限界がある。政府の関与と国民の負担については
　「どのように膨らんできた２１・５兆円か、この金額を負担していくのか。まず当然、東電にしっかりとそれを担っていただかないといけないと思います。
　他方、電力料金などにかかわっての国民的な負担、あるいは政府として東電を支援するさい、これは国民の負担ということになりますが、いずれにしろ大切な電力を供給し続けてもらわなければなりません。そういう観点から、適切に対応していきたいと思います」
　－－働き方改革は非常に幅広い。実現に必要な法整備はどう進めていくか
　「働き方改革を進めていくなかで、長時間労働の問題があります。時間外労働の上限規制をしっかりと決めなければなりません。できるだけ早く法案を提出したいと考えています。
　そして、同一労働同一賃金。もう非正規という言葉をなくしたいと考えています。みんな納得して仕事ができることが大切なんですね。それは経営者の皆さんにも話していますが、納得できれば頑張って働くし、責任感が出てくるわけであります。
　ですから、非合理的な待遇をなくしていくことが大切なんだろうと。同じ人材活用の仕組み、同じ仕事であれば同じ賃金。違いがあれば、その正当な違いに見合う賃金でなけれならないと思います。
　その意味において、『均等』（男女雇用均等法）にも踏み込んで同一労働同一賃金のガイドラインをすでに発表をしました。その法制化に向けて仕事を進めていきたい」
　－－「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」で、天皇陛下の譲位に関する法整備は、特別法で一代限りという考え方が柱になっている。どういう形で議論がまとまるのが望ましいか
　「まず誤解があるんですが、典範を改正するのか、特別立法にするのか。これは、どちらが恒久的な制度かということにはかかわりがないことであります。
　大切なことは天皇陛下がお言葉を発せられた。それに対して、国民の皆さまが重く受け止められた。この国民の皆さまが重く受け止められたことを受けて、われわれは今、有識者の皆さまに議論していただいています。しっかり未来を見据えて議論をしていただいていると思います。この取りまとめを受けて、政府として法制化に向けて進めていきたいと思っています。もちろんすごく時間をかけることではありませんが、拙速に進めてはいけない。大切なことは政争の具にしてはいけないということだと思います」
　－－衆参両院の憲法審査会が審議を再開した。今後の憲法をめぐる議論はどのように進めるべきだと考えるか
　「憲法が施行されて今年で７０年が経過をするわけであります。しっかりと議論をし、憲法調査会の中において具体的な姿が現れてくることを期待したい」　
　－－東京五輪について１兆８千億円の経費を誰が負担するかということが焦点になっている。東京都、組織委員会、政府の三者で協議していくことになるが、政府としては
「まさに三者で話しあうことですから、政府としては丸川（珠代）五輪相が出席して議論していくことになる。国民的に納得できる形になっていくことが望ましいと思います。
　東京五輪ですから、当然東京都が主体的にやっていただきたいと思いますし、東京に残る施設は、東京にレガシーとして残るわけですから、いわば負担したものに対して、その資産として残っていくことも考えていただきたい。
　たとえば、私の地元・山口県には資産として残らない。しかし、国が応援するということは、まったく資産として残らない人たちも負担していくことになるわけです。
　ですから、そこのところも東京都にも責任感を持ってやっていただきたいと思いますし、当然オリンピックでありますから、国としても支援すべきは支援をしていきたい。だからこそ、この三者の協議の場においてしっかりと議論をしてもらいたいと思います」
　－－小池百合子都知事が国政に進出することになったら、首相はどう向きあっていくか
　「まだそれ（小池氏の国政再進出）については、何の話をうかがっていませんし、まだ自民党員のままですね。党費も払っていただいているだろうと思いますから、東京都と政府としては協力していくことが求められているだろうと思います」
　－－今後の政治の動きについて。春先までかかる平成２９新年度予算が成立するまでは衆院解散はないか
　「最大の景気対策は予算を成立させることだろうと思います。たとえば、予算の中には、保育士の待遇改善も含まれていて、予算が成立すれば安倍政権の４年間で約１０％、待遇が改善されることになります。民主党政権時代は、３年間でマイナス１・２％でありましたから、大きな違いですね。
　こうしたことをしっかりと実現することは間違いなく景気にプラスになっていく。私たちの政策を進めていく上においても、１億総活躍社会を実現していく上においても大切ですから、予算の早期成立に全力をつくしていきたい。
　われわれはその間、解散の『か』の字もおそらく頭には浮かばないだろうと思っています」
　－－衆院の衆院選挙区画定審議会（区割り審）は５月下旬までに、新たな区割り案を勧告するとしている。区割り案の出る前後で解散することは
　「今、申し上げましたように、私はまったく解散を考えていないわけで、それはまさに今の仕事に全力を尽くしていくことに、まさに頭はすべてそれに占められているわけですから、それはしばらく続いていくだろうと思いますね」
　－－衆院の任期は来年の１２月までだ。長期政権の実現を目指していく上で、年内の解散を考えるか。それとも急ぐ必要はないと考えるか
　「繰り返しになりますが、解散ということはまったく私の念頭にないわけで。まずは経済の再生をしっかりと進めていく。この経済政策に全力を尽くしていくことが求められているんだろうと思います。
　もちろん不信任案が可決されたら躊躇なく解散をしますよ。今はまずは２０日からの国会においてしっかり説明責任を果たしていくなかにおいて、予算を一日も早く成立させたい。国民の皆さんもそれを望んでいるんだろうなと思います」
　－－首相は、２年間隔で衆院解散・総選挙を判断してきた。それに対して解散権の乱用という指摘もあったが
　「首相として適切なタイミングで解散する。そもそも私は野党の党首だったんですけど、野党の党首というのは一日も早く政権交代したいんですよ。解散なければ政権交代はないですから。
　野党の方が『なんで解散するんだ』といわれたので、私は仰天しましたね。そんなに自信がないんだったら、あんた辞めた方がいいよと。実際、これは国民の皆さんはそういう判断をその後、されました。
　むしろ、野党の方は早く解散してくれと、こういう気持ちで臨んでくれてはじめて、論戦も建設的になるのかなと思いますね。私は野党時代は本当に一日も早く解散してもらいたいと思っていましたね」
（了）
しんぶん赤旗2017年1月9日(月)

日本共産党は安倍暴走政治とどう対決するか　ＮＨＫ日曜討論　志位委員長の発言

　８日放送のＮＨＫ「日曜討論」各党党首インタビューでの日本共産党の志位和夫委員長の発言は次の通りです。

安倍政権とどう対峙するか

野党と市民の共闘を発展させ、安倍政権を退陣に追い込み、野党連合政権への第一歩を

　島田敏男解説委員　志位さん、世論調査の政党支持率などを見ますと、「自民党１強」という状況が依然続いています。こういうなかで、共産党は安倍政権とどう対峙（たいじ）していくんですか。

　志位委員長　昨年は、野党と市民の共闘が本格的に始まり、第一歩の大きな成果をあげた年になったと思うんです。やはり共闘で相手を倒していく（ことが大切です）。（昨年）７月の参議院選挙では全国３２の１人区のすべてで野党統一候補を実現し、１１の選挙区で自民党に打ち勝ちました。それから１０月の新潟県知事選挙では、統一候補の米山隆一さんが自公推薦の候補に圧勝した。ですから、野党と市民が「大義の旗」を掲げて、「本気の共闘」をやれば自民党に打ち勝てる。この「勝利の方程式」が明らかになったのが非常に大きいと思うんですね。

　今年は、ぜひこの流れをもっと大きく発展させたい。解散・総選挙になりましたら、野党共闘の勝利、日本共産党の躍進をかちとり、安倍政権を退陣に追い込み、野党連合政権に向けた第一歩を踏み出す結果を得たいと考えております。

「アベノミクス」に代わる経済政策は

「１％の富裕層・大企業のための政治から、９９％の国民のための政治」に切り替えを

　島田　重要なテーマについて聞いていきます。まず経済政策です。安倍政権の経済政策「アベノミクス」について、共産党は失敗だと厳しく批判しています。それに代わる経済政策として何が必要とお考えでしょうか。

　志位　「アベノミクス」、これは結局、「世界で一番企業が活躍しやすい国」をつくるんだというかけ声のもとで、まず大企業を応援すれば、いずれは家計に回ってくるということでやってきたわけですが、４年間たったが、そうなっていないわけですよ。

　働く人の実質賃金は、この４年間でマイナス５・１％、年収にして１９万円も減りました。日本経済の６割を占める家計消費は、（前年比で）１５カ月連続マイナスです。「アベノミクス不況」に陥っている。

　ここは政策の転換が必要です。「１％の富裕層や大企業のための政治ではなくて、９９％の国民のための政治」に切り替える必要がある。私たちは、格差と貧困をただし、中間層を豊かにする、経済民主主義の改革ということを具体的に提案しておりますが、ぜひその方向に進む必要があると考えています。

どうする「働き方改革」

「８時間働けばふつうに暮らせる社会」―残業時間の法的規制、非正規から正社員への流れをつくり、最賃１５００円へ引き上げを

　島田　共産党は長年にわたってですね、労働者の雇用状況の改善と、このテーマに取り組んできた。それで、最近、安倍政権が長時間労働の是正や同一労働同一賃金の実現、こういったことも掲げるようになってきた。この労働者のプラスになること、これを実現していくためには､政府･与党と協力することもありうるというお立場でしょうか。

　志位　やはり、いまの働く人の状況というのは非常に深刻ですから、政府もそれに目をつむることはできなくなっている、そういう状況だと思うんです。

　ただ、私は、安倍首相は、言っていることとやっていることが違うと思うんですよ。

　「非正規という言葉をなくす」ということをおっしゃいますが、実際にやったことは、労働者派遣法の大改悪です。これまであった派遣受け入れ期間は「原則１年・最大３年」、３年たったら正社員にするという「期間制限」を取り払ってしまった。こうなりますと、非正規（雇用労働者）が増える一方になります。

　それから、「長時間労働の是正」とおっしゃいますが、やろうとしていることは、どんなに残業をやっても残業代を１円も払わなくてもよいという制度をつくる「残業代ゼロ法案」を押し通そうとしている。こんなことをやれば、過労死・過労自殺がいっそうひどくなります。

　いまやるべきは、残業時間の上限を法律で規制する（労働基準法）改正をやって、長時間・過密労働をなくす。労働者派遣法を抜本改正して、非正規から正社員の流れをつくる。最低賃金は時給１５００円をめざす。一言でいって、「８時間働けばふつうに暮らせる社会」――これをつくるという方向の、本当の「働き方改革」を進めるべきだと思います。

天皇の退位について

「個人の尊厳」という日本国憲法の根本精神に照らし、皇室典範の改正を求めていく

　島田　天皇陛下の退位について伺います。小池（晃）書記局長が退位について、一代限りの問題ではないので、皇室典範で行うのが筋だと述べていますけれど、これは共産党としての方針と理解していいのでしょうか。

　志位　そうです。私たちは、（天皇の）退位について、政治の責任で真剣な対応が必要だと考えております。

　「個人の尊厳」という日本国憲法の根本精神に照らせば、一人の方に、どんなに高齢になっても仕事を続けることを求めるという、いまのあり方は見直す必要があります。

　その立場から、皇室典範の改正が筋だと（考えます）。高齢というのは誰にでも訪れるものであって、現天皇だけの特別の問題ではありません。ですから皇室典範の改正を求めていくという立場です。

憲法をめぐる議論にどう臨む

安倍改憲策動の二つの致命的問題点―「安倍内閣のもとでの憲法改悪に反対」で結束して

　島田　憲法をめぐる議論について伺います。衆参両院で、与党と憲法改正に積極的な勢力が改正の発議に必要な３分の２の議席を占めるようになりました。こうした改憲論議に基本的に反対をしてきた共産党。今後はどのように対応するお考えですか。

　志位　安倍首相の年頭からの発言を聞いても、かなり改憲に前のめりの発言をされておりますけれど、私は、安倍さんの改憲の動きというのは、二つの致命的な問題点があると思うんですよ。

　一つは、現行憲法のどこが問題で、なぜ変えなければならないのかを、具体的に示すことができない。ともかく改憲だという「改憲先にありき」。これは逆立ちした議論だと思うんですね。

　それから、もう一つは、「自民党改憲案」という、（憲法）９条２項を削除し、基本的人権を抑圧し、立憲主義を根底から壊すとんでもない代物を公式の改憲案に据えている。「こんな物騒なものを掲げている相手とは、まともな議論はできない」という声がいろんなところから起こっているのは、私は、当然だと思うんですね。

　この問題は、野党４党で、「安倍政権のもとでの憲法改悪は反対」という点で、党首間で合意しています。ぜひ野党共同のたたかいを進めたいと思います。

米トランプ新政権と日米関係

「日米同盟絶対」の硬直した思考停止では対応できない―対等・平等・友好の日米関係を

　島田　外交、そして安全保障についてお聞きしたいんですけれど、まずなんといっても、アメリカのトランプ次期大統領の登場です。アメリカのトランプ政権というのを、志位さんどう見ますか。

　志位　これは、トランプさんが勝った理由は、やはりアメリカ社会の矛盾ですね。新自由主義がずっとやられてきたために、格差が広がる、中間層が没落する。そういう矛盾があらわれたと思うんですね。

　ただ、今後のトランプ（次期）政権がどうなるかということを考えた場合にですね、これまでのトランプさんの言動などから見て、日本に対して軍事的・財政的な負担の強化を求めてくる可能性は大いにある。そのときに、これまでのような「日米同盟絶対」という硬直した思考では、これに対応できないと私は思うんです。

　たとえば沖縄でオスプレイの墜落がありました。ところが（墜落から）６日後には訓練を再開する。これを日本政府も認めてしまう。一昨日（６日）は、空中給油の訓練も再開する。（日本政府は）これも認めてしまう。アメリカのやることはなんでも賛成。「日米同盟のため」と言われたら、思考停止になる。こういう外交ではだめですね。

　この異常な従属体制を改めて、対等・平等・友好の日米関係に切り替える必要があると思います。

沖縄県の基地問題をどうするか

普天間基地は無条件撤去を求めて米国と交渉を―県内移設の議論では解決しない

　中川緑アナウンサー　その日米関係を考えるうえでは、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画が大きな課題の一つとなっています。共産党としては、沖縄の基地負担の軽減については、どう進めていくべきだと考えますか。

　志位　私たちは、普天間基地をなくすかわりに（辺野古）新基地をつくるというのは、負担軽減ではなくて、負担強化だと考えています。沖縄の北部全体を、海兵隊の一大出撃拠点につくりかえてしまうという動きです。辺野古の新基地そのものが、二つの巨大な滑走路をもち、軍港をもち、そして本当に機能の面では海兵隊は圧倒的に強化されることになりますから、こういう負担強化、これは絶対に反対です。

　普天間基地については無条件の撤去を求めてアメリカと交渉するべきです。これをどこかに移さなければならない、県内に移さなければならないという議論では解決しないということが、もう２０年間ではっきりしたと思います。

南スーダンＰＫＯについて

危険を危険と認めないのが一番危険―新任務撤回、自衛隊撤退、安保法制廃止を求める

　島田　南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）の問題、一言どうですか。

　志位　これは、私、国会で安倍さんと何度も議論したんですけれど、あまりに無責任な態度だと思うんですよ。南スーダンが深刻な内戦状況にある、これは世界の常識ですよ。ところがこれを認めようとしない。それから南スーダン政府軍が国連ＰＫＯを攻撃している。これも国連の文書で明らかなのに認めようとしない。危険を危険と認めないというのが一番危険ですね。

　私は、こういう無責任な態度で「駆け付け警護」の任務を付与するということになりましたら、これは武力の行使になっていく。そして「殺し、殺される」危険が生まれてきます。私は、新任務の付与は撤回する。南スーダンから自衛隊は撤退する。そして安保法制は廃止する。これが必要だと思います。

　島田　今度の通常国会でもまさにそういう議論を突き付けていくと。こういうことですね。

　志位　そうです。

解散・総選挙にむけ野党共闘をどうする

昨年１２月に４野党で実務者協議に入ることで合意―「本気の共闘」の体制をつくりたい

　島田　そして、解散・総選挙。そこを念頭に置きますと、共産党は民進党などとも連携を模索している。候補者調整に向けた話し合いもいま進んできている。一方で民進党の中で、先ほど蓮舫さんにも聞いたんですけれど、共産党とは理念が大きく異なるというようなことをいって、慎重な声も、連合の影響なども受けつつ、どうもあるようなんですね。志位>委員長としては、民進党に何を求めて、野党連携をどう進めていくお考えでしょうか。

　志位　さきほどの蓮舫さんのご発言でも、もうこれは課題ではなくて、実際に進めていくんだというお話でした。これは、昨年１２月に、４野党の書記局長・幹事長会談が開かれまして、その場で、今後、政策実務者と選挙実務者の協議をやって、具体化を進めていくことを合意しています。ぜひこれが実るようにして、「本気の共闘」の体制をつくりたいと思います。

　中川　ありがとうございました。

　志位　ありがとうございました。

首相　「解散より予算」　退位、蓮舫氏「対案出さず」
毎日新聞2017年1月8日 20時55分(最終更新 1月8日 21時49分)
　与野党８党の党首が８日放送のＮＨＫ番組に個別に出演し、安倍晋三首相は衆院解散・総選挙に関して「まずは（新年度）予算の早期成立に全力を尽くす。その間、解散の『か』の字も頭に浮かばないだろう」と述べて当面の解散を改めて否定した。天皇陛下の退位を巡る法整備で、首相は特別立法で対応する政府方針を念頭に「政争の具にしてはいけない」と述べ、皇室典範改正を求める野党側をけん制。民進党の蓮舫代表は政府案への対案は提出しないとした。 
　２０日召集の通常国会を前に、与野党のせめぎ合いが始まっている。首相は解散に関し「今の仕事に全力を尽くすことに頭は全て占められている。それはしばらく続く」とも語った。一方で２０１４年１１月の衆院解散を振り返り「野党に『なんで解散するんだ』と言われ仰天した。野党が『早く解散してくれ』という気持ちで臨んで初めて論戦も建設的になる」と挑発的な言い方で自信をのぞかせた。 
　また、来年秋の自民党総裁選で３選を目指すかについて「結果を積み重ねることで、果たしてこの先どうしようか判断したい」と意欲をにじませた。首相の発言は６日に収録された。 
　衆院解散に関し蓮舫氏は「いつあっても戦える態勢を整えている。民進党で戦いたいという仲間は１人ずつ増えている」と述べた。他党との選挙協力は「もう『課題』ではない。前に進めるべき時に来ている」とし、小選挙区の候補一本化や共通政策の策定に積極的に取り組む姿勢を示した。 
　共産党の志位和夫委員長は「本気の共闘をやれば自民党に打ち勝てる。野党連合政権に向けた第一歩を踏み出す結果を得たい」と意欲を示した。日本維新の会の片山虎之助共同代表は「我々が伸びていって、将来の２大政党は『自民公明対維新』という方がリアリティーがある」と述べ、議席増を目指すとした。 
　陛下の退位について蓮舫氏は「政局にするとか、対案を出してぶつかり合うとかはまず考えていない」と述べ、与野党の合意形成を模索する考えを示した。志位氏は「高齢は誰にでも訪れるもので、現天皇だけの問題でない」とし、皇室典範改正を求める考えを示した。片山氏は特別立法に理解を示しつつ、「特例法と皇室典範をつなぐ何かの根拠を典範に置くなり（すべきだ）」と指摘した。【樋口淳也】
しんぶん赤旗2017年1月9日(月)

２０１７外交展望　「安倍外交」破綻鮮明に

　「地球儀を俯瞰（ふかん）する外交」を標ぼうしてきた安倍政権。昨年は「安倍外交」が無残な破綻を遂げました。今年もゆきづまりの度合いが強まる一方です。

　（竹下岳）

日米関係　見通し不透明、重い要求も

　安倍政権が年初に直面する外交課題は、２０日に発足するトランプ米新政権との関係構築です。トランプ氏は大統領選挙中、在日米軍駐留経費の「１００％負担」や核武装を求めるなど、対日関係で過激な発言を繰り返してきました。

　安倍晋三首相は昨年１１月、トランプ氏とニューヨークで会談し、「まさに信頼できる指導者だと確信した」と語りました。ところがその直後、トランプ氏は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱を表明。ＴＰＰ推進で暴走してきた安倍政権ははしごを外された形になりました。

　日本政府は次期政権とのパイプづくりに苦労しており、「これまでのどの政権とも違う難しさがある」（外務省幹部）という状況です。

　首相は１月下旬に訪米し、トランプ新大統領と会談する予定です。必要以上に米国にこびる姿勢を続けていれば、米軍駐留経費の増額や自衛隊の海外派兵の拡大、いっそうの市場開放など、従来の政権以上に重い要求を突き付けられる可能性があります。

日ロ　領土問題・打開の展望なし

　「安倍外交」最大の失敗は、領土問題を棚上げにした日ロ首脳会談（１２月１５、１６日）でした。

　安倍首相は昨年５月のロシア・ソチでのプーチン大統領との首脳会談で「新しいアプローチで交渉を進める」と表明。「今までの停滞を打破する、突破口を開く手応えを得ることができた」などと豪語していました。

　ところが、プーチン大統領は訪日前から「ロシアに領土問題は存在しない」と公言。結局、日本での日ロ首脳会談で領土問題が正面から議題になることはなく、「北方四島」での「特別な制度の下での共同経済活動」に関する協議を開始することで合意しました。しかし、経済協力を領土問題解決につなげるというのは、歴代政府が何度も繰り返した破綻済みの手法です。

　首相は今年前半にロシアを訪問する意向ですが、このままでは領土問題での進展は望めません。

核兵器ない世界　世界の流れに逆行

　昨年１０月の国連総会第１委員会、１２月の国連総会で、核兵器禁止条約の締結交渉を今年３月と６～７月に行うという画期的な決議が圧倒的多数で採択されましたが、日本政府はこれに反対しました。

　政府は交渉会議に参加する意向ですが、禁止条約には反対という立場は崩しません。｢核兵器のない世界｣への流れがかつてなく高まる中、日本政府が世界に恥ずべき姿勢をさらすことになります。

近隣外交　日中韓首脳会談見通せず

　韓国国会では朴槿恵（パク・クネ）大統領の弾劾訴追が決定され、大統領選が３月末にも前倒しされます。一方、年末には稲田朋美防衛相が靖国神社を参拝。韓国・釜山の日本総領事館前に「慰安婦」を象徴する少女像が新たに設置されたことを受け、政府は６日、「遺憾」（菅義偉官房長官）の意を表明。長嶺安政駐韓大使を一時帰国させるなどの対抗措置を取りました。

　歴史問題で日韓関係が不透明な状況に陥り、２月実施を目指す日中韓首脳会談も見通しが立っていません。

　対中国では、首相は日中国交正常化４５周年の今年、訪中実現を目指しています。

　しかし、尖閣諸島周辺の日本領海への中国公船の度重なる侵入や、東シナ海の日中中間線付近での一方的なガス田開発、中国軍の海洋進出拡大など、課題は山積しています。

主な外交日程

　１月中旬　　首相がオーストラリア、インドネシア、フィリピン、ベトナム訪問

　　　下旬？　首相がトランプ次期米大統領と会談（ワシントン）

　２月前半？　日米韓首脳会談（国内）

　３月２７～３１日　核兵器禁止条約交渉会議(第1回､ニューヨーク)

　５月２６～２７日　主要国首脳会議（イタリア・タオルミーナ）

　６月１５～７月７日　核兵器禁止条約交渉会議(第２回､ニューヨーク)

　７月７～８日　２０カ国･地域（Ｇ２０）首脳会議（ドイツ･ハンブルク）

　９月６～７日　東方経済フォーラム（ロシア・ウラジオストク）

　　　下旬　　　国連総会一般討論演説（ニューヨーク）

　１１月上旬　　アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議（ベトナム･ダナン）

【時期未定】

　日ロ首脳会談（ロシア）

　東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）首脳会議（フィリピン）

　日・欧州連合（ＥＵ）定期首脳協議（ベルギー・ブリュッセル）

首相、総裁3選出馬前向き　「結果積み重ね判断」

共同通信2017/1/8 17:32
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安倍晋三首相

　安倍晋三首相は8日放送のNHK番組で、自民党総裁任期が連続3期9年に延長されることを踏まえ、来年9月の総裁選での3選出馬を前向きに検討する考えをにじませた。「結果を積み重ねることで、果たしてこの先どうしようかという判断をしたい」と述べた。

　同時に「まずは日々全力で国民の期待に応えていくために汗を流していきたい」とも強調した。番組は6日に収録された。

　衆院解散・総選挙の時期を巡っては「いま全く考えていない。いまの仕事に全力を尽くすことが頭を占めている。それはしばらく続く」と指摘。2017年度予算の早期成立を優先させる意向を示した。

安倍首相 少女像の撤去求める考え示す
ＮＨＫ1月8日 11時37分
安倍総理大臣はＮＨＫの「日曜討論」で、韓国プサン（釜山）の日本総領事館の前に慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことについて、韓国は慰安婦問題をめぐる日韓合意の義務を履行する必要があるとして、ソウルの日本大使館前の像も含め撤去を求めていく考えを示しました。
この中で、安倍総理大臣は、韓国プサンの日本総領事館の前に慰安婦問題を象徴する新たな少女像が設置されたことについて、「慰安婦問題の日韓合意は最終的かつ不可逆的な合意だとお互いに確認している。日本は誠実に義務を実行し１０億円をすでに拠出している」と指摘しました。
そのうえで安倍総理大臣は、「次は韓国がしっかりと誠意を示して頂かなければならない。それはたとえ政権が代わろうとも実行するのが国の信用の問題だ」と述べ、ソウルの日本大使館の前に設置された少女像も含め撤去を求めていく考えを示しました。
また安倍総理大臣は、先の日ロ首脳会談で北方領土での共同経済活動の実施に向け検討を始めることで合意したことについて、「北方四島に住むロシア人の人々が理解を示さなければ北方領土は返ってこないという現実に向き合わなければならない」と述べました。
そのうえで安倍総理大臣は、「日本人とロシア人が四島で共同経済活動をする。これは間違いなく平和条約の締結に向けて大きなプラスになる。四島の帰属を解決して平和条約を結ぶ道筋の中に共同経済活動がある」と述べました。
首相、少女像の撤去要求　「韓国側が誠意示せ」

共同通信2017/1/8 17:28

　安倍晋三首相は8日放送のNHK番組で、韓国・釜山の日本総領事館前の慰安婦少女像設置に関し「韓国側にしっかりと誠意を示してもらわないといけない」と述べ、撤去を求める意向を表明した。慰安婦問題を巡る日韓合意について、朴槿恵政権が交代しても履行する必要があると指摘した。政府の対抗措置として長嶺安政・駐韓大使は9日に一時帰国する。日韓外交筋によると、帰国期間は1週間程度になる見通しだ。

　日韓の懸案となっている少女像を巡り、首相が韓国側の対応を迫ったことで両国関係の冷却化が避けられない情勢が一層強まった。首相発言は6日に収録された。

予算成立に全力、解散考えず＝慰安婦問題「韓国は誠意を」－安倍首相
　安倍晋三首相は８日放送のＮＨＫの番組で、衆院解散・総選挙について「（２０１７年度）予算の早期成立に全力を尽くす。その間、解散の『か』の字も頭に浮かばないだろう」と述べ、早期解散を改めて否定した。また、「今の仕事に全力を尽くすことに頭は全て占められている。それはしばらく続く」とも強調した。首相の発言は６日に収録された。
「韓国は面倒な国」＝二階自民幹事長
　首相は韓国・釜山の日本総領事館前に新たに設置された慰安婦を象徴する少女像について、「（１５年末の日韓合意に基づき）日本は１０億円の拠出を既に行った。次は韓国がしっかり誠意を示していただかなければならない」と述べ、撤去を求める考えを強調。韓国で年内に大統領交代が予想されることも踏まえ、「政権が代わろうとも実行することが国の信用の問題だ」と述べた。
　日ロ関係では、プーチン大統領と協議開始で合意した北方四島での共同経済活動について「間違いなく平和条約の締結に向けてプラスになる。４島の帰属を解決して平和条約を結ぶ道筋の中に共同経済活動がある」と意義を強調した。
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣している陸上自衛隊部隊に関しては、「ＰＫＯ参加５原則が守られていても、安全を確保して活動を満足に果たせる状況でなくなれば、ちゅうちょなく撤収したい」と語った。　（時事通信2017/01/08-14:47）
安倍首相「次は韓国が誠意を」　少女像撤去求める
朝日新聞デジタル2017年1月8日13時43分
　安倍晋三首相は８日、ＮＨＫ「日曜討論」で放送された収録インタビューで、韓国・釜山の日本総領事館前に設置された慰安婦問題を象徴する「少女像」の撤去を求めた。
　首相は、一昨年末の慰安婦問題をめぐる日韓合意に基づき、日本政府はすでに韓国側が設立した元慰安婦支援の財団に１０億円を拠出したと強調。「日本は誠実に義務を実行していく。次は韓国にしっかり誠意を示していただかなければならない。たとえ政権が変わろうとも、それを実行するのが国の信用の問題だ」と述べ、少女像の設置は合意の精神に反するとして撤去を求めた。
　首相は、韓国政府が合意で「適切に解決されるよう努力する」としたソウルの日本大使館（現在は移転）前の少女像の移転実現も迫った。
　来年秋の自民党総裁選で３選を目指すか問われると、首相は「全力で国民の期待に応えるために汗を流していきたい。この結果を積み重ねていくことによってこの先どうしようか判断していきたい」と述べ、意欲をにじませた。
首相「韓国は誠意を」少女像撤去を要求　衆院解散「今はまったく考えず」 
日経新聞2017/1/8 10:46
　安倍晋三首相は８日のＮＨＫ番組で、韓国・釜山の日本総領事館前に従軍慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことについて「韓国側にしっかりと誠意を示してもらわないといけない」として、撤去を求める考えを示した。2015年12月の日韓合意を巡り「政権が代わっても実行するのが、国の信用の問題だ」と強調した。
　来年９月の自民党総裁選で３選をめざすかどうかに関しては「結果を積み重ねることで、この先どうするかという判断をしたい」と述べた。衆院解散・総選挙は「今は全く考えていない。今の仕事に全力を尽くすことが頭を占めている」と語った。番組は６日に収録された。
首相　「韓国は誠意を」　少女像問題、駐韓大使９日帰国
毎日新聞2017年1月8日 20時49分(最終更新 1月8日 20時49分)
　安倍晋三首相は８日放送のＮＨＫの番組で、韓国・釜山の日本総領事館前への慰安婦を象徴する少女像設置に関し「（２０１５年１２月の慰安婦問題に関する日韓合意に基づき）日本は１０億円の拠出を既に行った。次は韓国にしっかり誠意を示してもらわねばならない」と述べて撤去を求めた。首相の発言は６日に収録された。また、外務省は８日、長嶺安政駐韓大使と森本康敬釜山総領事を、少女像設置への日本政府の対抗措置として９日に一時帰国させると発表した。 
　番組で首相は「合意は『最終的かつ不可逆的』だと互いに確認している。日本は誠実に義務を実行する」と説明。「たとえ（朴槿恵大統領の）政権が代わろうとも（合意を）実行することが国の信用の問題だ」と強調し、ソウルの日本大使館前の像撤去も迫った。 
　また、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣中の自衛隊について「ＰＫＯ（参加）５原則が守られている状況であっても、安全を確保し任務を満足に果たせる状況でなくなれば、ちゅうちょなく撤収したい」と述べ、治安次第で撤収する可能性を示した。 
【梅田啓祐】
韓国野党、安倍首相発言に反発　「10億円の返還を」　少女像設置問題、駐韓大使ら一時帰国 
日経新聞2017/1/9 18:41
　【ソウル＝加藤宏一】韓国・釜山の日本総領事館前に従軍慰安婦問題を象徴する少女像が設置された問題で、長嶺安政駐韓日本大使と森本康敬釜山総領事が９日、それぞれ日本に一時帰国した。長嶺氏は同日午前、ソウルの金浦空港で記者団に対して、少女像の設置について「極めて遺憾だ。日本に一時帰国し、関係者との間で打ち合わせをする」と述べた。


日本に帰国するためソウルの金浦空港に到着し、記者団の取材に答える長嶺安政・駐韓大使（９日）＝共同
　日本政府は６日、少女像設置を巡る対抗措置を発表。駐韓大使と釜山総領事の一時帰国や、金融危機の際に米ドルなどを融通し合う通貨交換（スワップ）協定再開の協議の中断を決めた。安倍晋三首相は８日放送のＮＨＫの番組で「韓国側にしっかりと誠意を示してもらわないといけない」として、少女像の撤去を求める考えを示した。
　韓国の野党は安倍首相の発言に反発を強めている。日本政府は2015年末の合意を受けて韓国が設立した元慰安婦の支援財団に10億円を拠出したが、最大野党の共に民主党の禹相虎（ウ・サンホ）院内代表は９日、「10億円を（安倍首相に）返すよう尹炳世（ユン・ビョンセ）外相に要求する」と強調した。
　国民の党と与党セヌリ党を離党した非主流派が24日に結成する「正しい政党」も９日までにそれぞれ論評を発表し、10億円の返還と慰安婦問題の再協議を求めた。
　一方でセヌリ党は８日の論評で10億円の返還には触れず、「慰安婦問題は日本の認識と態度が重要だ」としたうえで、日本政府の対抗措置について「成熟した態度ではない」と批判した。
衆院解散 秋以降を示唆　首相、総裁３選出馬前向き 
2017/1/8 20:50日本経済新聞　電子版
　安倍晋三首相は８日放送のＮＨＫ番組で、衆院解散・総選挙の時期について「予算の早期成立に全力を尽くしていきたい。その間、解散の『か』の字も恐らく頭に浮かばないだろう」と述べた。2017年度予算案は３月中の成立を目指している。公明党が夏の東京都議選の前後の解散は避けるよう求めており、解散時期として今年秋以降を念頭に置いていることを示唆したとみられる。
　５月末までに衆院小選挙区の新しい区割り案の答申が…　【続きあり】
都議選時の解散「常識的には好ましくない」山口公明代表
朝日新聞デジタル2017年1月8日15時00分

山口那津男氏
■山口那津男・公明党代表
　（自民党は賛成、公明は自主投票と、対応が分かれたカジノ解禁法について）合意形成のあり方について課題があった。もっと合意形成に時間をかけて丁寧に行う必要があったと思う。しかし、政権全体のことを考えれば、もっと大局的にしっかり政権が緩まないように安定させるには公明党の役割はますます重要だと思う。
　（解散総選挙。５月ごろの衆院選小選挙区の区割り改定案取りまとめ、夏の都議選といった時期は好ましくない？）それは常識的にはそうでしょう。いずれにしても総理が賢明に、国民の期待を担えるような選挙のタイミングを選ぶべきだと思う。（ＮＨＫの番組で）
野党共闘「前に進める時」＝蓮舫民進代表
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組で、衆院解散・総選挙について「いつあっても戦える態勢を整えている。解散がなければ私たちの仲間も増えない」と決意を示した。野党共闘に関しては「もう課題ではなく、前に進めるべき時に来ている」と述べ、候補一本化へ調整を加速させる考えを表明した。
　共産党の志位和夫委員長は同じ番組で、昨年１０月の新潟県知事選などに触れ、「本気の共闘をやれば自民党に打ち勝てる。今年はこの流れを大きく発展させたい」と強調。自由党の小沢一郎代表は「民進党が野党第１党だから（共闘の）旗を振ってもらいたい」と求めた。
　与党寄りの姿勢が目立つ日本維新の会の片山虎之助共同代表は「われわれが伸びていって、将来２大政党は自民・公明対維新という方がリアリティーがある」と述べた。　（時事通信2017/01/08-14:41）
民進 蓮舫代表 天皇陛下の退位「各党との合意探りたい」
ＮＨＫ１月8日 12時51分
民進党の蓮舫代表は、ＮＨＫの「日曜討論」で、天皇陛下の退位について、皇室典範を改正し、恒久的な制度を設けるべきだとする一方、「対案を出してぶつかり合うことは考えていない」と述べ、各党との協議で合意を探りたいという考えを示しました。
この中で蓮舫代表は、天皇陛下の退位について、「政府の有識者会議は、天皇陛下一代に限る特例法ありきだったのではないかなど、平等性、公平性を、若干、疑問視している。われわれは、天皇陛下の退位を認めるべきで、それには皇室典範の改正をするべきだという考え方をまとめた」と述べ、皇室典範を改正し、恒久的な制度を設けるべきだという考えを強調しました。
一方で蓮舫氏は、「皇室に関わることなので、政局にするとか、対案を出してぶつかり合うということは考えていない」と述べ、各党との協議で合意を探りたいという考えを示しました。
また蓮舫氏は、政府が、いわゆる「共謀罪」を新設する法案を、通常国会に提出する方向で最終調整に入ったことについて、「相当大きな懸念がいくつもあるので、しっかりと審議に臨める戦いをしたい。過去に３回も廃案になった法案が、ほとんど中身を変えず出て来るのは立法府の軽視だ」と述べました。
共謀罪、蓮舫氏「大きな懸念」　組織犯罪処罰法改正案で

共同通信2017/1/8 11:57
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民進党の蓮舫代表

　民進党の蓮舫代表は8日のNHK番組で「共謀罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について「大きな懸念がある。3回廃案になった法案がほとんど中身を変えずに出てくるのは立法府の軽視だ」と批判した。政府は今月20日召集の通常国会に改正案を提出する方針で、与野党が審議で対決する可能性が強まった。

　番組後、蓮舫氏は「対象犯罪数が600を超えている。監視対象が広すぎるのではないかとの疑念はなお拭えていない」と、記者団に理由を説明した。

　天皇陛下の退位実現の法整備では「対案を出してぶつかりあうことは考えていない」と強調した。

共謀罪「大きな懸念」＝賛否は言及避ける－蓮舫氏
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組で、いわゆる「共謀罪」を創設するための組織犯罪処罰法改正案が通常国会に提出されることについて、「相当大きな懸念もある」と述べ、徹底審議を求める考えを示した。
　蓮舫氏は「（過去）３回も廃案になった法案がほとんど中身を変えずに出てくるのは立法府の軽視だ」とも指摘した。ただ、法案への賛否については、番組出演後、記者団に「中身を吟味しないといけない」と述べるにとどめた。（時事通信2017/01/08-12:04）
蓮舫代表　「共謀罪」新設、「相当大きな懸念」とけん制
毎日新聞2017年1月8日 21時05分(最終更新 1月8日 21時11分)
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組で、「共謀罪」の構成要件を絞り込んだ「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案に関し、「相当大きな懸念がいくつもある。３回も廃案になった法案がほとんど中身を変えずに出てくるのは立法府軽視だ」と述べた。２０日召集の通常国会に提出する構えを見せる政府をけん制した。犯罪の準備段階でも罪に問える共謀罪を巡り、関連法案が過去３回提出されたが、野党の反発などでいずれも廃案になった経緯がある。【樋口淳也】 
蓮舫氏、「共謀罪」法案に懸念 
日経新聞2017/1/8 19:00
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組で、「共謀罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について「相当大きな懸念がいくつもある。しっかりと審議に臨める戦いをしたい」と述べた。「３回も廃案になった法案がほとんど中身を変えずに出てくるのは立法府の軽視だ」とも批判した。
　天皇の退位に関する法整備をめぐっては「政局にするとか、対案を出してぶつかり合うことは考えていない」と語った。
産経新聞2017.1.8 12:08更新 
民進・蓮舫氏「大きな懸念」「立法府の軽視だ」　「共謀罪」法案でPR
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組で「共謀罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について「大きな懸念がある。３回廃案になった法案がほとんど中身を変えずに出てくるのは立法府の軽視だ」と批判した。政府は今月２０日召集の通常国会に改正案を提出する方針で、与野党が審議で対決する可能性が強まった。
　番組後、蓮舫氏は「対象犯罪数が６００を超えている。監視対象が広すぎるのではないかとの疑念はなお拭えていない」と、記者団に理由を説明した。
　天皇陛下の退位を実現する法整備を巡り、与野党の立場に温度差があることについては番組で「政局にするとか、対案を出してぶつかりあうことは考えていない」と強調した。
産経新聞2017.1.8 13:43更新 
民進・蓮舫代表　譲位の法整備で対案否定「ぶつかり合い、考えていない」　共謀罪には「大きな懸念」
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組で、天皇陛下の譲位をめぐる法整備について「政局にするとか対案を出してぶつかり合うとか、そういうことは考えていない」と述べた。
　政府の「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」は一代に限り譲位を認める特別措置法を推す方向だが、民進党は皇室典範改正で対処すべきだとの「論点整理」をまとめていた。
　また、政府がテロ対策として「共謀罪」の構成要件を一部変更する組織犯罪処罰法改正案が通常国会に提出する方針を固めたことについて、「相当大きな懸念もある」と述べ、徹底審議を求める考えを示した。
　次期衆院選に向け、共産党などと進めている共通公約作りと候補者調整については「もう前に進めるべきときにきている」との認識を示した。
　民進党最大の支持団体である連合が、共産党との選挙協力に難色を示していることに対しては「連合がいろいろな思いを持っていることは十分理解している。乗り越えるべき課題はあるが見ている目標値は同じだ」と語った。
「泥沼でも花が咲くように…」　蓮舫・民進代表
朝日新聞デジタル2017年1月8日13時55分
■蓮舫・民進党代表
　（野田佳彦幹事長が仕事始めのあいさつで「我々の立場は背水の陣ではない。もう水中に沈んでいる」と述べたが）水中には水中の戦い方があると思っている。泥沼でも花が咲くように、厳しい認識のうえで、しっかりもがいて、一つひとつ信頼を戻していくしかない。（総選挙での野党共闘も）前に進めるべき時に来ている。（支持母体の連合が共産党との協力に否定的な点については）色々な思いを持っておられるということも十分理解している。ただ乗り越えるべき課題はあるが、見ている目標地は同じ。二大政党をつくるという崇高な目標に向かって、越えられない課題はないと思っている。（ＮＨＫの番組で）
産経新聞2017.1.8 15:37更新 
民進党・蓮舫代表「水中には水中の戦い方がある。しっかりもがく」　野田佳彦幹事長の「水中」発言受け
　民進党の蓮舫代表は８日のＮＨＫ番組に出演で、野田佳彦幹事長が同党の情勢を「水中に沈んでいる」と表現したことについて「水中には水中の戦い方がある」と指摘。「泥沼でも花が咲くように、厳しい認識の上でしっかりもがき、リアルな政策を届ける政党であることを地道に訴え、一つ一つ信頼を取り戻していくしかない」と述べた。
　野田氏は４日の党の仕事始め式であいさつし、民進党の置かれた現状について「われわれの立場はもう背水の陣ではない。すでに水中に沈んでいる」と強い危機感を表明し、奮起を促していた。
しんぶん赤旗2017年1月9日(月)

野党と市民の「本気の共闘」で安倍政権退陣、野党連合政権への第一歩を　ＮＨＫ「日曜討論」　志位委員長が発言

　日本共産党の志位和夫委員長は８日、ＮＨＫ「日曜討論」の各党党首のインタビューに出演し、「解散・総選挙になったら、野党共闘の勝利、日本共産党の躍進を勝ち取り、安倍政権を退陣に追い込み、野党連合政権に向けた第一歩を踏み出す結果を出したい」と表明しました。（志位委員長の発言） 

　志位氏は冒頭、「昨年は野党と市民の共闘が本格的に始まり、第一歩の大きな成果をあげた年になった」と振り返り、７月の参院選挙で野党統一候補が１１の選挙区で勝利し、１０月の新潟知事選で米山隆一統一候補が圧勝したことを指摘。「野党と市民が『大義の旗』を掲げて『本気の共闘』をやれば自民党に打ち勝てるという『勝利の方程式』が明らかになった」と強調しました。そのうえで「今年はこの流れをもっと大きく発展させたい」と述べ、解散・総選挙になったときの目標を語りました。

選挙協力

民進蓮舫代表「前に進める時期にきている」

志位氏「実務者協議で具体化を進める」

　番組では、民進党の蓮舫代表が司会者から解散・総選挙で「共産党など他の野党との連携が課題だ。どう進めるのか」と問われ、「もう課題ではないと思う。政策の実務者会議を４野党で進めはじめた。小選挙区も含めてできる限りの協力がどこまでできるか実務者の調整が始まった。前に進めるべき時期にきている」と述べました。

　蓮舫氏の発言を受けて、司会者から「民進党に何を求め、野党連携をどう進めていくのか」と問われた志位氏は「蓮舫さんの発言でも、もう課題ではなくて実際に進めていくというお話だった。昨年１２月に４野党の書記局長・幹事長会談が開かれ、今後、政策実務者と選挙実務者の協議をやって具体化を進めると合意している。ぜひこれを実るようにして、『本気の共闘』の体制をつくりたい」と強調しました。

トランプ新政権

「日米同盟絶対」の硬直した思考では対応できない

　志位氏はまた、２０日に発足するトランプ米新政権について、「これまでのトランプ氏の言動などから見て、日本に対して軍事的・財政的な負担の強化を求めてくる可能性は大きい。そのときに『日米同盟絶対』という硬直した思考では対応できなくなる」と述べ、沖縄で墜落事故を起こした米垂直離着陸機オスプレイの訓練再開を認めてしまう日本政府の姿勢を批判。「この異常な従属体制をあらためて、対等・平等・友好の日米関係に切り替える必要があります」と語りました。

産経新聞2017.1.8 13:04更新 
【天皇陛下譲位】維新・片山虎之助共同代表「特例法と皇室典範をつなぐ何らかの根拠を」
　日本維新の会の片山虎之助共同代表は８日午前、ＮＨＫの「日曜討論」で、天皇陛下の譲位への対応について、政府の有識者会議が推す方向で検討している一代限りの特別措置法と、皇室典範をつなぐような何らかの根拠が必要との認識を示した。
　片山氏は「皇室典範の改正はややこしいので、とりあえず特例法というのはやむを得ない」と指摘。その上で「（皇位継承は）憲法に皇室典範で定めると書かれている。そういう意味では、特例法と皇室典範をつなぐ何かの根拠を皇室典範に置くか、特例法も単なる『一代限りの特例法』ではなくて（今後の）モデルとなるような特例法をつくるのが一つの案ではないか」と述べた。
自民・こころ、参院で統一会派結成へ 
2017/1/8 23:41日本経済新聞　電子版
　自民党と日本のこころを大切にする党は、20日召集の通常国会から参院で統一会派を結成する方針を固めた。両党会派あわせた所属議員数は126人で、会派の名称には両党の名前を入れる方向で調整している。こころは中山恭子代表と中野正志幹事長の２人が所属しており、統一会派結成後も政党として存続する…　【続きあり】
与野党党首、合意形成へ努力＝退位めぐる法整備
　安倍晋三首相は８日のＮＨＫ番組で、天皇陛下の退位を可能にする法整備について、「政争の具にしてはいけない」と述べ、速やかな与野党による合意に期待を示した。政府は今の天皇一代限りに退位を認める特例法で対応する方針で、月内に有識者会議の論点整理を公表する。首相は「（会議の）取りまとめを受け、法制化に向けて進めていきたい」と述べた。
　公明党の山口那津男代表も「内閣が責任を持って方向性を決めるのが基本だ。示されたものについて、静かな環境で合意形成を進めるべきだ」と指摘した。
　民進党の蓮舫代表は「退位を認めるための皇室典範改正を行うべきだ」と改めて主張。ただ、「政局にするとか対案でぶつかることは考えていない」とも述べ、与野党の合意形成に努める意向も示した。
　共産党の志位和夫委員長は「皇室典範改正が筋だ」と指摘。日本維新の会の片山虎之助共同代表は「特例法はやむを得ない」と政府方針を支持した。（時事通信2017/01/08-16:09）
「自公維」が政局左右　安倍政権、維新と連携強化 
2017/1/8 0:59日本経済新聞　電子版
　安倍政権は20日召集予定の通常国会で、野党の日本維新の会との連携を強化する方針だ。野党の同調を得る形で重要法案などの扱いを主導する狙いがある。次期衆院選をにらみ、３分の２の議席維持を期待できるとの思惑もちらつく。自民、公明両党に維新を加えた「自公維」関係が政権戦略を左右する展開になりそうだ。
　５日、今年初の政府与党連絡会議後、自民党幹部は「通常国会は天皇退位と共謀罪の法案が目玉かな」と漏らした。…　【続きあり】
産経新聞2017.1.7 21:35更新 
「共謀罪」対象に６７６罪　殺人や詐欺、懲役４年以上
　テロ対策強化に向け、政府が通常国会へ提出する方針を固めた「共謀罪」の対象となる犯罪が、殺人や詐欺など６７６になることが７日、分かった。
　政府は２０２０年東京五輪を念頭に各国と連携を強化する必要があると判断。そのためには国連が００年に採択した国際組織犯罪防止条約の締結が不可欠で、条約締結の要件として共謀罪など国内法の整備が必要とされている。条約は１８７の国・地域が締結し、Ｇ７で未締結は日本のみ。
　条約の規定は懲役・禁錮４年以上の犯罪が対象で、計６７６。ただ、公明党は対象犯罪の絞り込みを求めるとみられ、今後調整が行われる可能性がある。
　共謀罪は重大犯罪の謀議に加わることで罪に問われる内容だったため批判を受け、過去３回廃案になっている。このため政府は法案を修正し、対象を「組織的犯罪集団」に限定。さらに現場の下見など「準備行為」も要件に加える案で調整している。
産経新聞2017.1.6 23:43更新 
自民・二階俊博幹事長「憲法問題を詰めることは、今年中の最大の課題のひとつ」　次期衆院選の野党共闘「大した脅威じゃない」
　自民党の二階俊博幹事長は６日のＢＳフジの番組で、安倍晋三首相が意欲を示す憲法改正について「いよいよ首相が口火を切ったのだから、自民党は憲法問題を詰めることを今年中の最大の課題の一つと考える」と述べ、議論を推進する考えを示した。
　首相が年内に衆院解散・総選挙に踏み切るとの観測も広まる中、二階氏は民進党や共産党などが選挙区での候補者調整を模索している「野党共闘」については、「大した脅威にならない」と断言。災害時の与野党の対応の差などを理由に挙げた。
　番組には政界を引退した古賀誠元自民党幹事長も出演し、「国家像は一体でなければいけない」と述べ、民進党と共産党の政策の違いを指摘。「勝ち負けのゲームではない。国民は甘くない」と野党共闘を批判した。「民進党の信頼はゼロだ」とも語り、二階氏と歩調を合わせた。
「解散時期は企業秘密。一切触れない」自民・二階氏
朝日新聞デジタル2017年1月7日20時06分

二階俊博氏
■二階俊博・自民党幹事長
　解散総選挙の問題は本来私の仕事かも知れないが、（時期に関する質問には）その手に乗らないことにしている。一切触れていない。軽々しく言う人はいっぱいいるし、選挙に関係ない人が「解散はどうですか」って。解散って言われるほうは、死刑執行はいつかと言われているのと同じだ。解散があったらそれで終わりだからね。だから友人であれば、解散はいつかなんて聞くのは酷な話だ。我々が本当のこと言うわけないじゃない。これは企業秘密でね、そんなこといちいち言うわけにいかない。（和歌山県関係国会議員の座談会で）
産経新聞2017.1.9 00:00更新 
【衆院区割り変更】対象は１００選挙区も　与野党現職は戦々恐々　「パズルのような線引き変更は困る！」
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　安倍晋三首相が早期の衆院解散・総選挙を見送る意向を示したことで、今秋以降とみられる次期衆院選は新しい区割りが適用される見通しだ。選挙区の区割り変更は、選挙区定数「０増６減」の対象となる６県にとどまらず、２０都道府県の約１００選挙区に及ぶとされる。“土俵”の変更は候補者にとって死活問題となりかねず、特に多くの現職議員を抱える自民党は早くも戦々恐々としている。
　６減の対象となる６県では、思惑がらみの区割り案が早くも飛び交っている。青森県では３区が隣接の２区に編入、奈良県は３区を分割、三重県は４、５両区を合併－といった具合だ。
　岩手県選出の自民党の鈴木俊一元環境相（２区）は定数削減に伴い区割りが変更される当事者の一人だ。鈴木氏は新たな区割りで誕生する新２区に、現在は３区にある山田町が編入されることを期待している。
　山田町は鈴木氏の父、善幸元首相の出身地で、中選挙区時代は旧１区。現行の小選挙区比例代表並立制に移行後、平成２６年の前回衆院選の選挙区「０増５減」に伴う区割り変更で３区に編入されたが、その後も後援会は解散しておらず、集票が見込めるからだ。
　ただ、鈴木氏のようにプラス効果を見込むのはまれで、多くの議員や候補者は困惑している。
　保岡興治衆院憲法審査会長（鹿児島１区）は「どうなるかわからない。微妙な問題には口を出さない」と神経をとがらせる。
　定数減の６県に、自民党は比例代表の復活当選も含めて現職２５人を抱えており、候補者調整の難航は必至。「耕してきた領地を手放すのは難しく、新しい地域を固めるのは時間と労力がかかる」（党関係者）のが実情なのだ。
　今回の区割り変更では「一票の格差」解消に向け、線引きのみが変更される選挙区もある。格差を２倍未満に抑えるためで、首都圏など多くの選挙区が対象となる可能性が高い。
　仮に東京１区（千代田、港、新宿区）のうち千代田区を２区（台東、文京、中央区）に編入すると、２区は２倍を超えてしまう。このため、２区の台東区の一部を隣の１４区（荒川、墨田区）に編入－といった「玉突き」が続発する可能性もある。
　「有権者不在のパズルゲームのような線引きは困る」
　自民党の星野剛士元経済産業政務官（神奈川１２区）は憤る。
　神奈川県は県独自の区割り案を作成。区割り審に知事意見として提出したが、１２区の寒川町と１３区の綾瀬市を入れ替える構想が含まれているためだ。地元の自民党県議は「工場が多く労組票が民進党に流れる寒川と保守基盤の強い綾瀬の入れ替えは、星野氏陣営としてはメリットがある」と踏むものの先は見通せない。
　さらに３２年以降に人口比をより反映できるアダムズ方式が採用されれば、人口が増加している首都圏では定数増となる見通しだ。
　選挙区は「３増」が見込まれ、東京都選出の自民党若手議員は「区割りの変更が繰り返されては、地に足の着いた選挙活動ができなくなる」と不安を隠さない。
　新たな区割り案の首相への勧告期限は５月２７日。ただ、政府が２０日召集の通常国会中に新たな区割りを定めた改正公選法を成立させるため、勧告が３月末に前倒しされるとの見方も浮上し、永田町の関心は高まる一方だ。（岡田浩明）
参院改革協議会　７年ぶり設置へ…「１票の格差」など議論
毎日新聞2017年1月8日 08時30分(最終更新 1月8日 08時30分)
　伊達忠一参院議長は２０日召集の通常国会で、参院改革協議会を７年ぶりに設置する意向を固めた。昨年７月の参院選の「１票の格差」を巡る最高裁判決が夏以降に出ることを踏まえ、選挙制度の見直しや参院のあり方について与野党で議論を始める。 
　協議会は各会派の参院幹部で構成され、正副議長も出席する。伊達氏は近く各会派に設置を提案し、２月上旬の本会議で正式決定する見通しだ。 
　協議会は２００７～１０年に当時の江田五月議長が設置したのが最後。１０年以降は、歴代議長のもとに選挙制度改革に関する検討会や協議会が設けられてきた。今年は参院創設７０年に当たることから、伊達氏は選挙制度に限らず参院の役割について協議会で議論することにした。 
　前回参院選は、選挙区で「鳥取・島根」「徳島・高知」の二つの合区を導入し、格差は最大３・０８倍に抑制された。しかし、選挙後の高裁・支部判決は「違憲状態」１０件、「合憲」６件と分かれ、最高裁の判断が注目されている。 
　最大格差が４・７７倍だった１３年参院選を「違憲状態」とした１４年１１月の最高裁判決は、国会に選挙制度の抜本改革を強く要請した。参院幹部は「協議会で選挙制度の議論を進めなければならない。参院の存在意義が問われている」と語り、次の最高裁判決が出る前に、参院として改革姿勢を示す必要があるとの見方を示した。 
　格差をさらに縮小するには合区を増やすのも一案だが、自民党は逆に合区解消に向けた検討を始めている。各会派の思惑が絡み合い、「都道府県を選挙区単位とした現行方式をしかるべき形で改める」（１４年最高裁判決）という司法の要請に答えを見いだすのは簡単ではない。【飼手勇介】 
沖縄県、次の一手は　辺野古の埋め立て承認「撤回」検討
朝日新聞デジタル吉田拓史2017年1月8日00時17分

辺野古埋め立て工事の今後予想される動き
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設作業を政府が再開したが、沖縄県は阻止する構えを崩していない。その手段の一つと県が考えているのが、辺野古沿岸部の埋め立て承認の「撤回」だ。ただ、最高裁で承認「取り消し」は違法とされた。「取り消し」と「撤回」、何が違うのか。
　海の埋め立てには、知事の承認がいる。「辺野古反対」を掲げる翁長雄志（おながたけし）知事は２０１５年１０月、前知事の承認を取り消した。だが１６年１２月、最高裁で敗れ、「取り消し処分」を取り消さざるを得なくなった。
　そこで出てくるのが、埋め立て承認の「撤回」。県は今後の「最大の切り札」（県幹部）と位置づける。
　「取り消し」は、承認そのものに問題があったことを理由に無効にすること。これに対し「撤回」は、承認後に起きた事業者の重大な違反や問題を理由に、承認を無効にする方法だ。
　県によると、仲井真弘多（ひろ…　【続きあり】
ＩＲ整備へ準備室設置　トップに森重氏 
日経新聞2017/1/6 12:13
　政府は６日、カジノを中心とした統合型リゾート施設（ＩＲ）の整備に向け、首相をトップとする推進本部を設置するための準備室を同日付で内閣官房に設置したと発表した。準備室長に森重俊也前国土交通審議官を充てる人事も決めた。推進本部の立ち上げに向けた作業を進め、カジノの運営方法などを盛り込んだ実施法案づくりも始める。
　昨年12月に成立したＩＲ整備推進法は、施行後１年以内をメドに実施法案をまとめて国会に提出するよう求めている。実施法案に先立ち、パチンコなども含めた総合的な依存症対策を盛り込んだ基本法案も策定し、国会に提出する予定だ。
カジノ法　自民がパンフ作成も「何で…」と風当たり厳しく
毎日新聞2017年1月9日 16時42分(最終更新 1月9日 18時21分)
[image: image18.jpg]RERYY—FR) IL&BHV/RRADER

IRE R A E ———
i EBKE =
uml IR
o ] ——
EazAR o
eEHIOME
eEEREOES a],

i BT
o RROFH

P/ BERE
B A~
[

|mrr| |wmmamme | @

=3




統合型リゾート（ＩＲ）によるカジノ解禁の概要
１枚紙　年末年始に地元回った議員「説明に苦労した」 
　自民党が「統合型リゾート（ＩＲ）整備推進法」（カジノ法）への理解を深めようと、有権者向けにパンフレットを作成し、所属国会議員や各都道府県連に配布した。ギャンブル依存症対策などを明記し、カジノへの不安を払拭（ふっしょく）する狙い。ただ、年末年始に地元を回った所属議員からは「説明に苦労した」との声も出ている。 
　パンフレットは１枚紙で、ＩＲの利点として地域経済や地方財政への寄与などを挙げた。そのうえで▽立地地域は全国数カ所に限られる▽厳格な入場規制で反社会勢力を排除する－－などと説明した。秋の臨時国会で「審議時間が短い」と批判を浴びたことについては、超党派の議員連盟による議論を重ねて法案を国会提出した経緯を記し、理解を求めている。 
　しかし、現場の風当たりは厳しい。若手衆院議員は地元回りの際に、支援者から「何でこんな法律を通したのか」と詰め寄られたという。地方議員らの協力を受けてパンフレットを配っているが、「ギャンブルに対するアレルギーが強く、聞く耳を持ってくれない」と嘆く。 
　官邸幹部も「民意が付いてきていない。政権に一定のリスクがある案件だ」と神経をとがらせている。政府はギャンブル依存症対策の「関係閣僚会議」を昨年末に新設するなど対策に躍起だが、有権者の理解を得るのは簡単ではなさそうだ。【大久保渉】
ゴールデングローブ賞 「ラ・ラ・ランド」が７部門受賞
ＮＨＫ1月9日 21時01分
アメリカのアカデミー賞の前哨戦とされるゴールデングローブ賞の授賞式が８日に行われ、ミュージカル映画「ラ・ラ・ランド」が作品賞など史上最多の７部門を受賞しました。
ゴールデングローブ賞はアメリカで映画業界を専門に取材する外国人記者で作る団体が選ぶもので、映画界最大の祭典アカデミー賞の前哨戦とされています。
ロサンゼルス近郊のビバリーヒルズで８日に授賞式が行われ、女優を目指す女性とジャズピアニストの恋愛を描いた、デミアン・チャゼル監督のミュージカル映画「ラ・ラ・ランド」が、ミュージカル・コメディ部門の作品賞や主演女優賞など史上最多の７部門を受賞しました。
授賞式でトランプ次期大統領への批判の声
一方、ことしの授賞式では、スピーチに立った受賞者などから、今月２０日に就任するトランプ次期大統領への批判の声が上がりました。
このうち、女優のメリル・ストリープさんは、トランプ氏が過去に体に障害のある記者の動きをまねるような行動をとったことについて、「私たちの国で最も尊敬される場所に立とうとする人が、体の不自由な記者のまねをした。私は胸が張り裂けそうでした」と批判しました。
また、ストリープさんは「ハリウッドはよそ者や外国人であふれていて、もし彼らを追い出したなら、芸術は失われてしまいます」と述べ、次期大統領がアメリカ文化の多様性を尊重するよう訴えました。
トランプ氏 ツイッターで反論
ゴールデングローブ賞の授賞式でのスピーチで、女優のメリル・ストリープさんがトランプ次期大統領を批判したことについて、トランプ氏はツイッターで「ハリウッドで最も過大評価された女優の１人、メリル・ストリープは、私を知らないにもかかわらず、昨夜私を攻撃してきた。彼女は、あの負けたヒラリー氏の取り巻きだ。何度も言うが、私は体の不自由な記者のまねなどしていない」と反論しました。
朝日新聞／2017/1/5 6:00

社説　未来への責任／逃げぬ政治で国民合意を

　安倍首相はきのう伊勢神宮に参拝し、年頭の記者会見で「未来への責任を果たさなければならない」と語った。
　神宮に近い、三重県伊勢市の駅頭に政治家の像がたつ。この地を選挙区とした尾崎行雄だ。
　軍国主義下の当時の日本にあって、尾崎は公然と戦争反対を訴えた。「売国奴」とののしられ、暗殺の危険にさらされても、その考えを変えることはなかった。
　「尾崎の『不戦』は当時の情勢の中で現実を直視し、国家、国民の将来を考え抜いた末の答えだった」と尾崎行雄記念財団の石田尊昭事務局長はいう。
　■負担増先送りの政治
　ひるがえって、いまの政治はどうだろう。日本の現実を直視し、ひるむことなく解決策を示せているだろうか。
　「会社やめなくちゃならねーだろ。ふざけんな日本」。保育園の選考に落ちた母親のブログが昨年、政治を揺さぶった。
　「本当かどうかも含めて、私は確かめようがない」。首相は当初、冷ややかだったが、抗議活動や署名運動が広がると、緊急対策を打ち出した。
　ただ、中身は保育所の規制を緩めて子どもの受け入れ枠を増やすなど応急措置が中心だ。
　保育所の数は増えたが、需要の伸びに追いつかない。昨年４月の待機児童は２年連続増の２万３千人、いわゆる「隠れ待機児童」は６万７千人に上る。保育の質の低下を心配する声も保護者からあがっている。
　夏の参院選が近づくと、首相は消費増税の再延期を表明したが、こちらもちぐはぐだ。
　増税は、年々膨らむ社会保障費を賄うためのもの。しかも消費税を１０％に引き上げても、なお足りないのが実情だ。
　にもかかわらず、選挙ではお金を使う話が先行する。増税分で行うはずだった、１０年加入で年金を受け取れるようにする無年金対策などを、恒久財源がないまま見切り発車した。
　一方で、新年度予算に向けて結論を出すことになっていた介護や医療の給付抑制策、負担増は先送りが目立つ。将来世代がしわ寄せを受けかねない。
　■選挙に左右されずに
　目先のことに振り回されず、将来を腰を据えて考える。そんな政治は望めないのか。
　民主党政権だった５年前、野党の自民党、公明党と３党で合意した「社会保障と税の一体改革」に、その芽はあった。
　不安定な雇用、貧困・格差の拡大、子育ての不安などさまざまな社会保障の課題に対応するために、必要な財源を消費税を引き上げて確保する。給付と負担を一体で考え、国民に不人気とされる増税に向き合ったことは政治の貴重な一歩だった。
　当時は、国民もそんな政治に好意的だった。朝日新聞の世論調査では、一体改革が議論されていた１１年、５７％が消費税引き上げに賛成した。
　ところが、首相が２度目の増税延期を決めた後の昨年の調査では、増税延期を評価する人が５６％にのぼった。
　その一体改革でも、増税分の大半が今の制度を支えるのに足りない財源の穴埋めに充てられる。新たな社会保障の充実に使う分は２割だけだ。子育て支援にかけるお金も「１兆円超に増やす」ことになっていたが、実現していない。
　■ポスト「一体改革」を
　「受益感がないから、人々は増税に否定的になる。必要な財源が確保できないから、社会保障もますます細る。この悪循環を絶たないと、これからの高齢化のピークを乗り切れない」。高端正幸・埼玉大准教授（財政学）は、そう警鐘を鳴らす。
　人々の納得感を高めるカギは子育て、教育、介護など誰もが直面するニーズを満たすことだという。「負担増の代わりにこれをする、負担をなくすならこのサービスを削らないといけない、そんな国民との対話が必要です。それが政治の役割です」
　団塊の世代が７５歳以上になる２０２５年、社会保障給付費は今の約１２０兆円から約１５０兆円に膨らむと見込まれる。
　超高齢化に伴って膨らむ費用を、国民合意のもとで、どう分かち合っていくか。それは、どの党が政権を担っても逃げられない課題だ。
　年金制度改革をめぐり与野党が対立した昨年の臨時国会で、民進党の長妻昭・元厚労相がこんな提案をした。
　「社会保障費のピーク時にどうお金を工面するのか。ポスト『社会保障と税の一体改革』のような議論を始めよう」
　自民、公明両党にも同じ考えの議員は少なくないはずだ。
　衆院議員の任期は１８年１２月まで。次の参院選は１９年夏だ。衆院解散がなければ、与野党が選挙を離れて議論するかなりの時間がつくれる。
　長妻氏の提案は小さなボールだ。だがそれを大きく弾ませることは、首相の判断でできる。自ら年頭に誓った「未来への責任」の本気度が問われている。

読売新聞／2017/1/5 8:00

社説　安倍政権５年目／「安定」から成果をどう生むか

　◆憲法改正の議論をより建設的に◆
　政権復帰から５年目に入った安倍内閣は、６０％前後の高い支持率を維持する。政界で自民党が１強、党内では安倍首相が１強という構図で、政権基盤は安定している。
　首相は、この貴重な政治資源を有効活用し、日本経済の再生、財政健全化、成長と分配の好循環の実現などの重要課題を着実に前進させねばならない。
　首相は年頭記者会見で、「本年も経済最優先。デフレ脱却へ金融政策、財政政策、成長戦略の３本の矢をうち続ける」と語った。
　◆「退位」は慎重な検討を
　自民、公明の与党は衆参両院で安定多数を占める。野党の日本維新の会との関係も良好だ。だが、政府・与党は、「数の力」に驕（おご）らず、丁寧かつ謙虚な政権運営に徹することが大切だろう。
　今月２０日に召集される予定の通常国会では、天皇陛下の退位問題が最大の焦点となる。
　政府の有識者会議は今月下旬に論点整理を公表する。将来にわたって退位を制度化するのは困難だとして、現在の陛下に限って退位を認める特例法を整備する方向性を示す見通しだ。
　陛下が念頭に置くとされる平成３０年（２０１８年）の退位を可能にするには、年内の関連法整備が必要だが、拙速は禁物だ。
　皇位継承を不安定にするなどの退位への懸念を示し、摂政の活用を求める専門家らの意見も踏まえて、慎重に議論を進めたい。
　民進党は、一代限りで退位を認める特例法は違憲の疑いがあるとして、皇室典範改正による恒久的な制度とする案をまとめた。
　天皇の地位に関する法整備を巡り、与野党が対立する事態は極力回避することが望ましい。国会では、従来以上に冷静な論議を尽くさねばなるまい。
　３月の自民党大会では、総裁任期の連続２期６年から３期９年への延長が正式決定される運びだ。安倍首相の現在の総裁任期は１８年９月までだが、最大で２１年９月までの続投が可能になる。
　◆民共選挙協力に課題
　首相の衆院解散戦略にも大きな影響を与えよう。
　今の衆院議員任期は１８年１２月に切れる。通常国会では、小選挙区を「０増６減」し、１００選挙区前後の区割りを変更する公職選挙法改正案が成立する見通しだ。
　今年秋以降は、いつ解散があってもおかしくないが、首相はその時機を慎重に見極めるだろう。
　自民、公明両党は国政選で、４回連続圧勝している。経済政策アベノミクスへの評価というより、野党第１党の民進党（旧民主党）に対する国民の根強い不信感に助けられている面がある。
　内需主導の景気回復、「働き方改革」「１億総活躍社会」などで具体的な成果が求められよう。
　民進党は、昨年の参院選と同様、共産、自由、社民の３野党との選挙協力を追求する構えだ。
　蓮舫代表は、共産党の提唱する「連合政権構想」を否定するが、政権を選択する衆院選での連携には、基本政策の一致が欠かせない。安全保障政策などを巡る立場の違いを放置し、共闘を強めることは「野合」との批判を免れまい。
　５月に施行７０年を迎える憲法の改正について昨秋の臨時国会では、衆院憲法審査会が２回、参院審査会は１回、自由討議を行っただけで、肝心の改正項目を絞り込む作業は進まなかった。
　主な原因は民進党にある。「立憲主義に反する」などと、安全保障関連法の制定や自民党憲法改正草案の批判に終始した。国の最高法規をより良い内容にするという審査会の趣旨を逸脱している。
　「未来志向の憲法を国民とともに構想する」との民進党の綱領にもそぐわない。もっと建設的な議論を展開する必要がある。
　◆「緊急事態」で合意探れ
　憲法改正に前向きな自民党や日本維新の会にも、どの項目を優先し、いかに合意形成を図るかについて具体的な戦略がない。
　今の状況のままでは、今年の通常国会も、言いっ放しの「討論会」や、過去の議論をおさらいする「勉強会」に陥りかねない。
　大規模災害時に政府の効果的な対処を可能にするための緊急事態条項の創設や、参院選の「合区」の解消、新たな人権の追加など、論点は既に浮上している。
　各党がまず、優先すべき改正項目を持ち寄り、その中で共通する項目を集中的に議論するなど、意見集約の手順を探りたい。
　自民党は、他党との信頼醸成だけでなく、執行部と審査会の委員が意見交換し、改正に向けた基本方針を定めるべきだ。

毎日新聞／2017/1/5 4:00

社説　年頭会見／首相自ら「変化」する年

　安倍晋三首相は年頭の記者会見を行い、米トランプ政権誕生などの国際情勢を踏まえ「変化の一年が予想される」と強調した。 
　国際情勢が転機を迎える年だけに、安倍政権にも従来にない発想が求められる。経済政策などの実績を十分検証し、外交、内政とも変化に対応できる柔軟さを求めたい。 
　首相は２００５年の「郵政解散」や１９９３年の自民党野党転落を引き合いに「酉（とり）年は政治の転換点となってきた」と語った。欧州の選挙イヤーや英国の欧州連合（ＥＵ）離脱交渉なども念頭に、変化への備えを説いたということだろう。 
　外部環境の急変への対応はもちろん大切だ。ただ、政権に復帰してから５年目を迎え、安倍内閣も政策を再点検する時期を迎えている。 
　経済政策に関し首相は「（先が見えない時こそ）大切なことはぶれないことだ」と述べ、経済最優先を継続して金融緩和、積極財政など従来路線を維持すると強調した。だが、デフレ脱却に向けて掲げた２％の物価上昇率などの目標は、達成には遠い状況にある。 
　だからこそ、首相自らも「変わる」ことが必要になる。 
　首相はこのところ、同一労働同一賃金など「働き方改革」に傾斜している。それ自体は大切だが、４年間の検証を脇に置いたまま施策の上書きを重ねている印象は否めない。 
　２度にわたり消費増税は見送られ、税と社会保障の一体改革は大きく揺らいでいる。長期政権を展望しているのであれば、安定した年金制度の構築などにこそ、力を注ぐ責任があるはずだ。 
　憲法改正問題も同様である。 
　首相は今年が日本国憲法施行７０年である点を指摘し「次の７０年を見すえながら新しい国づくりを進めるときだ」と語った。改憲論議を加速させる意欲をにじませたとみられる。 
　だが、自民党内にはいまだに「押しつけ憲法論」に基づく古い改憲論議が根強い。国家主義的で復古調の色彩が濃い自民党改憲草案の扱いも結局は、はっきりしていない。憲法改正の議論を進めたいのであれば、自民党総裁として議論のスタンスを見直し、野党の意見にも耳を傾けるべきだろう。 
　次の通常国会で、政府は天皇陛下の退位のご意向を踏まえた法整備を検討している。首相は「政争の具としてはならない」と民進党などをけん制したが、国民や政党間による幅広い合意形成が必要な課題である。 
　首相が野党の主張に聞く耳を持たないような場面が昨年は多かった。野党の力も生かして政策判断に厚みを持たせられるよう、変化の年こそこころがけるべきだ。

日本経済新聞／2017/1/4 4:00

社説　揺れる世界と日本（３）中間層が希望を失わない社会に

　昨年、世界を驚かせた米国のトランプ現象と英国の欧州連合（ＥＵ）離脱決定から読み取るべきことは多い。
　共通するのは社会に広がる亀裂の深さだ。とりわけ、現状への不満を募らせた中間層が予想外に多かったことの持つ意味は大きい。
機会の平等が活力生む
　グローバル化や産業のＩＴ（情報技術）化の流れに乗れず、未来への希望を描けない。暮らし向きはよくならず、富裕層との所得格差は開くばかり。そう感じる人が中所得層でも増え、エスタブリッシュメント（支配層）や現政権への批判票となって示された。
　ブリュッセルのシンクタンク、ブリューゲルによると、所得格差は昨年の英国民投票でＥＵ離脱派の票を増やす要因になった。国民全てに機会を生み公平に分配する「インクルーシブ（包摂的）な成長」が重要と指摘している。
　程度の差はあれ、多くの先進国に内在する課題だろう。
　必要なのは、質の高い教育や職業訓練などを通じて機会の平等を確保することだ。
　あわせて、働く低所得層を税制措置などで支援し、弱者への安全網を整える。規制緩和や投資を通じて、新しい技術やビジネスモデルの創造と普及を促し、成長力を高めることも欠かせない。
　地味なようでも、こうした取り組みを着実に進めることが大事だ。それが安定して活力のある中間層を増やすことにつながる。
　社会の重要な柱である中間層が希望を持てず「取り残された」と感じる国であっては、明るい未来は望みにくい。グローバル化やＩＴ化に背を向けても、経済成長を阻害するだけで解決にならない。
　欧米社会に亀裂を生んだ２つ目の問題は、移民や難民が増えたことへの不安や感情的反発だ。
　トランプ次期米大統領は不法移民を防ぐためメキシコとの国境に壁を築くと宣言した。大量の難民流入やテロに揺れる欧州では反移民を掲げる政党が支持を広げ、既存の大政党を脅かしている。
　春にフランスで大統領選挙、秋にはドイツで連邦議会選挙がある。移民排斥や反ＥＵを唱える勢力が勝って政権を握ったり世論を動かしたりする事態になれば、欧州の混乱は避けられない。
　移民や難民をどう受け入れ、地域社会への定着を促進して共生する社会をどう築けるかが、各国で試されている。
　看過できないのは、移民やグローバル化に伴う人々の不安につけこみ、あおるような言動が目につくことだ。
　オックスフォード辞書は2016年の言葉として「ポスト真実」（ｐｏｓｔ―ｔｒｕｔｈ）を選んだ。客観的な事実よりも、感情や個人の信条への訴えかけのほうが世論に及ぼす影響が大きい状況を意味する。
　米大統領選や英国の国民投票では、不正確な事実認識をもとに有権者の不安をかき立てたり、絵空事のような約束をしたりする事例が目についた。
　こうした行いは民主主義の基盤を崩しかねない。政治家は事実に反したり分断をあおったりする言説を弄ばず、責任ある言動で堂々と民意に訴えるべきだ。
　ネットの世界では意図的に流されたとみられる虚偽情報も飛び交かった。有権者は、正確で偏りのない情報をより分けて判断する選球眼を磨かなければならない。わたしたちメディアの果たすべき責任が重いことも改めて自覚する。
働く意欲高める工夫を
　欧米には寛容で開放的な社会を堅持している国もある。英エコノミスト誌は、移民をうまく受け入れ自由貿易を強く支持するカナダを「元気づけられる例外」と評価した。
　日本でもいまのところグローバル化に反対する声や大衆迎合的な政治の動きは目立っていないが、取り組むべき課題は多い。
　正規社員と非正規社員との待遇格差是正や、新しい技術や知識を学んで技能を向上できる機会の提供など、働く意欲を高め、中間層を分厚くする工夫が大切だ。
　女性やシニア層が活躍できる環境づくりや、外国人労働者の活用も進める必要がある。
　豊かで活力あふれる国であり続けるために重要なのは、開放的な経済であり、中間層が希望を持てる社会だ。欧米社会の揺らぎは日本にも警告を発している。

日本経済新聞／2017/1/6 4:00

社説　揺れる世界と日本（４）危険な保護貿易主義の拡大を防げ

　「グローバル化こそ諸悪の根源」と説く政治家や政党の影響力が欧米で増しつつある。だが、国の壁を高くし、モノや人の流入を抑えれば国民の暮らしは良くなるというのは全くの幻想だ。
　誤った認識をもとに保護主義的な政策が広がれば、世界経済の悪化を招き、人々を苦境に追いやることになる。世界のリーダーは一国主義に陥らず、グローバルな協調によって様々な課題を解決する道を模索すべきだ。
国閉じれば経済に打撃
　トランプ米次期大統領は選挙期間中、「グローバリズムによって仕事も富も奪われた。必要なのはアメリカニズムだ」と繰り返した。フランスのルペン国民戦線（ＦＮ）党首は「今起きているのはグローバリストと愛国者との分裂だ」と断じ、移民受け入れや自由貿易の批判で支持を集めている。
　企業の海外移転などで失職した人がいるのは事実だが、グローバル化が雇用や経済全体を悪化させているとの主張には無理がある。
　日米欧など経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国の輸入額は、2014年に国内総生産（ＧＤＰ）比で28％と20年間で10ポイントも増えたが、失業率は同水準にとどまる。米国は海外生まれの人口が過去20年で２倍近くに増えたが、それをはるかに上回る雇用が生まれた。
　むしろ輸入を含む貿易や移民の増加は生産性や需要を高め、雇用や経済全体にプラスの影響をもたらしているというのがエコノミストのほぼ一致した見方だ。
　一方、グローバル化を止めようと輸入品に高関税をかければ悪影響は計り知れない。最大の被害者は庶民だ。日用品の価格が大幅に上昇するからだ。世界的な部材の供給網を活用して製品を生産している国内企業も打撃を受ける。
　不当な輸入障壁を設ければ貿易相手国からの報復も招くだろう。こうした悪循環が加速すれば、貿易の縮小を通じて世界経済の失速につながることは、1930年代の教訓から明らかだ。
　世界貿易機関（ＷＴＯ）は昨年の世界の貿易量の伸び率は1.7％と金融危機以降で最低にとどまったと見ている。また、主要20カ国が取っている貿易制限措置は16年10月時点で、６年前のほぼ４倍に膨らんだ。これ以上保護主義的な措置が拡大すれば、世界経済に新たな危機をもたらしかねない。
　最も気がかりなのはトランプ米次期政権の動きだ。閣僚などに続々と反自由貿易派を起用している。選挙戦で示唆したように中国やメキシコからの輸入品に高関税をかけるなら世界経済にも激震が襲う。そこまでいかなくても、高関税を脅しに使って対米貿易黒字国に不均衡是正を迫る管理貿易政策に走れば、負の影響が出よう。
　米国が先導役を担ってきた自由貿易の原則から逸脱しないよう世界の政治・ビジネスリーダーが新政権に働きかける必要がある。
　日本はその一翼を担うとともに、トランプ氏が拒絶している環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）への参加を呼びかけ続けるべきだ。
国際協調で課題解決を
　ＴＰＰは関税削減だけでなく、新しい時代にあった貿易や投資のルールづくりに意義がある。知的財産権の侵害防止や、国有企業への補助金などで競争条件がゆがむのを抑える内容を含む。アジアにこうした質の高いルールが適用されれば、トランプ氏が「不公正」と批判する中国の貿易慣行や通商政策の見直しを促す力にもなる。
　自国優先の名の下に一方的措置を取るのではなく、多国間協調によって互いが果実を得るようにする。経済グローバル化の現実を踏まえれば、それがあるべき姿だ。
　貿易や投資の分野に限らない。一部の多国籍企業や富裕層が国家間の税制の違いを悪用して課税逃れに走る例が増えているが、これには国際的な協力体制の強化によって効果的に対応できる。国境を越えた資金移動が加速している金融分野でも、望ましい規制やルールについて対話を深めるべきだ。
　世界経済の活性化策についても主要７カ国（Ｇ７）など多国間の枠組みでマクロ政策の調整を進めていくことが引き続き重要だ。
　米国が内向き志向を強め、欧州が英国の欧州連合（ＥＵ）離脱や移民問題に揺れる中で、日本に求められる役割は増している。日本が国際協調の推進役としての責任を果たすことは世界だけでなく、自身の繁栄にとっても不可欠だ。

日本経済新聞／2017/1/8 4:00

社説　揺れる世界と日本（５）企業は社会問題解決を推進力に

　企業と社会の利益のベクトルを一致させる。今年はそんな年にしないといけない。
　昨年１年を振り返ると、例年と同じく企業をめぐる様々な不祥事が話題になった年だった。軽自動車の燃費性能を偽った三菱自動車はブランドを大きく毀損し、女性新入社員が過労自殺した電通は長時間労働が批判された。
「世間よし」の精神を
　ディー・エヌ・エーはまとめサイトのずさんな運用が発覚し、東芝は新たな巨額損失が明るみに出て、先行きが混沌としてきた。
　世界に目を向けると、企業と社会のあつれきはさらに激しい。独フォルクスワーゲンは排ガス不正の代償に米国で1.5兆円の制裁金を払うことになり、欧州の競争当局は「プラットフォーマー」と呼ばれる米グーグルなどサイバー空間の巨人を厳しく監視する。
　製薬大手の米ファイザーは節税目的の巨大買収計画が厳しい批判を浴びて撤回に追い込まれ、トランプ米次期大統領は海外に生産移転を計画する企業に対して報復関税の導入をちらつかせる。
　経営学の泰斗、米ハーバード大のマイケル・ポーター教授は「企業の勝手な振る舞いが社会問題や環境問題の元凶という認識がじわりと広がっている」と指摘。「不信感がさらに高まれば、企業活動が制約され、経済成長が鈍化するだろう」と警告する。
　ではどうすべきか。燃費の偽りのような明白な不正をなくすために組織のタガを締め直すのは当然だが、それに加えて、自社の事業展開と社会的問題の解決の方向性を一致させる努力が必要だ。
　かつて近江商人は「売り手よし、買い手よし、世間よし」を商売の基本に掲げた。モノを売買する当事者だけでなく、商いを通じて社会（世間）の発展に尽くすことの大切さを説いた。その精神は今の時代にも通用する。
　例えば国連によると下痢疾患でなくなる乳幼児は世界で毎日800人にのぼるが、その多くは衛生的なトイレがあれば防げたはずという。この問題の解決に取り組むのがＬＩＸＩＬグループだ。
　同社は「2020年までに世界で１億人の衛生環境を改善する」という目標を掲げ、下水が未整備の場所でも衛生的に使える１台数ドルの簡易トイレを開発した。昨秋にはソーシャルトイレット部という専門組織を新設し、ケニアやインドでの普及に力を入れる。
　日産自動車は自動ブレーキなどの安全技術を磨き、重大事故の低減に取り組む。自動車会社が安全に注力するのは当然だが、数値目標を設定した点がユニークだ。
　それによると、1995年に日本国内では日産車１万台につき交通事故による死亡・重傷者が15人にのぼったが、14年は５人強まで減少した。20年にはさらに減らし、95年比で４分の１の４人弱をめざすという。
　ポイントはこうした挑戦が単なる慈善活動や寄付にとどまらず、現実のビジネスの推進力になり得ることだ。ＬＩＸＩＬの簡易トイレが評判を呼べば、アフリカなど今後の成長市場で確固たるブランドを築けるだろう。
政府を超える影響力も
　自動車についても高齢化を背景に、今の消費者は安全におカネを払う用意がある。独自の安全技術は車の差別化の決め手になる。
　企業が社会問題に向きあう中で、社外のＮＰＯなどと手を携える開かれた姿勢も大切だ。
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」の分野で世界のリーダーとされる英蘭ユニリーバは紅茶葉やパーム油などの原材料について、ＮＰＯと協力しながら詳細な調達基準を定めている。熱帯雨林の伐採や過酷労働に頼る農場を調達先から外す仕組みをつくり上げた。
　同社が「リプトン」ブランドで展開する紅茶事業は世界最大手で、１社で世界の紅茶葉の12％を買い取る。それだけに各地の農場経営に及ぼす影響力は大きく、やり方次第では企業が政府を上回る社会問題の解決能力を発揮できるという好例かもしれない。
　投資の世界でも環境保全などの視点を重視する「ＥＳＧ投資」の動きが欧米では高まり、日本の投資家の意識も変わりつつある。
　各国政府も「アンチ・ビジネス（反大企業）」の風潮に流されることなく、民の力を建設的な方向に引き出す「賢い政策」「賢い規制」を望みたい。
（おわり）

産經新聞／2017/1/6 6:00

主張　安全保障／主体性もって防衛努力を／日米戦略目標の再定義を急げ

　例年にも増して、日本の安全保障を取り巻く環境は、不確実性が高まっている。政府と国民は、このことを強く認識しなければならない。
　アジア太平洋地域における最大の不安要因は、軍事力拡張を続ける中国である。その現実を直視しつつ、抑止力の向上に主体的に取り組むべきだ。
　日米同盟の維持、強化は当然、欠かせない。米国のトランプ次期政権から、日米の役割分担の見直しを求められるかもしれない。
　ここはむしろ、こちらから日本は何を行い、米国には何を求めるかについて、具体的に提案する積極性が必要である。
　≪強硬な中国への備えを≫
　抑止力の向上には、トランプ政権と同盟の重要性を形式的に確認するだけでは足りない。中国と北朝鮮に対する日米の認識をきちんとすり合わせ、対応策を練ることが重要だ。現行の日米「共通戦略目標」の改定に向けて、早急に着手すべきである。
　中国海警局の公船４隻が４日、尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺の領海に侵入してきた。隙あらば尖閣を奪おうという野心を隠そうともしない。昨年１２月に西太平洋へ初めて進出し、日本と台湾を威嚇するように航行した空母「遼寧」は、元日から南シナ海で戦闘機の発着艦訓練を行っている。
　これに対し、米国は原子力空母カール・ビンソンを中心とする艦隊を西太平洋へ派遣する。
　中国海空軍の挑発的行動は、習近平国家主席が率いる中国指導部の意思に基づく。
　習氏は年頭の辞で、領土主権と海洋権益について「誰かが言いがかりをつけようとしても中国人民は決して認めない」と強調した。南シナ海問題などで譲歩しない考えを示す強硬姿勢は危うい。
　中国で今秋、５年に１度の共産党大会が開かれることにも注意が必要だ。党最高指導部の人事をめぐる権力闘争はすでに始まっている。このような年に対外的な譲歩をすれば、政敵から猛攻撃されるのが中国の政治である。
　もともと「力による現状変更」を志向する習氏が、南シナ海や東シナ海で物分かりよく日本や米国の言い分を聞き入れるとは到底思えない。経済関係はあっても、安全保障上の警戒は怠れない。
　国際社会の非難や制裁を無視し、核・弾道ミサイル戦力の構築に余念がない北朝鮮も危険極まりない存在である。
　金正恩朝鮮労働党委員長は元日の演説で、大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）の試験発射の準備が最終段階に達したと語った。
　昨年は、秋田県沖の日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）に弾道ミサイルを撃ち込んだ。
　≪「脅威」に口を閉ざすな≫
　日本の領土領海に着弾した場合、自衛隊が防衛出動し、米国に日米安保の発動を要請することになるのか。防衛省・自衛隊だけでなく、政府全体としての備えを万全にしておくべきだ。
　この時期、韓国では政治スキャンダルで朴槿恵大統領が職務停止となり、日米韓の防衛協力に支障が生じることが懸念される。
　何よりも、２０日に発足する米国のトランプ政権の出方が、日本の安全保障にも大きな不確実性をもたらす懸念に留意すべきだ。
　オバマ政権が打ち出した、アジア太平洋を重視するリバランス（再均衡）戦略は、中国への及び腰の姿勢のため、戦略の正しさが相殺されてしまった。
　これに比べ、当選後のトランプ氏は、南シナ海の人工島軍事化を批判するなど、不公正な中国に厳しい態度をとるように映る。
　問題は、「イスラム国」（ＩＳ）打倒を最優先とするトランプ政権に、軍拡著しい中国抑止の先頭に立つ気があるかである。
　そこで日本がとるべき対応は、厳しい安保環境に合わせ、自ら構想し、役割を果たすことだ。
　まず最初に、安倍晋三政権が北朝鮮に加えて中国の脅威を明確に認める必要がある。そのうえで、平和を保つ努力を重ねていくことを内外に宣言し、防衛努力について国民の理解を得てほしい。
　尖閣を含む南西諸島を自ら守るための防衛費の増額、自衛隊の増強は欠かせない。
　南スーダンに派遣中の自衛隊には、昨年末、駆け付け警護など新任務が適用された。戦傷医療の充実など、任務を遂行できる態勢の強化を再確認してほしい。

中日/東京新聞／2017/1/7 8:00

社説　トランプ流介入／米国の理念に反する

　権力者が企業を脅して経営方針を変えさせる−。独裁国家の話ではない。次期米大統領主演の「トランプ劇場」だ。米国を支える自由、民主、平等という理念を軽んずるトランプ氏を憂慮する。
　やはり、やってきたかという感がある。トランプ氏がツイッターで、トヨタ自動車がメキシコで進める工場新設計画について「米国に工場を建てるか、高い関税を払うかだ」と撤回を要求した。同じように脅されたフォード・モーターがメキシコ工場建設を撤回したばかりだ。
　トランプ氏はゼネラル・モーターズ（ＧＭ）のメキシコ投資もやり玉に挙げるほか、空調機器大手メーカーを激しく攻撃し、メキシコ移転計画を変更させた。
　北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）によって、米企業が人件費の安いメキシコに生産拠点を移す動きが相次ぎ、雇用流出が問題になっている。
　だからと言って、政治介入でこれを思いとどまらせても、米国の高い人件費が販売価格に転嫁されて消費者を苦しめたり、生産現場のロボット化が進んで雇用につながらない可能性は否定できない。
　トランプ氏の言動は首尾一貫しておらず、事実誤認も多い。トヨタについてのツイッターも、工場を取り違えて指摘した。よく調べもせずに、思いつきだったとしか思えない。
　しかもトランプ氏からは、他人が自分にひれ伏すのを見て楽しんでいる印象すら受ける。権力をおもちゃにしているのではないか。
　為政者の恣意（しい）によって企業活動が歪（ゆが）められるのが不健全であるのは言うまでもない。空調大手の場合は、税制優遇を取引材料にした。政府が個別企業ごとに取引すれば、そこに癒着が生まれ、市場での公正な競争は損なわれる。
　米新政権の予測不能性を前に、国内企業は経営判断に苦しみ、海外企業も対米投資をためらうかもしれない。
　トランプ流の介入はいっときは大衆受けするだろうが、結局は国民の利益にはならない。経済だけではなく、公正、平等、自由といった米社会のありようにかかわる問題もはらんでいる。
　トランプ氏は大統領選の武器としてツイッターを活用した。当選後は閣僚人事や核戦力増強という重大政策もツイッターで発信したが、一方的な意思表明では説明責任を果たしたとは言えない。大統領の発言は重い。それを自覚すべきだ。

中日/東京新聞／2017/1/5 8:00

社説　年のはじめに考える／平和こそ「希望の光」

　安倍晋三首相は年頭に「新しい国づくり」を宣言しましたが戦争に翻弄（ほんろう）されない、平穏で豊かな暮らしを未来に引き継ぐことこそ、私たちの責任です。
　二〇一七年、日本政治の本格始動です。安倍晋三首相がきのう三重県の伊勢神宮を参拝した後、年頭の記者会見を行いました。
　首相発言で注目すべきは「安倍内閣は本年、国民の皆さまとともに、新しい国づくりを本格的に始動してまいります」と言及したことです。「新しい国づくり」が具体的に何を指すのか明らかではありませんが、憲法改正が念頭にあることは容易に想像がつきます。
　今年は一九四七年五月三日の日本国憲法施行から七十年の節目に当たります。
　首相は会見でそのことに触れた上で、少子高齢化の進展や日本経済の停滞、厳しさを増す安全保障環境などを列挙して「七十年前の先人たちに倣い、今を生きる私たちもまた、こうした課題に真正面から立ち向かわなければなりません」と述べました。「戦後のその先の時代を切り開く」とも。
　慎重に言葉は選んでいますが、首相が今は封印している「戦後レジームからの脱却」を、いつかは成し遂げたいとの意欲をにじませたようにも聞こえます。
　首相は昨年十二月五日、第一次政権との通算在任日数が千八百七日となり、中曽根康弘首相を超えて戦後歴代四位になりました。
　首相の自民党総裁としての任期は一八年九月までですが、今年三月の党大会で任期が「連続三期九年」に延長される予定で、次の総裁選に勝てば、二一年九月まで続投が可能となります。
　一九年八月に戦後一位の佐藤栄作首相、同十一月には明治・大正期の桂太郎首相をも超えて歴代一位となる計算です。
　首相が「新しい国づくり」を掲げた背景には長期政権をにらんで政治課題を設定し、政権への求心力を高める狙いもありそうです。
　歴代内閣が禁じてきた集団的自衛権の行使を一部容認した安倍政権ですが、憲法改正による自衛隊の「国軍化」は悲願です。
　憲法改正を筆頭とする「新しい国づくり」こそが、安倍政権としての総仕上げなのでしょう。
　首相は一日付で発表した今年の年頭所感では新憲法制定に携わった後の首相、芦田均氏の「希望の光」という言葉を引用して「私たちも直面する諸課題に真正面から立ち向かい、子や孫、未来を生きる世代に『希望の光』を与えなければなりません」と訴えました。
　新憲法に高らかと掲げられた戦争放棄は、国民主権や基本的人権の尊重と並んで、戦争で肉親を失い、自らも傷ついた当時の人々にとって、光り輝く「希望の光」だったことでしょう。
　それは今も変わりません。
　米国との安全保障条約で独立回復後も米軍の日本駐留を認め、自衛のための必要最小限の実力組織として自衛隊を保有するに至りましたが、抑制的な防衛力整備と平和外交が戦後日本に経済的繁栄と平和をもたらしたからです。
　先人たちが戦後、見事に復興を遂げた努力は称賛されるべきですが、そもそも「見渡す限りの焼け野原」が生じたのは、無謀な戦争に突入したことが原因です。
　平和こそが国づくりの基礎であり、今を生きる私たちを照らし、将来世代に引き継ぐべき「希望の光」です。それをないがしろにした「新しい国づくり」など許されません。
　気掛かりなのは「安倍一強」とされる政治状況です。政権の言動はすべて正しいと受け取る易（やす）きに流れ、異を唱えづらくなってはいないか。
　それは自民党内に、安倍氏に交代を迫る総裁候補がなかなか現れない、野党第一党の民進党が、政権を再び託すに足る信頼をいまだに回復していないことと、無縁ではありません。
　自民党内や国会での議論が形骸化して、建設的な論戦が行われなければ、不利益をこうむるのは、主権者たる国民です。自民党内の次期総裁を目指す人たちや民進党には、奮起を促したい。
　衆院議員の任期は昨年十二月、四年の折り返し点をすぎました。首相は会見で「解散は全く考えていない」と否定しましたが、首相がいつ衆院解散・総選挙に踏み切ってもおかしくない状況です。
　国会での憲法改正論議の進捗（しんちょく）状況次第ですが、仮に総選挙になれば憲法改正を含む「新しい国づくり」を進めるのか否かが争点になる可能性があります。
　私たち有権者にとっては重大な選択です。そのときに備えてしっかり考えておかねばなりません。私たちの心構えも問われる一年になるのです。

中日/東京新聞／2017/1/7 8:00

社説　トランプ流介入／米国の理念に反する

　権力者が企業を脅して経営方針を変えさせる−。独裁国家の話ではない。次期米大統領主演の「トランプ劇場」だ。米国を支える自由、民主、平等という理念を軽んずるトランプ氏を憂慮する。
　やはり、やってきたかという感がある。トランプ氏がツイッターで、トヨタ自動車がメキシコで進める工場新設計画について「米国に工場を建てるか、高い関税を払うかだ」と撤回を要求した。同じように脅されたフォード・モーターがメキシコ工場建設を撤回したばかりだ。
　トランプ氏はゼネラル・モーターズ（ＧＭ）のメキシコ投資もやり玉に挙げるほか、空調機器大手メーカーを激しく攻撃し、メキシコ移転計画を変更させた。
　北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）によって、米企業が人件費の安いメキシコに生産拠点を移す動きが相次ぎ、雇用流出が問題になっている。
　だからと言って、政治介入でこれを思いとどまらせても、米国の高い人件費が販売価格に転嫁されて消費者を苦しめたり、生産現場のロボット化が進んで雇用につながらない可能性は否定できない。
　トランプ氏の言動は首尾一貫しておらず、事実誤認も多い。トヨタについてのツイッターも、工場を取り違えて指摘した。よく調べもせずに、思いつきだったとしか思えない。
　しかもトランプ氏からは、他人が自分にひれ伏すのを見て楽しんでいる印象すら受ける。権力をおもちゃにしているのではないか。
　為政者の恣意（しい）によって企業活動が歪（ゆが）められるのが不健全であるのは言うまでもない。空調大手の場合は、税制優遇を取引材料にした。政府が個別企業ごとに取引すれば、そこに癒着が生まれ、市場での公正な競争は損なわれる。
　米新政権の予測不能性を前に、国内企業は経営判断に苦しみ、海外企業も対米投資をためらうかもしれない。
　トランプ流の介入はいっときは大衆受けするだろうが、結局は国民の利益にはならない。経済だけではなく、公正、平等、自由といった米社会のありようにかかわる問題もはらんでいる。
　トランプ氏は大統領選の武器としてツイッターを活用した。当選後は閣僚人事や核戦力増強という重大政策もツイッターで発信したが、一方的な意思表明では説明責任を果たしたとは言えない。大統領の発言は重い。それを自覚すべきだ。

しんぶん赤旗2017年1月8日(日)

主張　２０１７年の経済　賃上げでの消費の拡大が急務

　新しい年の経済が動き始めています。大企業の大もうけと近く発足するアメリカのトランプ新政権への「期待」を背景に株価は４日の大発会で大幅上昇しましたが、百貨店などの初売りでは売り上げを伸ばしているのは一部の高額品だといいます。庶民にとっては、円安と原油価格高騰による物価の上昇が懸念される年明けです。５年目を迎えた安倍晋三政権の経済政策「アベノミクス」は破綻しています。賃上げで消費が拡大できるよう、国民の暮らしを応援する経済政策がますます重要です。

悪化続ける賃金、消費

　２人以上世帯の消費支出は１１月、前年同月に比べ１・５％減少、事実上１５カ月連続の落ち込み（「家計調査」）。消費者物価も１１月０・４％の下落（生鮮食品を除く）で、９カ月連続の下落。完全失業率も１１月に３カ月ぶりに悪化（「労働力調査」）、実質賃金は１１月、前年同月比０・２％減で１１カ月ぶりのマイナス（「毎月勤労統計」）―。昨年末から今年初めにかけ発表された最新の経済統計です。賃金など収入や消費の落ち込みが深刻です。

　日本経済は２００８年の「リーマン・ショック」のあと大幅に落ち込み、その後も停滞を続けてきましたが、その立て直しができないまま、新しい年を迎えました。１２年１２月政権に復帰した安倍政権は、「経済再生」を最優先課題に掲げ、「アベノミクス」と呼ぶ経済政策で経済を立て直すとしてきましたが、いまだ実現できていません｡

　安倍首相は口を開けば「道半ば」だと主張し、新年の記者会見でも「本年も経済最優先、デフレ脱却に向け金融政策、財政政策、成長戦略の３本の矢を打ち続ける」といいました。しかし、足かけ５年にもなるのに「道半ば」だというのは、その道が間違っていたことを認めるようなものです。

　「アベノミクス」は大胆な金融緩和が柱で、通貨の供給を増やせば物価が上がって「デフレ」から脱却でき、消費や投資も盛り上がるというものでしたが、日銀が掲げた消費者物価上昇率「２％」の目標はいつまでも実現しません。黒田東（はる）彦（ひこ）日銀総裁は目標達成を再三延期し、自らの任期中には達成できないことを認めました｡「アベノミクス」を推進した経済学者の浜田宏一内閣官房参与も、金融政策頼みは限界だと言い出す始末です。

　「アベノミクス」は大企業や大資産家のもうけを増やせば、水がしたたり落ちるように、国民の所得や消費が増える「トリクルダウン」が筋書きです。しかし、大企業のもうけが増えても、大企業の内部留保などのため込みに回るばかりで勤労者や国民はうるおっていません。「トリクルダウン」が大失敗したことは明らかです。

暮らし応援する対策を

　「アベノミクス」の筋書きがうまくいかないので、安倍政権は経済の「好循環」実現を言い出し、財界・大企業に賃上げを促してみせます。しかし、大企業にため込みをやめさせない限り、企業の賃上げや雇用の改善は望めません。

　日本経済の立て直しには、賃上げによる消費の拡大が不可欠です。大企業のおこぼれを当てにするのではなく、暮らしを直接応援する対策を強化すべきです。税金の集め方と使い方の改革、働き方と産業構造の改革など、格差と貧困を正し中間層に力をつける、経済の民主的改革が不可欠です。

しんぶん赤旗2017年1月7日(土)

主張　空中給油訓練再開　沖縄県民の命より米軍優先だ

　昨年１２月の沖縄県名護市沿岸への墜落事故を受けて停止していた米海兵隊機オスプレイの空中給油訓練の再開が強行されました。米軍の再開要求に、政府が「日米同盟の抑止力」のために「空中給油は極めて重要」と「理解」（稲田朋美防衛相）を示したからです。オスプレイが空中給油訓練中に起こした事故の原因は「米側の当局により調査が行われている最中」（同）です。事故原因の特定もできていないのに訓練再開を容認したことは沖縄県民や国民の安全より「日米同盟」を最優先する言語道断の態度であり、主権国家の政府としての資格が問われます。

県民への約束次々ほご

　今回の墜落事故をめぐり、政府は、事故原因の究明や安全性の確認という、沖縄県民や国民への約束を次々とほごにしてきました。

　墜落事故は昨年１２月１３日、米軍普天間基地(沖縄県宜野湾市)のオスプレイが、米軍嘉手納基地（同県嘉手納町など）の特殊作戦機ＭＣ１３０から空中給油を受ける訓練中に起きました。稲田防衛相は事件直後、原因究明やオスプレイの「安全が確認されるまでの飛行停止」を米軍に申し入れました。

　しかし、米軍は事故からわずか６日後の１９日、「（原因の）詳細についての調査は継続中」なのに、もっぱらオスプレイのプロペラが給油ホースに接触したためと考えられるなどとし、空中給油以外の飛行再開に踏み切りました。政府も「オスプレイの機体自体の安全は確認された」という米軍の一方的な説明をうのみにし、一転、「空中給油以外の飛行再開は理解できる」（稲田氏）と表明しました。

　沖縄をはじめ全国で「事故の徹底解明とそれに基づく安全性の確認がほごにされた」という怒りが広がったのは当然です。

　今回の空中給油訓練の再開も「給油ホースがオスプレイのプロペラに接触した原因を完全に特定するには至っていない」（同）にもかかわらず、事故から３週間あまりの短期間で決定されました。

　政府は、オスプレイや空中給油機の搭乗員に対し空中給油に関する教育・研修を実施したという米軍の説明を受けて訓練再開をまたもや容認しました。「訓練再開を検証するにあたり米側の意見を一方的に追認する」（翁長雄志沖縄県知事）態度にほかなりません。

　政府は、米軍の特権を保障する日米地位協定の壁に阻まれて原因究明の「蚊帳の外」に置かれ、独自の情報を全く持っていません。それなのに、米軍の説明を「理解」してきたのは無責任の極みです。

　日米地位協定は、「公務中」の事故について第１次裁判権が米側にあると規定しています。同協定に基づき、日本側は米軍の財産の捜索、差し押さえ、検証を行う権利を放棄しており、捜査をするには米側の同意が必要です（日米合意議事録）。このため日本の捜査機関（海上保安庁）は捜査協力を米軍に申し入れていますが、いまだ回答さえありません。

対米追随の政府許さず

　沖縄に駐留する米第３海兵遠征軍のニコルソン司令官が“県民に被害がなかったから感謝すべきだ”と発言したように、米軍は全く無反省です。占領者意識丸出しの米軍と、それに追従する日本政府の姿勢を許さず、オスプレイの飛行中止、配備撤回を求める声を広げることが重要です。

しんぶん赤旗2017年1月6日(金)

主張　兵器研究助成１８倍　科学者の軍事動員を許さない

　安倍晋三政権が昨年末に閣議決定した2017年度予算案で､大学や公的研究機関､民間企業に軍事技術の研究を委託する｢安全保障技術研究推進制度｣(研究推進制度)に110億円を計上しました｡｢学問の府を軍事研究の場にするな｣との研究者の批判に背を向け､防衛省の概算要求どおり､１６年度(6億円)の１８倍という異常な増額を盛り込んだことは重大です｡

米国の兵器開発に追随し

　「軍学共同」の本格化の狙いは、最先端の軍事技術開発を進める米国に追随し、自衛隊の技術力を強化することにあります。「戦争する国」を支える体制づくりの一環として、科学者を兵器開発に動員するために、札束で学術界の切り崩しを図ろうというのです。

　米国は、ステルス機や無人機、高エネルギーレーザー、全世界監視攻撃システムなど最新鋭兵器開発を進めています。自民党の「防衛装備・技術政策に関する提言」（昨年５月）は、米国などとの国際共同開発への参加に向け、２０年後、５０年後を見通す戦略的な研究開発の推進を首相に求めました。大学の研究や民間企業の技術を軍事に取り込むため、先端技術を兵器に実用するまでの研究開発の拡大と、それにつながる基礎研究の推進を一体に追求し、研究推進制度を１００億円規模へ大幅増額することを要求しています。

　防衛省の研究推進制度は、研究者の自由な発想に基づく研究を支援する文部科学省の科学研究費助成事業などとは違い、防衛省策定の「研究開発ビジョン」などにもとづくテーマで募集されます。

　この２年間で大学９件、研究機関５件、民間企業５件の合計１９件の研究課題が採択されました。「マッハ５以上の極超音速飛行が可能なエンジン実現」「メタマテリアル技術による電波・光波の反射低減及び制御」など、将来戦闘機や無人機の高速化、ステルス化に向けた基礎研究が目立ちます。

　日本共産党の井上哲士議員は参院での質問（昨年１２月）で、大学や研究機関などを軍事の下請けにする制度だと追及、これに対して防衛装備庁の石川正樹審議官は、それらの研究が有人戦闘機と連携して攻撃する無人戦闘機の開発に直結することを認めました。

　同庁の渡辺秀明長官は「ジェットエンジンの耐熱材料開発もそうですが、研究の完成度を高め、技術を獲得するには製造試験装置を作るなどある程度の規模が必要になります」（「毎日」昨年１０月２７日付）と、予算の大幅増額の狙いが戦闘機の開発にあることをあけすけに語っています。

　この制度に対して、全国で科学者からの批判が広がっています。

　関西大学は昨年１２月、防衛省の研究推進制度への申請を認めないなど、研究内容が軍事防衛目的である場合に、研究費などを一切受け入れない方針を決めました。

「学問の自由」阻害認めぬ

　日本学術会議の検討会でも､防衛省職員のプログラムディレクターが委託先の研究の進行状況を管理することが問題視されました｡山極寿一京都大学学長は｢研究者の中立性と自由な判断を阻害するものであり､到底受け入れることはできません｣と批判しています｡

　人類の平和・福祉に貢献すべき学術を軍事に利用し、「学問の自由」を阻害する防衛省の研究推進制度の廃止を強く要求します。

しんぶん赤旗2017年1月5日(木)

主張　安倍首相年頭発言　７０年の節目に示す改憲の執念

　安倍晋三首相が２０１７年の年頭にあたって「所感」を発表するとともに４日には伊勢神宮に参拝したあと記者会見し、今年が１９４７年の憲法施行から７０年にあたることを強調し、「新たな国づくりを本格的に始動する」と、首相の持論である憲法「改正」に取り組む姿勢をにじませました。安倍政権は昨年秋再始動させた衆参両院の憲法審査会で改憲の論点を絞り込み、改憲案づくりを進めようとしています。改憲とは明言しなくても、言葉の端々から安倍首相の改憲への執念は明らかです。

口にしなくても本音明白

　「本年は憲法施行から７０年の節目の年」―こう切り出した安倍首相は、芦田均元首相の憲法制定時の発言を引用しながら、「いまを生きる私たちも、未来を生きる世代に『希望の光』を与えなければならない」などと繰り返しました。こうした言葉を聞くとき、「改憲」の二文字はなくても首相が改憲になみなみならない決意を示したと受け取るのがまず普通でしょう。

　首相は、「日本人が自らの手で、自らの未来を切り開いていく気概が求められている」「積極的平和主義の旗をさらに高く掲げ、日本を世界の真ん中で輝かせる」といいます。現在の憲法を占領軍による“押し付け”と非難してきた首相が、憲法の前文や９条にうたわれた平和主義を放棄し、「積極的平和主義」の名で「戦争する国」への道を狙っていることは明らかです。「新たな国づくりを本格的に始動する」という首相の言葉は、まさに改憲への始動宣言です。

　自民党内でも異常な改憲思想の持ち主である安倍首相は、最初に政権を担当した時、首相任期中に改憲を実現すると発言して厳しい批判を浴び、参院選でも敗れて、政権交代のきっかけの一つとなりました。その教訓から、４年前の政権復帰後は改憲の手続きを定めた９６条からまず改定することを持ち出し、「裏口入学」を狙うなどと批判されたこともあります。

　その後は憲法解釈を変更することで集団的自衛権行使に道を開く戦争法強行に執念を燃やし、同法施行後、改めて憲法９条や緊急事態条項に的を絞った明文改憲を持ち出し、国会の憲法審査会の再開などを進めてきました。その際も首相自身は自民党には「改憲草案」があるなどというだけで憲法のどこをどう変えるかを明らかにせず、国会の憲法審査会での改憲項目づくりが日程に上り始めると、改憲そのものにさえ“だんまり”を決め込んでいます。

　こうした首相の姿勢が、自らの発言が改憲反対の世論を刺激し、改憲のための国民投票などが失敗することを恐れ、機が熟するのを待つ“熟柿（じゅくし）作戦”だともいわれているのは当然です。首相が口に出さないからといって、改憲の執念をいささかも軽視することはできないのは明らかです。

“熟柿”作戦を許さず

　首相が国民を欺瞞（ぎまん）するこうした作戦をとるのは、“押し付け”憲法論など改憲そのものに道理がなく、国民の圧倒的多数が改憲を望んでいないからです。アメリカのトランプ次期大統領の発言が「ポスト真実」と非難されるのと同様、首相のウソ・偽りに満ちた“熟柿作戦”も国民への愚弄（ぐろう）です。

　安倍首相の改憲策動を許さず、新しい年を憲法を守り生かす年にすることが、ますます重要です。
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社説　あすへの指針／再生エネこそが切り札だ

　地方が人やモノの供給源となって、都市に繁栄をもたらす。産業革命以来、多くの国が歩んできた道である。
　効率的かつ合理的なのかもしれないが、一方通行の流れは地方に疲弊をもたらし、都市との格差を拡大させてきた。
　６年近く前に起きた東京電力福島第１原発の事故は、こうしたシステムが限界に近づいていることを見せつけたともいえる。
　福島からの電力供給が止まった東京は大混乱に陥った。一方、原発と引き換えに国や電力会社が支払うカネで潤ってきた立地地域は、今も多くの住民が帰るに帰れず存続の危機に立たされている。
　原発で過酷な事故が起きれば、都市も地方も共倒れしかねない。
　原発の「安全神話」の上で成り立ってきた都市と地方の関係は、転換が迫られている。
悪循環繰り返す原発
　原発は１９７０年代に建設が本格化した。
　とりわけ集中したのが、福島県のほか、東京電力柏崎刈羽原発がある新潟県、関西電力高浜原発などのある福井県だ。核燃料サイクルの拠点の再処理工場などは青森県に集まった。
　いずれも、大都市と離れた人口の少ない地域にある。「迷惑施設」の建設は人口密集地を避けたい。そんな考えが政府や大手電力にあったのは確かである。
　原発立地地域には、多額の交付金で公共施設が建ち、下請け労働などの雇用も生み出された。
　しかし、地域の自立につながったとは言い難い。
　“カネのなる木”と言われた原発も、年数がたつとともにその効果は薄れてゆく。
　北海道電力泊原発のある後志管内泊村では、原発の資産価値が年を経て低下したことで固定資産税収入が減少した。これにより、水道料金の軽減など独自のサービスを縮小せざるを得なくなった。
　地域が原発に頼りすぎるがため、結果的に疲弊を招く悪循環である。こうした問題に向き合うことは、エネルギーの将来像を考える上で欠かせない。
やめるにやめられぬ
　福島の事故の後、国内では稼働原発がゼロになる状態が２度にわたって出現した。
　しかし、現在は定期検査中を含む３機が稼働中である。廃炉が原則のはずの４０年超の老朽原発も動きだす見込みだ。
　驚くのは、政府と電力会社の前のめりな姿勢である。
　「原発依存度を可能な限り低減する」とした政府の方針と明らかに矛盾している。
　事故を起こした福島原発を巡って、政府は昨年末、廃炉・賠償などの対応に２１兆５千億円かかるとの試算を示した。
　一般の原発でも耐用年数を迎えて廃炉にするのに多額の費用がかかる。もはや、原子力は安いエネルギーとは言えない。
　１兆円以上を投じた高速増殖原型炉「もんじゅ」はほとんど稼働することなく、廃炉が決まった。なのに政府は、核燃料サイクル政策を維持し、後継の高速炉をつくる考えを打ち出している。
　核燃料サイクルを放棄すれば、使用済み燃料を再処理工場で保管している青森県などの反発に遭う。だから「やめるにやめられない」。それが実相ではないか。
　実現性が乏しい事業に巨費を投じるのはやめるべきだ。
地域の宝物を生かす
　では、都市と地方が共存できるエネルギーをどう生み出すのか。
　酪農地帯のオホーツク管内興部町。「牛のふん尿は地域の宝物」と硲（はざま）一寿町長は力を込める。
　酪農家６戸から出る成牛５６０頭分の排せつ物を集め、町の施設で発酵させてメタンガスを取り出す事業が昨年始まった。
　ガスは農家の法人に売り、この法人が燃焼させて得た電気を北電に売却する。副産物は牧草の肥料や牛舎の敷料として酪農家に戻され、再利用が徹底している。
　町の人口３９００人に対し牛は１万１千頭。すべての排せつ物を活用すれば、町内の電気をまかなえる計算だという。
　道内では、紋別市で森林資源の木質チップを使う国内最大級のバイオマス発電所が稼働するなど分散型電源が続々と誕生している。
　風力発電は、出力はあっても変動幅が大きいため、狭い地域で使うのに適していないとの課題が指摘されている。しかし、蓄電池の併設などで、拡大の道は開ける。
　気がかりなのは、政府が太陽光や風力でつくる電気の買い取り価格引き下げに動いていることだ。
　地域の雇用につながり、地球温暖化対策にもなる再生エネの普及の勢いを止めてはならない。
　エネルギーの安定供給と、地球温暖化対策。二つを同時に解決する糸口を再生エネに求めたい。

北海道新聞／2017/1/5 10:00

社説　あすへの指針／人間らしく働けるように

　４８階建てビルの照明が次々と消えていく。周囲の高層ビルはまだ明るい光を放っている。そこだけぽっかりと空洞ができたようだ。
　東京・汐留の電通本社ビルで毎夜、繰り返される光景である。
　２０１６年９月、労働基準監督署が電通の新入社員の過労自殺を労災と認定した。その後、電通は本社ビルを午後１０時に一斉消灯し、深夜残業を原則禁止している。
　厚生労働省は昨年末、違法な残業をさせていたとして、電通とその幹部を労基法違反の疑いで書類送検した。社長は引責辞任する。
　事件は電通のみならず、労働現場に大きな衝撃を与えた。
　折しも安倍晋三首相は「働き方改革」を掲げ、長時間労働の解消や、格差是正のために同一労働同一賃金の実現を表明している。
　仕事は生活を安定させ、人々に喜びをもたらすものだったはずだ。本当に働く人のためになる改革なのか、注視していかなければならない。
他の企業にも共通性
　電通の女性社員、高橋まつりさん＝当時（２４）＝は１５年のクリスマスの夜、東京都内の社宅から飛び降り、亡くなった。
　１日２時間、１週間に１０時間しか睡眠時間が取れないこともあり、うつ病を発症した。
　「死にたいと思いながらこんなストレスフルな毎日を乗り越えた先に何が残るんだろうか」。会員制交流サイト（ＳＮＳ）などで悲痛な叫びを発信していた。
　電通では２５年前にも男性社員が自殺し、最高裁が過労自殺で企業（電通）の責任を初めて認める判決を下した。
　その教訓がまったく生かされなかったことになる。
　だが、これは電通だけの問題ではない。二つの事件で遺族側代理人を務めた川人博弁護士は「他の企業にも共通する問題がある」と語る。
　川人さんが特に指摘するのは「お客さまは神様です」に象徴される利益最優先の企業風土だ。
　取引相手の要求があればどんな無理な納期でもやる。徹夜も休日返上もいとわない。第３次産業ではそうした過剰サービスが当たり前になっているという。
「つくる」ことに喜び
　どうして働く現場で命まで削らなければならなくなったのか。
　東京と群馬県上野村を行き来し、労働や経済の問題を見つめてきた哲学者の内山節（たかし）さん（６６）は「仕事の楽しさは自分で『つくる』ことにある」という。
　農家や職人は昔から自分で商品をつくってきた。企業の中にいても自分で考えてモノやサービスをつくり、消費者との関係や職場の人間関係をつくる。それが喜びにつながってきた。
　反対に工夫もなく、言われたままにやる仕事は、楽しくない。
　バブル崩壊以降「雇われることがつくることと結びつかなくなった」とみている。
　働く現場は荒れている。政府が次々と労働分野の規制緩和を進めたからだ。派遣労働の対象業種拡大や受け入れ期間の制限撤廃、裁量労働制の対象職種拡大…。
　グローバル化が進み、企業は安く解雇しやすい、調整が利く労働力を求めるようになった。
　その結果、いまや不安定な非正規雇用が全体の約４割にのぼる。
　表に出る過労死や自殺は「氷山の一角」とされる。政府が昨年初めてまとめた過労死白書によると、「過労死ライン」と言われる月８０時間超の時間外労働を社員にさせた会社は２割にのぼる。
　労基法は労働時間の上限を週４０時間と定めているが、労使協定を結べば残業が認められ、実質的には青天井だ。法規制が機能していないことは明らかである。
適切な規制が不可欠
　昨年末、長時間労働でうつ病を発症したとして労災認定を受けた東京都内の４０代の女性は記者会見でこう語った。
　「奴隷としてではなく、人間として生きたかった。人間らしく働ける会社になるべきだ」
　女性は運送会社でトラック運転手として、長いときは１日２０時間、月によっては残業時間が２００時間を超えたという。
　働く人の暮らしと健康を守るためには、規制緩和の流れを押しとどめ、適切に規制することが不可欠だ。
　時間外労働に上限を設けることはもちろん、１日の勤務後、一定時間の休息をとることを義務づけるインターバル規制も一案だ。欧州でも導入している。
　同一労働同一賃金も、正規雇用の賃金を非正規に合わせるような改悪であれば、本末転倒である。
　こうした政策を待つまでもなく、企業は自ら働き方改革に取り組むべきだ。社員の意欲が高まれば、企業の持続的な成長につながる。それを忘れてはならない。
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社説　あすへの指針／社会保障全体の見直しを

　社会保障制度が揺らいでいる。新年度予算案では医療保険料の軽減措置が縮小され、介護保険の利用者自己負担が引き上げられた。
　逼迫（ひっぱく）する財政を考えれば、今後、こうした傾向は強まろう。
　根本的な原因は予想を超えるスピードで進む少子高齢化にある。
　費用の支え手である現役世代が減っているからだ。国も少子化に歯止めをかけるため、さまざまな子育て支援策を始めた。
　しかし効果が出るには、２０年から３０年かかる。社会保障の持続性を維持するため、制度全体を見直す時期に来ている。
■強まる受益者負担論
　近年、政府・与党内で社会保障を巡って語られるキーワードは「自助・自立」だ。この受益者負担論の背景には、国による福祉サービスを極力抑える新自由主義の思想がうかがえる。
　発端は１９９５年、社会保障制度審議会が勧告で「社会保障は自助・自立が基本」と打ち出したことだ。その流れで２０００年に創設されたのが、４０歳以上の国民が負担し合う介護保険制度である。
　一方で、小泉純一郎政権下の医療費抑制策により、患者の自己負担が増えたばかりか、診療報酬の大幅引き下げで地方病院の経営が悪化。それが、医師の都市偏在と過疎地の医師不足を招いた。
　介護保険料の全国平均も上昇の一途だ。利用者の自己負担割合も、一昨年の改定で１割から２割に引き上げたばかりなのに、１８年には一部が２割から３割になる。
　この結果、年金など限られた収入源しかない高齢者を中心に、医療や介護のサービスを受けることがままならない人が少なくない。
　いわゆる「医療難民」「介護難民」である。健康や老後の安全、安心が脅かされている。放置すれば、現役世代とリタイア世代の亀裂を深める。
　時計の針を５年前に戻したい。
　当時の民主党政権と野党だった自民、公明両党は「社会保障と税の一体改革」で合意した。
　膨らみ続ける社会保障費を、消費税を引き上げてまかなう。それが肝だった。
　財源をすぐに増税に結びつける発想には問題があるが、少なくとも社会保障の立て直しに向けた工程表や設計図はあった。そこに期待を抱いた国民もいただろう。
　ところが、どうだ。政権交代すると「一体改革」はお蔵入り。代わって講じられ始めたのは、いつもながらの場当たり的な対応だ。
　かつて、わが国の社会保障はそれなりに効果を上げてきた。
　だが、それは高度成長の下、企業にも家庭にも実現できるゆとりがあったからだともいえる。
　低成長時代で、しかも核家族化が進んだ今、過去の成功体験に縛られた発想でいいわけがない。
　社会保障のあり方は国の将来像に直結する。
　こうした議論に、与党も野党もない。長期的視野に立って制度の改革を目指す。それが政治の役割である。
■補い合う発想が大切
　国の遅い対応とは別に、地方では少ない人材や資源を活用した創意工夫が進んでいる。
　たとえば日高管内新ひだか町である。
　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用し、エックス線画像やカルテなどを電子化。二つの町立病院と民間の２病院、９診療所で共有する。
　全体で一つの総合病院と見立てる工夫だ。道路が「病院の廊下」というわけだ。
　医師の都市偏在が際立つ道内にあって、新たな地域医療の手法として、参考になるのでないか。
　一方、介護では人材不足を背景にサービスや保険料などの地域格差が問題となっている。克服のヒントを広域連携に見いだしたい。
　全国的にも先例となったのが１９９８年、空知管内奈井江町など６市町が立ち上げた「空知中部広域連合」だ。支え手の人材を集約し、事務経費の節減などで効率的な運営を実現した。
　同様の試みは、道内４地域を含め、全国で３９地域に増えた。それだけ効果があったということだ。
　医療にしても介護にしても、一つの病院や自治体だけでは限界がある。足りないところを補い合う発想が欠かせない。
■「日本モデル」世界に
　日本は、超高齢社会の世界最先端を突き進んでいる。
　内閣府の２０１６年版高齢社会白書によれば、総人口に占める６５歳以上人口の割合（高齢化率）は２６・７％にも上り、イタリアの２２・４％、ドイツの２１・２％などを大きく引き離している。
　超高齢社会をどう乗り越えていくか。世界が注目している。
　団塊世代が７５歳を迎える２０２５年問題を考えれば、医療・介護は成長産業になり得る。「日本モデル」を世界に発信したい。
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社説　あすへの指針／「子供の貧困」連鎖断とう

　昨年の米大統領選は、番狂わせとも言えるトランプ氏の当選が世界中を驚かせた。
　その衝撃にかすんだ感はあるが、忘れてならないのは民主党候補者指名争いで善戦した、バーニー・サンダース上院議員だ。
　公立大学無償化や学生向けのローン廃止などを訴え、多くの若者らを引きつけた。背景には、グローバル化に伴う経済格差の拡大が、教育の現場にまで及んでいることを見せつけた。
　重い学費負担。卒業後も満足な職に就けない雇用情勢。のしかかるローンの返済…。こうした苦境への反発が、社会主義者を自称するサンダース氏への熱狂的な支持につながった。
　だが、格差がひずみをもたらしているのは米国だけではない。
　日本でも、経済格差の拡大により教育や就職などの不平等、つまり子供の貧困が深刻化している。
　いまこそ貧困の連鎖を防ぐ手だて構築を急がなくてはならない。
■「階級社会」でいいか
　日本の子供の貧困率は２０１２年の調査で１６・３％。６人に１人が貧困家庭で暮らす計算だ。
　世帯収入が低いと十分な教育が受けられず、学力が身につかないことが多い。学習塾や参考書などの費用が捻出できないからだ。
　学力の差は学歴の差を生み出し、就業状況にも影響する。そして、非正規雇用や低就業率は結果的に収入の差となって現れる。
　貧困が新たな貧困を生む―。貧困の再生産である。
　生まれた家が豊かかどうかで子供の将来が決まってしまう。そんな社会はまともとは言えまい。
　息の詰まる階級社会とどこが違うのか。
　貧困ではない６人のうち５人にとっても無関係ではない。
　日本財団の推計では、子供の貧困を放置すると、１３年に１５歳だった１学年だけでも生涯所得が２兆９千億円減少する。それに伴い、財政収入も１兆１千億円減る。
　それだけ社会全体から活力が失われることになるのだ。
■さまざまな支援こそ
　取り組むべきは教育格差を解消して進学する子供を増やし、貧困の連鎖を断ち切ることだ。
　それが結果的に「よい納税者」を増やし、国や自治体の財政にも寄与することになる。
　では、教育格差の解消には、どんな処方箋が有効なのか。
　まずは経済的支援を考えたい。
　政府は１８年度から大学生らを対象に、返済の要らない給付型奨学金を本格導入する。今後、さらなる制度の拡充が求められる。
　義務教育の完全無償化にも真正面から取り組むべきである。
　学習塾に通えない子供のため、全国に広がっている無料の学習支援事業も効果的だ。学校でも少人数学級や、教員の増員によるきめ細かな指導が欠かせない。
　それでも、セーフティーネットから外れる子供がいる。旧来の硬直化した教育制度にとらわれない、新たな施策を積極的に検討する必要がある。
　そこで注目されるのは、足元の地域の取り組みだ。
　千歳市は１５年度から、道内でも珍しい直営の学習支援事業「ちとせ学習チャレンジ塾」を始めた。
　昨年度学んだ中学生は３５人。そのうち、３年生の７人は全員が高校に合格した。
　本年度は対象を高校生にまで拡大した。現在は４５人が週２回、地元の教員ＯＢや、教員を目指す千歳科技大の学生ボランティアらの指導を受けながら、それぞれのペースで勉強している。
　保護者からも「子供の楽しみになっている」「学習意欲の向上につながっている」と好評だ。
■対策は待ったなしだ
　もちろん、進学することが全てではない。早く働きたい子供や、どうしても勉強になじめず、進学を希望しない子供もいるだろう。
　そのためにも、社会に出てからすぐに役に立つ職業教育を用意しなくてはならない。
　高度な訓練プログラムを備えた職業学校で技術を身につけ、「優秀な職業人」を育成する多様な道筋づくりが求められる。
　生活支援も欠かせない。親が生計を立てることに必死で、子供の食事や心身の健康に目を配る余裕がなく、生活習慣が身についていない場合が多いからだ。
　貧困世帯の子供に食事を提供する「子ども食堂」の中には、学習支援や生活指導なども行い、子供たちの居場所として親しまれている食堂も多い。
　道内でもこうした多面的な支援をさらに拡充したい。
　貧困対策は待ったなしだ。財源がないでは済まされない。国や自治体は財源を作り出しても対策に取り組む必要がある。
　子供は貴重な「財産」、貧困対策は「未来への投資」なのだ。

北海道新聞／2017/1/9 10:00

社説　あすへの指針／地域の力を生かしてこそ

　日本は２１世紀から、人口減の時代に入っている。中身を見れば、各地で過疎化が進む一方で、東京の一極集中が続く。
　その東京も、合計特殊出生率（女性１人が生涯に産む子ども数）が全国で最も低い。これではこの国は縮んでいくばかりになる。
　明治維新から１世紀半。欧米に「追いつけ追い越せ」と採用した中央集権システムは、人口増を前提にしていた。そのシステムの方が効率的だったからである。
　しかし人口減社会ではそうはならない。地方の疲弊は待ったなしで進む。立て直すために残された時間は多くはない。
■競争あおるだけでは
　安倍晋三政権が目玉政策として掲げた地方創生が、すっかりかすんでしまった。
　上からの押しつけのように受け取られ、地方を最もよく知る市町村の知恵や意欲を、取り込むことができていないからではないか。
　その代表例が、地方版総合戦略である。
　政府が全ての自治体に人口減対策の策定を求め、先駆的な事業には交付金を付けるとして地方を競わせた。
　期限より早くつくると、最大で１千万円を上乗せするまでした。
　どんな事業を提案すれば交付金を得られるか―。情報を求めて、政府の意向を探ることに追われた自治体も少なくない。
　だが、住民と意見を交わすのではなく、国に振り回されていたとしたら本末転倒だ。
　そもそも人口減対策などは交付金の増額をてこに、せかされてつくる筋合いのものではなかろう。
　各地で総合戦略に掲げた事業の検証が行われている。
　道央のある自治体は、インターネットで資金を募る事業への補助を始めたが、政府や地元の見通しに反して申請が少なく、縮小を検討せざるを得なくなった。
　中央の発想が通じない一つの事例である。
　北大大学院の小磯修二特任教授らが行った道内市町村アンケートに対して、６５％の自治体が国からのコントロールが強化されていると答えた。
　３０年前のバブル期に策定したリゾート法（総合保養地域整備法）を思い起こさせる。
　ゴルフ場、温泉、スキー場といった同じような施設が全国各地に乱立したあの政策だ。少なからぬ施設が経営破綻した。
■中央集権はもう古い
　にもかかわらず、政府はまだ中央集権的なシステムに固執しているようだ。
　例えば政府が進める「日本版ＣＣＲＣ」だ。大都市圏の高齢者が体が動くうちに地方に移住し、将来はそこで介護や医療を受ける。
　受け入れ先の自治体にとって、人口減の歯止めや雇用確保に一時的な効果はあるだろう。
　しかしこれは、今後高齢者が激増し、医療や福祉が対応できなくなる恐れが出てきた東京圏対策のように映る。
　働く世代を東京圏に集めて高齢者を外に出す。どう見ても中央集権の新たな手法だ。
　中央集権に風穴を開けると見られた省庁の地方移転も進んでいない。全面移転が決まったのは、文化庁が京都に移るだけだ。
　国会対策などを理由に、官僚が後ろ向きなのは分かっていたはずだ。それを乗り越えてこそ政治ではないのか。
■足元の工夫が大切だ
　地方活性化はやはり、顔の見えるコミュニティーに権限と財源を移譲して考えるものではないか。
　もう、地方から声を上げていくしかあるまい。
　まちの目標を定め一歩ずつ歩んでいる自治体もある。上川管内東川町だ。ふるさと納税に独自の工夫を加えた「ひがしかわ株主制度」を運用する。
　町内の宿泊施設を無料で使えるなど、特典は交流を重視した。
　参考になるのは、返礼をするだけの関係にとどまらず、寄付者を応援してくれる株主と捉え、まちづくりに巻き込んだことだ。
　年１回、町内で株主総会を開く。航空機代として２万円までを助成、道外からの参加を促し、寄付金の使い方について意見を聞く。
　原点は１９８５年の「写真の町」宣言だ。優れた景観と、人と人との出会いを大切にすることを目標に掲げてきた。
　こうしたまちづくりに共感し、移住してくる人がいる。町などが主催する高校生の写真大会「写真甲子園」に出場した大阪の女生徒が、役場職員になってもいる。
　国勢調査で２０００年から４回連続で人口は増加し、８千人を超えた。株主は１万３８００人だ。
　それぞれの地域が自分たちの魅力を突き詰めて考える。それを磨いて外の人たちも包み込む。
　そうした視点も大切にしたい。

河北新報／2017/1/7 8:00

社説　オスプレイ運用再開／最優先すべきは住民の安全

　まだ不時着事故の原因究明が終わっていないというのに、である。在日米軍はきのう、普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイによる空中給油訓練を再開させた。
　事故再発への不安はもちろん、訓練どころか配備自体に強く反対してきた沖縄県民の声を無視する日米両政府への怒りは爆発寸前だろう。
　翁長雄志知事は「米軍の要求を最優先する姿勢は信頼関係を損ねる」と憤りをあらわにした。当然である。なぜ今、そんなに急がなければならないのか、理解に苦しむ。
　事故は昨年１２月１３日に起きた。空中給油訓練中のオスプレイが沖縄県名護市の沿岸に不時着し、機体が大破した。米軍が事故発生から同型機の飛行を再開させたのが、そのわずか６日後。そして１カ月弱後、空中給油訓練を含めた完全運用再開である。
　「事故防止に有効と認められる対策を幅広く取っていると認められた」（菅義偉官房長官）というのが、政府が容認した理由だ。米軍による空中給油訓練に関する幅広い教育措置やシミュレーターを使った訓練が、それだという。
　しかし、肝心の事故原因は依然解明されていない。空中給油の際にオスプレイのプロペラが給油ホースに接触したことまでは分かっているが、根本的な原因は特定されず、米軍が現在精査中だ。
　搭乗員の資質や乱気流、降雨が影響している可能性を調べているという。しかし、強大なプロペラを持つが故に操縦が難しく、度々事故を起こすオスプレイに構造的な問題はないのだろうか。
　残念ながら、日米地位協定が立ちはだかって、日本側は事故捜査や調査に関与できない。だからといって、米軍の主張をうのみにするだけでは無責任のそしりは免れない。事故防止のためにも協定の見直しに踏み込むべきだ。
　米軍は高圧的に映る。在沖縄米軍トップは今回の事故について、海への不時着によって惨事を避けられたことを捉えて、「操縦士は感謝されるべきだ」と言い放った。どれだけ沖縄県民の感情を逆なでしたことか。
　自国の軍事上のメリットには目をつぶり、「日本を守ってやっているのに、文句を言われる筋合いではない」と言わんばかりである。
　選挙期間中、日本に対して米軍駐留経費の負担増を唱えたトランプ次期米大統領の登場と無縁ではあるまい。給油訓練再開をのんだ背景には新政権を刺激するのは得策ではない、との官邸の思惑も働いただろうが、日本の態度はあまりにも腰が引けている。
　「沖縄に戦後７１年も基地を押しつけて、まだ犠牲を強いるのか」−。このままでは県民の反基地感情が、手を付けられないほど燃え上がりかねない。オスプレイは本土も飛行している。最優先すべきは、住民の安全確保である。

中國新聞／2017/1/7 10:00

社説　オスプレイ空中給油／再開容認、納得できない

　事故原因も調査中で特定されていない段階だ。十分に安全性が確保されたとは言い難い。反対する沖縄県民の声も無視した訓練の再開である。到底理解できない。
　米軍は普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の垂直離着陸輸送機オスプレイについて、空中給油訓練を再開すると日本側に伝え、日本政府は受け入れた。きのう沖縄の米軍基地からはオスプレイと空中給油機が離陸、訓練を再開した。
　昨年１２月、名護市沿岸で浅瀬に突っ込み大破した事故から１カ月もたっていない。沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事が「米軍の要求を最優先する政府の姿勢は信頼関係を損ね、強い憤りを感じる」と批判したのも当然である。
　事故は、沖縄本島沖の空域で、夜間の空中給油訓練中に起きた。米軍は、給油ホースにオスプレイのプロペラが接触したためで「機体構造などに問題はない」と強調し、事故からわずか６日後に飛行を再開。日本政府は受け入れた。そして今回の給油訓練も簡単に容認した。
　オスプレイのプロペラは大きい。水平にした固定翼モードから垂直離着陸モードにプロペラの向きを転換する際に、機体が不安定となるなど、空中給油時の危険性は一部の専門家から指摘されていた。
　米軍が主張するように、機体や装備に問題はなかったとしても、なぜホースとプロペラが接触するトラブルが起きたのか、という根本的な原因は明らかになっていない。操縦の難しさに加え、構造上の問題点も無視できないはずだ。
　米軍は「人的要因と乱気流などの環境要因、夜間の空中給油の複雑さが重なった可能性がある」と説明している。裏返せば、搭乗員のスキルや気象条件によっては、これからも事故は起きる可能性があるということではないか。
　政府が「安全に空中給油を実施する準備が整った」と強調しても、沖縄県民の納得は得られまい。最終的な原因解明を待たずに、訓練を強行する米軍と、いうがままに受け入れる日本政府の姿勢に問題がある。
　そもそも日本側は、事故機の主要部分は米軍が回収したため、実際には見ていない。日米地位協定にも阻まれ、事故原因の究明に関与できていない。
　米側の説明だけを根拠にして、どうやって国民の安全に責任を負うのだろう。再開の判断を見直すべきである。
　稲田朋美防衛相は、米側の再発防止策について「防衛省の専門的知見や経験と照らしても妥当だ」と評価した。
　しかし、搭乗員の訓練や陸上でのシミュレーションなどを１カ月足らず繰り返しただけで、どれだけ安全性が担保できたのか疑問が残る。
　普天間を拠点にする海兵隊のオスプレイは岩国基地（岩国市）に頻繁に飛来し、千葉県の陸上自衛隊木更津駐屯地で定期整備も始まる。その陸自も１７機を導入し、東京都の米軍横田基地には空軍が配備する計画だ。
　低空飛行訓練ルートは九州から四国、東北地方まで広範囲に設定されているとされる。安全性に疑問の残るオスプレイが、日本各地の空を飛び回るようになる現実を直視しなければならない。沖縄だけの問題で済ませてはならない。

中國新聞／2017/1/5 10:00

社説　首相年頭会見／多様な声に耳を傾けよ

　きのうの年頭記者会見で、安倍晋三首相は１２年に１度の政治の動きをひもといてみせた。
　２００５年に首相だった小泉純一郎氏が「郵政解散」で大勝したこと。１９９３年に自民党が戦後初めて下野したこと…。「酉（とり）年はしばしば政治の大きな転換点となってきた」と政治評論家のように語った。
　さらに２０日に迫ったトランプ米大統領就任や欧州で相次ぐ選挙を念頭に「世界でもさまざまな国のリーダーが交代し、変化の年となる」と述べ、ぶれないことが大切とも付け加えた。年頭の抱負を国民に語る場である。どんな意味があるのかと深読みした人もいるはずだ。
　だが首相はいつ衆院の解散カードを切るかには触れず、記者の質問も「新年になって４日間、全く考えなかった」とけむに巻いた。年明け解散の機運は遠のいた感があるが、政界の関心が総選挙の時期にあることを知ってのけん制かもしれない。
　一方で政策面は目新しいものはなかった。「経済最優先」を強調するとともに１億総活躍社会の実現などを掲げた。５月の憲法施行７０年にも触れて「次なる７０年を見据えながら未来に向かって、今こそ新しい国造りを進める時だ」と述べたが抽象論にとどまった。裏を返せば、５年目に入った安倍政権には変化を強いる政治的な圧力が乏しいことを示していよう。
　昨年来の強引な国会運営への批判もどこ吹く風で、自民党内では首相に右へ倣えの風潮が強まっている。党総裁任期は来年９月に切れるが、２０年東京五輪までの続投を視野に入れていよう。あうんの呼吸で、３月の党大会では２１年までの党総裁の任期延長を決定する。
　内閣支持率は確かに高止まりしている。だが長期政権ありきの目先の選挙戦略より、政策の客観的な評価がまず必要だ。
　きのうの東京株式市場の大発会で株価は５００円近く値を上げた。大型減税や公共投資を掲げるトランプ政権への期待含みもあるようで、日本経済の見通しは楽観できない。金融緩和頼みのアベノミクスが限界に差し掛かっているのも確かだろう。
　「２０日からの通常国会は未来を開く国会」と首相は述べた。それには足元の国会運営から謙虚な姿勢で臨んでほしい。
　目下、最大の議題は天皇退位の扱いだ。近く有識者会議が論点整理をするが、政府側は特別立法の対応を軸に考えているようだ。できるだけ早期に決着して衆院解散のフリーハンドを得つつ、本格的に改憲論議に入りたい意図が透ける。
　これに対して民進党は皇室典範の改正を求めている。首相は「政争の具にしてはならない」と述べた。ならば与党案を押し付けるのではなく、野党側との熟議が不可欠ではないか。
　「安倍１強」と呼ばれる中で国会で数の力で異論を封じる手法では世論との隔たりはますます深まる。国の財政悪化や少子高齢化、格差拡大など懸案は山積みである。拙速を廃した国民本位の国会審議があらゆるテーマで求められよう。政権としては多様な声に耳を傾ける姿勢を忘れてはならない。
　衆院解散を巡っては「今秋以降、遅くとも来年初頭まで」との見方が一般的だが、国民が求めるのは党利党略ではない。それは野党も同じことだ。

西日本新聞／2017/1/5 12:00

社説　今年の日本経済／基本政策の総括的検証を

　今年の日本経済は宿題が多い。
　まず、ようやく「踊り場」を抜け出そうとしている景気を回復軌道へ乗せる。企業の成長を促し、地方創生に道筋を付ける。そして、人口減少や高齢化に向き合い、財政の立て直しに挑む。さらに、「働き方改革」や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の漂流を受けた通商政策の再構築も待ったなしだ。
　その意味で今年は、金融政策・財政政策・成長戦略の「三本の矢」でデフレから脱却し、経済を成長軌道に乗せる‐と宣言したものの、行き詰まりも指摘されている「アベノミクス」に真の評価が下る年といえよう。とりわけ出遅れ気味の成長戦略の具体化と成果が問われる１年となりそうだ。
　安倍政権が現在の経済政策に乗り出して４年。これまで放たれてきたのは、主として第１の矢と第２の矢、すなわち金融政策と財政政策だった。
　●重みを増す成長戦略
　金融政策は、日銀の異次元緩和が看板である。財政政策は、景気刺激のため財政出動を行いつつ、財政の再建も目指す両面作戦だ。しかし金融・財政両政策とも限界が見えてきた今、真価が問われるのは第３の矢の成長戦略である。
　その具体策を官民会議「未来投資会議」が今月中にも中間報告の形で打ち出すという。主要テーマを「人工知能（ＡＩ）などを活用した第４次産業革命」「企業関連制度改革・産業構造改革」「医療・介護」「地方活性化などローカルアベノミクスの深化」の四つに設定し、論議してきた。
　従来の成長戦略は訪日観光客の拡大や農産物の輸出促進、ビッグデータ活用など総じて小粒な印象が否めない。今度こそ日本経済の生産性を高め、新市場を創出する戦略を立案、具体化してほしい。
　「働き方改革」の議論も深化を望みたい。同改革実現会議は３月末までに政策をまとめるが、重要テーマの同一労働同一賃金の実現、長時間労働の是正、高齢者の就労促進は、成長戦略や労働市場改革としても大きな意味を持つ。働く人本位の政策を求めたい。
　同時に、この４年間で金融政策・財政政策・成長戦略がどれだけ効果を上げたのか。昨年、日銀が実施したような「総括的検証」がアベノミクスにも必要である。
　●民間企業の奮起に期待
　さて、今年の日本経済はどこへ向かうのか。米国、欧州、新興国と予測困難な海外経済の動向に大きく左右される年となりそうだ。
　米国経済はトランプ新政権への期待がどこまで持続するのか。インフラ投資や大型減税などの政策がどの程度実行されるか‐が鍵となる。保護主義的な通商政策や移民抑制などに強硬な姿勢を示せば、市場の期待は一気にしぼみ、日本経済にもマイナスとなろう。
　欧州は主要国で相次ぐ国政選挙が焦点だ。今年は欧州連合（ＥＵ）のドイツとオランダで総選挙、フランスで大統領選など重要な選挙が行われる。反ＥＵ的な指導者や政党が勢力を拡大すれば、英国に次ぐ離脱への懸念も高まり、リスク要因として作用しそうだ。
　新興国経済も不透明感が漂う。昨年末の米国利上げに伴って米国への資金還流が進み、既に資金流出を招いている国がある。今年も予測される米利上げで流出に拍車がかかる事態が懸念される。鉄鋼業の過剰生産など構造問題を抱える中国経済の行方も気掛かりだ。
　そうした中で日本の２０１７年度の実質国内総生産（ＧＤＰ）は民間シンクタンクの多くが１・０％以上の成長を見込んでいる。
　個人消費は実質賃金が堅調なことから緩やかながら拡大基調が続くとみている。設備投資は持ち直し、公共投資も１６年度第２次補正予算の執行などで増加するが、住宅投資の行方は見方が分かれている。日銀の金融政策は、追加緩和余地も限られており、大幅な政策変更はないとの見立てが主流だ。
　予測困難で不確実な時代だからこそ、求められるのは民間企業の創意と挑戦である。シェアリングエコノミー（共有型経済）、介護ロボット開発、自動運転技術、音声認識端末などイノベーションが生まれている。自律的な経済の成長を牽引（けんいん）するのは民間だ。九州の企業もぜひ奮起してほしい。
　宿題は山積みである。重い課題にも正面から向き合い、持続可能な日本経済の成長実現へ踏み出す２０１７年にしたい。

西日本新聞／2017/1/4 12:00

社説　２０１７政治展望／長期政権で真価問われる

　酉（とり）年にちなんで例えれば「飛ぶ鳥を落とす勢い」は今年も続くのだろうか。第２次政権発足から４年が過ぎてなお安倍晋三内閣の支持率は高い水準で推移している。
　第１次政権と合わせた首相の在職日数は昨年１１月に１８００日を超え、自民党総裁任期の延長にも道筋を付けた。今年５月には小泉純一郎氏を抜いて戦後３位、戦前を含めても５位に躍り出る。
　「自民１強」「首相１強」と呼ばれる長期政権は安泰なのか。波乱の要素は見当たらないのか。今年の政治を展望してみた。
　●「１強」の光と影
　首相を支える自民、公明の「与党１強」体制は、日本維新の会の与党接近でさらに盤石となる一方で微妙な影も落としている。
　昨年の臨時国会で維新は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認・関連法、年金改革関連法の採決で賛成に回った。質疑で同じ野党の民進党を批判する場面も目立った。
　維新代表の松井一郎大阪府知事が誘致に積極的なカジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）整備推進法では、山口那津男代表ら慎重派を抱えて自主投票とせざるを得なかった公明を尻目に、自民とスクラムを組んだ。
　昨年７月の参院選を経て自民は衆参両院で単独過半数を制した。２７年ぶりのことだ。「数の力」は戦後政治史上でも有数の強固な政権基盤といえるだろう。
　その上に公明の議席が加わり、場合によっては維新の議席も勘定できる。首相には、テーマによって公明と維新を両てんびんにかけて使い分ける余裕が生まれた。
　逆に賛否が割れているのに採決に持ち込まれ、自民と共同歩調が取れなかった公明の衝撃は大きい。昨年末の政府と与党の協議会では、カジノ法で再延長した国会運営について公明側から疑義が出た。東京都議会でも小池百合子知事の評価を巡って自民、公明に隙間風が吹き始めている。
　●選挙で勝ってこそ
　公明と維新の使い分けも可能なほど議席に余裕が生まれているのに、首相は衆院解散の時期を模索する。「１強」体制が揺らぐこともあり得る‐にもかかわらずだ。
　首相が常に衆院選の機会をうかがうのは「国政選挙を勝ち抜くことこそが政権の原動力だ」という確信があるからだろう。政権奪還を成し遂げた２０１２年総選挙をはじめ、衆参国政選挙で４連勝した実績がそれを裏打ちする。
　民意の審判を受けて目指す政策を実行していく。それが政治の王道であることは否定できない。
　ただ、「安倍１強」を一皮むけば、そこには「ポスト安倍」を狙う次期自民党総裁候補の存在感の希薄さ、そして民進党など野党の非力という要因が浮かび上がる。政権党の内にも外にも首相を脅かす存在が見当たらない希有（けう）な現実が一見盤石の「１強政治」を形作っているといえるのではないか。
　それが「政治の安定」を支えているのも現実だろう。だが、世代交代に象徴される政権党の活力や与野党が切磋琢磨（せっさたくま）して切り開く政権交代の可能性など、政治の躍動感や国会の緊張感に照らし合わせれば、弊害がないとはいえない。
　首相自身が「常在戦場」と解散風をあおる中、国会議員、特に衆院議員は解散の影におびえ、政策が二の次になってはいないか。
　●岐路に立つ安倍政治
　首相は「決められる政治」を掲げる。では、この４年間で何を決めてきたのか。
　憲法違反の疑いがある安全保障関連法、国民の知る権利を侵しかねない特定秘密保護法に象徴されるように、最後は「数の力」で押し切る「力の政治」が目立つ。その先に首相は悲願とする憲法改正を視野に入れているのだろう。
　他方で首相が決めずに避けてきた課題もある。社会保障や税財政の持続可能な将来像は事実上手付かずだ。東京電力福島第１原発事故を踏まえ、エネルギー政策全体の中で原発をどう位置付けるかという論議は不十分なまま、なし崩し的に原発回帰が進む。米軍基地問題を巡る政府と沖縄県の対立は解決の糸口さえ見えない。政権浮揚の代名詞「アベノミクス」も行き詰まりの様相で岐路に立つ。
　長期政権をうかがう首相は国民に何を訴え、どんな政治を目指すのか。安倍政治の真価が問われる１年であることは間違いない。

東奥日報／2017/1/9 10:05

社説　改正ありきでない議論を／憲法施行70年　節目の年

　「新しい時代にふさわしい憲法はどんな憲法か議論を深め、形作っていく年にしたい」。安倍晋三首相は年頭の自民党の会合で、憲法改正へ向けた議論の進展に意欲を示した。
　日本国憲法は今年5月3日、施行から70年を迎える。憲法を取り巻く政治状況は昨年の参院選で大きく変わった。衆参両院で憲法改正に前向きな勢力が発議に必要な3分の2以上の議席を占め、今年は改憲論議が本格化しそうだ。
　「新憲法をつらぬいている民主政治と、国際平和の輝かしい精神を守りぬくために、全力をつくすことを誓おうではないか」。1947年5月3日に発行された小冊子「新しい憲法　明るい生活」はこう呼び掛けた。作成したのは帝国議会に設置された「憲法普及会」。2千万部を全国の家庭に配布した。
　70年前に掲げた理念を私たちは実現できているだろうか。理念は理想的すぎるという議論もあろう。だが憲法の条文を現実に合わせて書き換えるのではなく、理念に現実を近づけるよう努力するとともに、「改憲ありき」ではない議論を深めたい。
　憲法の基本理念をあらためて考えてみたい。「基本的人権の尊重」はどの政党も否定しないが、本当に人々の人権は守られているのか。グローバル経済の下、富の集中と格差・貧困の拡大が指摘される。ネット上では人格を傷つけるような言説が拡散する。憲法は基本的人権を「侵すことのできない永久の権利」と定めている。
　「平和主義」はどうか。日本はこの看板の下、海外で武力行使をせずに現在を迎えている。改憲勢力も「平和主義」は否定しない。問題はその中身である。昨年施行された安全保障関連法は自衛隊の海外での活動を拡大した。テロや紛争が相次ぐ不安定な時代の中で「平和主義」をどう具体化するのか。対立や軍拡競争に加担しない外交と国際貢献を議論したい。
　「国民主権」は機能しているだろうか。国会では少数意見を切り捨てるような強硬な運営が目立つ。各種選挙での投票率の低さは、私たちが向き合うべき課題といえよう。
　全ての基礎にあるのが憲法は権力を縛るという「立憲主義」だ。権力を制限することで人権や自由は守られ、国民が主権者として平和を希求する政治を進めることが可能となる。このことを再確認したい。

茨城新聞／2017/1/7 6:05
論説　空中給油訓練／再開容認は撤回すべきだ

　事故原因の調査が終わってもいないのに、なぜ日本政府は訓練再開を認めたのか。到底受け入れられない決定である。
　 米軍は昨年12月13日に、空中給油の訓練中に沖縄県名護市の沿岸に不時着、大破する重大事故を起こした新型輸送機オスプレイによる給油訓練を再開すると日本側に伝達、政府は容認した。
　 事故からまだ1カ月もたっていない上、米側は「事故調査は継続中」としている。安倍晋三首相は先のハワイ・ホノルルでのオバマ米大統領との首脳会談で「安全確保と情報提供」を求めたはずだ。今回の対策説明で、何を根拠に政府が「安全に空中給油を再開する準備は整った」と判断したのか。大いに疑問だ。
　 オスプレイの配備撤回を求めている沖縄県の翁長雄志知事が「強い憤りを感じる」と述べたのは当然である。オスプレイの飛行訓練ルートは全国にまたがる。陸上自衛隊のオスプレイ配備が計画されている佐賀県幹部も「再開に違和感を覚える」と指摘した。
　 安倍首相は、国民の生命と財産を守るのが国家の役割だとしばしば強調する。だが見切り発車のような訓練再開の容認は国民の生命を軽視するものではないか。少なくとも事故原因の最終調査結果が出るまで再開容認を撤回すべきだ。
　 事故は沖縄本島沖の空域で、夜間の給油訓練中に発生した。だが米軍は事故からわずか6日後に飛行を全面再開し、日本政府はこれを容認した。そして今回の空中給油訓練の再開である。
　 問題点を三つ挙げたい。一つ目は、事故に対して日本独自の調査が行われなかったという点だ。
　 海上保安庁は航空危険行為処罰法違反の容疑で捜査するため協力を申し入れたが、米軍は応じなかった。機体の主要部分は米軍が回収してしまった。米軍関連の事件事故では日米地位協定の下、同様の事態が繰り返される。周辺住民の不信や不安、基地への反発を一層募らせることになろう。
　 二つ目は、米側の原因説明が納得できるものではないという点だ。事故は空中給油中にオスプレイのプロペラと給油ホースが接触して発生した。米側はオスプレイの機体に構造的、機械的な問題はなかったと説明。搭乗員間の意思疎通などの人的要因と、乱気流などの環境要因に、「夜間の空中給油の複雑さが重なり」事故が起きた可能性があるとしている。
　 しかしこの説明では、人的、環境的な要因が重なれば今後も事故が起きる可能性があるということではないか。日本政府がなぜこの説明を受け入れたのか疑問だ。
　 三つ目は、日米同盟を理由に米軍を優先する姿勢だ。米側は「搭乗員は空中給油の技能と練度を維持する必要がある」と説明したが、これは軍の都合にすぎない。
　 防衛省は「飛行の安全確保が大前提だが、空中給油の重要性を理解する」と訓練再開容認の理由を説明した。パイロットの教育や地上でのシミュレーションなど1カ月にも満たない対応策で十分だと認めたのは納得できない。
　 沖縄では米軍普天間飛行場の移設が計画される名護市辺野古沿岸部の埋め立てを巡り、承認を取り消した県側の敗訴が最高裁で確定した直後に政府は工事を再開した。沖縄県の意向を無視する対話なき強行策は対立を深めるばかりだ。

信濃毎日／2017/1/9 10:05

社説　物品提供協定／拡大を当然視できない

　政府は、自衛隊が他国軍と物資や役務を融通し合うための物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の締結作業を加速させている。
　軍事面の協力拡大が当たり前のように進んでいく状況に不安が募る。
　岸田文雄外相、稲田朋美防衛相がフランスとの外務・防衛閣僚協議（２プラス２）を開き、ＡＣＳＡの締結交渉を始める方針で一致した。安全保障関連法を踏まえた他国軍との協力拡大の一環だ。
　岸田氏は「早期の協定締結を目指し、作業を急ぐ」と記者団に述べている。
　ＡＣＳＡは水、食料などの物品や輸送、修理といった役務について貸し借りのルールを定めるものだ。提供を受けた場合、同じ物品や役務での返還が原則である。
　日本は米国、オーストラリアと既に締結している。
　安保法は、日本の平和と安全に重要な影響を与える「重要影響事態」などで、米軍以外の他国軍も後方支援の対象とした。従来は日本が直接攻撃を受けた場合などに限って認めていた弾薬の提供も広く解禁している。
　米国とは昨年９月、弾薬提供など安保法を反映した改定に署名した。昨年の臨時国会に改定案を提出したものの、他の法案審議の影響で継続審議になった。政府は２０日召集の通常国会での承認を目指している。日豪間でも早期に改定に署名したい考えだ。
　英国、カナダとは締結に向けて交渉している。ニュージーランドとも検討段階にある。
　協力強化に伴って今後、他国軍との共同訓練などが増えていくだろう。専守防衛の基本が崩れていかないか。平和憲法の下、必要最小限度の実力組織と位置付ける自衛隊の在り方が変質していく恐れがますます強まる。
　安保法により自衛隊が後方支援に当たれる場所も広がった。
　以前は「非戦闘地域」に限っていた。現に戦闘行為が行われていないことに加え、活動期間を通じて戦闘行為が行われることがないと認められる場所だ。
　これを改め、「現に戦闘行為が行われている現場」でなければ活動できるようにした。戦闘が起こり得る場所でも他国軍を支援できる。隊員のリスク増大が懸念されるのに審議は深まらなかった。
　国会は米国との新協定の是非だけでなく、安保法の問題点を改めて議論しなくてはならない。

信濃毎日／2017/1/8 10:05

社説　首相の姿勢／注意深い目を今年も

　安倍晋三首相が自民党の会合であいさつし改憲に向けた議論進展に意欲を示した。
　こう述べている。
　「憲法施行から７０年の節目の年だ。新しい時代にふさわしい憲法はどんな憲法か議論を深め、形作っていく年にしたい」
　首相は国民向けの年頭記者会見では「７０年の節目」「新しい国造りを進めるとき」などと述べたものの、改憲論議を促す発言は控えていた。改憲を党是とする自民党の総裁として、場所を選んで踏み込んだ発言をしたのだろう。
　首相の言うように、今年は新しい憲法に向け議論を進める年になるのか。そうすべきなのか。
　国会では昨年、衆参の憲法審査会が計３回開催されている。
　審査会で民進党の委員は「憲法違反との批判がある安保関連法をそのままにした状態での改憲論議は絶対に許されない」と述べた。「自民の改憲草案は立憲主義に反する」とも指摘した。
　公明党の委員は、自民に根強い連合国による押しつけ論には賛同できないと述べた上で、公明がかねて掲げる加憲論を展開した。加憲とは、現憲法の基本原則を維持しつつ新しい項目を付け加えるべきだとする考えである。
　野党第１党との間で議論を進める土俵が整わない。与党内でも基本姿勢に隔たりがある。
　これでは議論の深化は望めない。ましてや改憲項目を絞り込むのは難しい。
　長野市議会が昨年１２月、国会での「慎重な憲法論議」を求める請願を採択している。「各界各層の多様な意見を踏まえ、厳に慎重に論議すること」や「拙速な憲法改正発議は行わないこと」を求める内容だ。全会一致だった。
　改憲手続きを進める環境が国民レベルでも整っていないことが、この請願からも分かる。
　自民党は３月の大会で「２期６年まで」だった総裁任期を「３期９年まで」に延ばす。来年秋の総裁選に勝てば安倍首相の任期は２０２１年９月までになる。
　首相は以前、今の憲法について「連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が８日間で作り上げた代物」と述べたことがある。「みっともない憲法」との発言もある。
　チャンスが訪れたら、首相は国会の“数の力”を使って一気に改憲具体化を目指す可能性が高い。首相の姿勢には今年も目を注ぎ続けなければならない。

信濃毎日／2017/1/7 10:05

社説　「共謀罪」法案／危うさは変わっていない

　うわべを取りつくろっても、危うい本質は変わっていない。
　「共謀罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案である。政府が、２０日召集の通常国会に提出する方針を固めた。
　犯罪を実行しなくても、話し合い（謀議）をしただけで処罰の対象にする。それが共謀罪だ。捜査に不可欠な盗聴や監視によってプライバシーや内心の自由が侵され、市民運動の抑圧につながる危険性をはらんでいる。
　法案は２０００年代に３度、国会に提出され、いずれも廃案になっている。２０年の東京五輪が近づき、テロ対策を前面に出して再び立法化の動きが強まった。
　今回の改正案は、罪名を共謀罪ではなく「テロ等組織犯罪準備罪」に変え、適用対象を「組織的犯罪集団」に絞った。謀議だけでなく一定の「準備行為」があることも構成要件に加える。
　とはいえ、共謀を処罰することに変わりはない。法務省は、適用対象は極めて限定されると説明するが、組織的犯罪集団かどうかの認定は捜査機関に委ねられる。
　何が準備行為にあたるかも明確でない。改正案は、資金や物品の取得を挙げた。拡大解釈、恣意的な判断の余地は依然大きい。
　米軍基地や原発に反対する運動をはじめ、政府の方針に異を唱える市民の活動が標的にされないか。乱用の懸念は消えない。
　国連は２０００年、「国際組織犯罪防止条約」を採択した。政府は、この条約を締結するには共謀罪の新設が不可欠としてきた。
　日弁連は共謀罪に反対する意見書を出している。条約の締結に新たな立法の必要はないと指摘。現行法でも重大犯罪には予備罪や準備罪が定められ、組織犯罪を未然に防ぐ措置がとられていることを理由に挙げた。
　条約は本来、マフィアや暴力団による経済犯罪への対処を目的にしたものだ。テロ対策は、後付けで持ち出されたにすぎない。
　日本はテロ防止に関わる国連の条約をすべて締結している。国際的な要請として、さらに共謀罪を導入しなければならない理由は見いだしにくい。
　共謀罪の対象になる犯罪は６００を超す。実行行為を罰する刑事法の基本原則が崩れ、プライバシーや内心の自由を守る盾としての役割が損なわれかねない。
　五輪やテロ対策という大義名分に共謀罪の危うさが覆い隠され、市民への監視強化が進められようとしていないか。裏側にあるものを見据える必要がある。

信濃毎日／2017/1/6 10:05

社説　トランプ流／つぶやきで動かす危うさ

　米国の次期大統領トランプ氏のツイッターでのつぶやきが波紋を広げている。
　米自動車大手のフォード・モーターが人件費の安いメキシコで計画していた工場新設を取りやめると発表した。
　「米国第一」を掲げるトランプ氏は雇用の流出につながると、ツイッターなどで訴えていた。
　フォードは米国内で小型車の需要が鈍っていることを理由に挙げたが、トランプ氏の批判を意識した判断とみられる。
　ゼネラル・モーターズ（ＧＭ）に対しても、メキシコで生産した小型車を米国で売っているとツイッターで指摘。「米国で造るか、巨額の関税を払うかどちらかだ」と迫った。権力の道具のように使っており、問題が多い。
　自動車は米国の基幹産業だ。仮に工場を自国に取り戻しても、賃金の高さから生産現場の自動化が加速し、雇用を奪う結果を招くかもしれない。
　日本を含む海外のメーカーに矛先が向かうこともあり得る。自国最優先に固執するあまり、世界経済を混乱させないか心配だ。トランプ新政権が繰り出す政策を厳しく見なくてはならない。
　トランプ氏のツイッターによる企業活動への介入は今回が初めてではない。昨年の大統領選中には大手空調設備メーカーによるメキシコへの工場移転計画を激しく攻撃した。選挙後、同社への減税を見返りにする格好で雇用の削減を一部撤回させている。
　こうした手法が常態化していけばどうなるか。政治と経済の癒着が深まり、政権の意向に沿う企業が甘い汁を吸う構造を生むことになりかねない。
　サマーズ元財務長官が米有力紙に寄稿し、「ルールと法律に基づく米国の資本主義を永遠に傷つけかねない重大な問題だ」と警告を発したほどだ。
　さらに問題なのはトランプ氏の安易とも思えるツイッターの利用の仕方だ。大統領就任前とはいっても、自分の立場が分かっているのか、理解に苦しむ。
　昨年暮れには米の核戦力を大幅に強化しなければならないとツイッターで訴えた。世界に重大な影響を与える核政策に関する考えを明確な理由や目的も示さずに発信するのは軽率過ぎる。
　記者会見を疎み、一方的に見解を表明することが続けば説明責任から逃げているとの批判が高まるのは必至だ。大統領としての資質に疑問が募るだけでなく、米国の信用も損なわれる。

信濃毎日／2017/1/5 10:05
社説　安倍外交／基軸はどこにあるのか

　「鳥の目のように世界地図を俯瞰（ふかん）する積極的な外交を今年も展開する」。安倍晋三首相は、年頭の記者会見で今年の干支（えと）に絡めて意欲を語った。
　安倍外交はこのところ、ほころびを感じる場面が目立つ。会見では、先の見えない時代に大切なのはぶれないことだとも強調している。直面する課題は多い。外交の基軸がどこにあるのか、分かりやすく説明する必要がある。
　さっそく問われるのが日米関係だ。２０日にトランプ氏が大統領に就任する。各国とどう向き合うのか、言動は予測しにくい。
　首相は２７日を軸にワシントンでの会談を調整している。アジア太平洋地域の平和と安定に向け、結束を確認したい意向だ。
　大統領選に勝利したばかりの昨年１１月にも会談し、首相は「信頼できる指導者と確信した」と述べていた。その数日後にトランプ氏は首相が力を入れる環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの脱退方針を改めて表明している。果たして首相の狙い通りに運ぶだろうか。
　トランプ氏の対中国強硬姿勢はとりわけ不安材料だ。慣例を破り台湾の蔡英文総統と電話会談をした。中国はその後、南シナ海で米国の無人水中探査機を奪取し、空母「遼寧」を西太平洋に展開している。情勢が緊迫化すれば、日本も対応を迫られかねない。
　日ロ関係も難題だ。プーチン大統領との先月の会談は領土問題で進展がなかった。日本政府は北方四島での「共同経済活動」を成果と強調したものの、事態打開につながるか展望は見えない。
　一方でロシアへの接近は、先進７カ国（Ｇ７）内に不信を生む可能性がある。経済協力を進めながら、ウクライナ南部クリミア編入に対する制裁は続けるという日本の方針は分かりにくい。
　先月初め、Ｇ７の首脳がシリア内戦を巡りロシアを非難する声明をまとめた際、日本政府が賛同を拒んでいたことも明らかになっている。プーチン氏来日を控え、ロシアを刺激することを避けた。こうした姿勢に各国の理解を得られるのか疑問だ。
　「地球儀を俯瞰する外交」を掲げ、首相は積極的に外遊を重ねてきた。本当に世界情勢を視野広くとらえているのか、目先の実績作りに躍起になっていないか。昨年はＴＰＰを優先した結果、地球温暖化対策のパリ協定批准が遅れる失態もあった。
　首相は通常国会を２０日に召集する考えだ。各党は安倍外交に深く切り込まなくてはならない。

新潟日報2017/01/07
社説　空中給油再開　事故原因究明が先である
　沖縄の不安は全く解消されていない。県民感情を踏みにじる行為と言わざるを得ない。
　在日米軍は普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の新型輸送機、オスプレイの空中給油訓練を再開した。日本政府は容認した。
　オスプレイは先月１３日夜、沖縄本島沖で給油訓練中にプロペラが給油ホースに接触し破損した。機体は、名護市の浅瀬に不時着して大破した。それ以来、給油訓練を行っていなかった。
　同じ日には、別の１機が飛行場で胴体着陸した。
　重大事故が続発してからまだ１カ月も経過しておらず、原因は最終的に特定されていない。
　沖縄県民や、オスプレイが使用する基地周辺の住民が、給油訓練の再開に不安を募らせるのは当然といえよう。
　米軍はプロペラがホースに接触した原因について「搭乗員の資質や乱気流、降雨などが影響した可能性を調べている」と説明するにとどまっている。
　米軍は機体に問題はないとして、事故の６日後に飛行を再開した。給油訓練については、パイロットの教育や、地上でのシミュレーションなどを完了し、再開準備が整ったとした。
　だが、事故の原因を完全に究明しなければ、再開の準備などできるはずがない。
　夜間の給油訓練は、機体同士の間合いの取り方などで、特に高い技能が必要だ。短期間で向上させることができたのか。
　米軍は今後も給油訓練は陸地の上空では実施しないとしている。だが、先月の訓練も洋上で行われたのに、人家への墜落という最悪の事態を招きかねなかった。洋上ならば安全とは言えないのだ。
　米軍がやらなければならないのは事故調査だ。そして再発防止策を講じ、県民に説明し、理解を得るのが筋である。それまで給油訓練をしないように求めたい。
　日本政府の容認判断は、看過することができない。
　菅義偉官房長官は「事故防止に有効と認められる対策を幅広く取っていると認められた」と、理由を述べた。
　しかし、在日米軍の法的な地位を定めた日米地位協定が壁となり、政府は主体的な事故調査をほとんどしていない。
　菅氏は給油訓練の実施状況について、米軍に照会する考えはないとした。これでは県民に対して、あまりにも無責任ではないか。
　翁長雄志（おながたけし）知事は「米軍の要求を最優先する政府の姿勢は、県との信頼関係を大きく損ねる」と厳しく批判した。
　沖縄県議会は、オスプレイの飛行中止と配備撤回を求める決議をして、政府に意見書を提出した。
　県内では、日米両政府が県民を軽視していると、反発の声が高まっている。
　政府は先月、普天間飛行場を移設するため、翁長知事が反対する中、名護市辺野古沿岸部の埋め立てに向け工事を再開した。
　対立をこれ以上深めないために、政府は沖縄県としっかりと向き合うべきである。
福井新聞／2017/1/9 8:05

論説　オスプレイ空中給油訓練／対米優先の再開は危険だ

　わが国の安全確保には日米同盟が最優先事項。たとえ沖縄県民を犠牲にしてでも—。政府の米追従姿勢からは、そう読み取れる。
　米軍普天間飛行場所属の新型輸送機オスプレイが重大事故を起こして１カ月足らず。事故原因が十分究明されていないにもかかわらず米軍は給油訓練を再開、政府も容認した。県民の不信と怒りは強まる一方だ。普天間飛行場の名護市辺野古への強行移設と併せ、安倍政権の沖縄軽視政策が一段とあらわになる。
　事故が発生したのは昨年１２月１３日。米軍の説明によると、夜間の空中給油訓練中にオスプレイのプロペラが給油機のホースと接触して破損、沿岸の浅瀬に不時着したという。機体の大破状況から、翁長雄志（おながたけし）知事が指摘するように墜落したとしか言いようがない。
　米軍は「事故調査は継続中」としながら、構造上の問題は早々否定。原因について搭乗員の意思疎通などの人的要因と乱気流、降雨などの環境要因、空中給油の複雑さが影響した可能性があるとしている。搭乗員らの教育措置を講じ、シミュレーターによる訓練も実施したと強調する。
　政府はこれで事故は再発しないと納得したのか。稲田朋美防衛相は「原因を完全に特定するには至っていない」とする。つまり米軍報告内容は不十分ということだ。それなのに「米軍の安全対策は有効」と評価し訓練再開を容認した。
　最大の問題は、県内での事故なのに日本側の独自調査ができないことである。海上保安庁が航空危険行為処罰法違反の容疑で捜査協力を申し入れたが、米軍側は応じなかった。またも不公平な「日米地位協定」の壁に阻まれたのだ。
　稲田氏は「沖縄などの皆さんにしっかりと事故原因と対策について説明したい」とするが、説得できるのだろうか。矛盾したつじつま合わせの説明で県民が納得するわけがない。
　オスプレイは事故から６日目の１２月１９日に飛行を再開した。県民の怒りが渦巻く中、稲田氏は２０日時点の会見で米側が機体自体の原因を否定し、政府も追認したことについて「一般的に理解がいただけるのではないか」と述べた。一般的とは「国民全体だ」とも。
　政治家としてもっと発言に責任を持ってほしい。
　安倍政権が日米同盟を重視する背景には、軍備を拡大する中国や北朝鮮への警戒感、同盟国に軍事費の負担増を求めるトランプ次期米大統領への思惑もある。
　だとしても自治体の不安を無視してよいのか。オスプレイの飛行訓練ルートは全国に広がる。翁長知事が「強い憤りを感じる」と批判したのは当然で、陸上自衛隊の同機種配備が計画される佐賀県幹部も「再開に違和感を覚える」と不信感を示している。
　首相は「米軍機の飛行安全の確保は円滑な米軍駐留の大前提だ」と述べてきたはずだ。オスプレイは開発段階から墜落事故が相次いでいる。人的要因も重なった今回の事故により県民不安はさらに高まるだろう。

京都新聞／2017/1/5 12:05

社説　首相年頭会見／課題克服の道筋を語れ

　安倍晋三首相は第２次政権発足から５年目に入った。３月の自民党大会では党総裁任期が延長される。高い支持率を背景に、前例のない長期政権を見据えた「１強」体制はさらに強まりそうだ。
　年頭記者会見で首相は自信に満ちた表情で「新しい国づくり」に挑むと繰り返した。ただし、最優先に掲げる経済政策「アベノミクス」は行き詰まり感が拭えない。まもなく就任するトランプ次期米大統領との関係をいかに築くかなど外交課題も山積する。内外の厳しい現実をどう乗り切るのか、その具体的な道筋を語らなかった。
　首相は会見で「本年も経済最優先の姿勢に変わりはない。デフレ脱却に向けて三本の矢をうち続けていく」と強い意欲をみせた。
　しかし、昨年は、景気低迷の懸念などから、２０１７年４月に予定していた消費税率１０％への引き上げ時期を２年半延期した。日銀も、２％の物価上昇目標の達成時期について、１１月に５回目の先送りを決めた。
　成果としてきた税収増も頭打ちで、アベノミクスには失速感がつきまとう。変化する時代に「大切なのはぶれないこと」と首相は述べたが、展望の見えない経済政策に固執すべきではないだろう。
　２０日召集の通常国会では当面、１６年度第３次補正予算案と１７年度予算案の審議が中心となる。総額９７兆４５００億円と過去最大になった１７年度一般会計予算案は、借金頼みの体質から脱却できないままだ。アベノミクスの検証や財政再建への道筋について、国会論議を深めてもらいたい。
　看板政策である「働き方改革」でも本気度が問われる。安倍政権は過労死や長時間労働防止対策に重点に置くが、一方で、労働時間の規制緩和を盛り込んだ労働基準法改正案も国会に提出している。整合性をいかにとるのか。
　首相は酉（とり）年は「政治が大きな転換点を迎える年」と位置付け、今年は憲法施行７０年の節目にあたるとして「未来への責任を果たす」と語った。衆参両院で憲法改正の賛同勢力が３分の２を超え、憲法審査会が再開される中、改憲への強い意欲をみせたとも言えよう。
　今年は天皇陛下の退位を巡る議論も本格化する。首相は法整備について「静かな環境で議論を深めるべきだ」と述べたが、昨年の臨時国会では国会審議を軽視するような強引な採決が目立った。「熟議」を通じ、国民に丁寧に説明する国会の役割を取り戻さねばならない。

神戸新聞／2017/1/8 6:05
社説　政党交付金／使途はすべて公開すべき

　政務活動費（政活費）の不正な使われ方が次々と明らかになった地方議会では、ネット上で領収書を公開するなど透明化を図る動きが広がる。国会はどうか。
　共産党を除く各政党は政党助成法に基づき、年間で総額約３２０億円に上る政党交付金を受けている。
　このうち２０１１～１５年に、兵庫県内の各党の支部が使った計２３億円について、本紙報道部が調べたところ、半分に当たる１１億３８００万円は詳しい使途が分からなかった。
　県内の政党支部は毎年、兵庫県選挙管理委員会に政党交付金の使途等報告書を提出する。支出欄は、「人件費」「光熱水費」「事務所費」「選挙関係費」など１０項目に分かれている。
　ただし人件費や光熱水費、そして５万円未満の支出は領収書不要とされている。このため、使途のすべての内訳を知ることはできない。極めて不透明と言うしかない。
　不可解な金の流れも浮かんだ。１５年末に分裂した旧維新の党では、支部の解散が決まると、政党交付金の残金が政治団体などに「寄付」の形で移されていた。
　その額は計約１億６千万円で、新党の支部や関係者の政治団体に還流したとみられる。
　政党交付金について、政党助成法は「国民の信頼にもとることのないように、適切に使用する」と規定する。今のような状況では、国民の信頼にもとっていると言われても仕方ないだろう。
　国会議員にはほかに、文書通信交通滞在費（文書交通費）として毎月１００万円が支給されている。議員の歳費（給与）とは別で「第二の給与」と言われる。領収書の提出は一切不要で、何に使われているのかさっぱり分からない。
　使途の公開を義務づける法案が提出されたこともあったが、国会の反応は鈍かった。税金が原資という自覚はないのだろうか。
　法を改正し政党交付金も文書交通費も、すべての使途を公開すべきだ。現状では政活費の問題のように、不透明さの陰に不正な支出が隠れていてもチェックできない。
　国会では毎年のように、政治とカネの問題が明らかになる。まずは税金で支払われている資金の流れと使途を、有権者が自らの手で検証できるよう改めるべきだ。

山陰中央新報／2017/1/9 12:06

社説　憲法施行７０年／基本理念の実現も課題だ

　「新憲法をつらぬいている民主政治と、国際平和の輝かしい精神を守りぬくために、全力をつくすことを誓おう」。１９４７年の５月３日に発行された小冊子「新しい憲法　明るい生活」はこう呼び掛けている。
　作成したのは帝国議会に設置された「憲法普及会」。２千万部を全国の家庭に配布した。
　各章には「私たちの天皇」「もう戦争はしない」「人はみんな平等だ」「私たちのおさめる日本」などの見出しが並ぶ。象徴天皇制、平和主義、基本的人権の尊重、国民主権−。憲法の「理念」を国民に分かりやすく解説した内容と言える。
　日本国憲法は今年５月３日、施行から７０年を迎える。憲法を取り巻く政治状況は昨年の参院選で大きく変わった。衆参両院で憲法改正に前向きな勢力が発議に必要な「３分の２以上」の議席を占め、今年は本格的な改憲論議が行われる見通しだ。
　安倍晋三首相は年頭の自民党会合で「新しい時代にふさわしい憲法の議論を深め、形作っていく年にしたい」と述べた。確かに社会は変化した。だが７０年前に掲げた理念が実現しているだろうか。
　理念は理想的すぎるが憲法の条文を現実に合わせて書き換えるだけでなく、理念に現実を近づける不断の努力も求められている。改憲議論と同時に、理念の実現に向けて何を行うべきかを基軸に、社会や政治の在り方を考える議論を深めたい。
　基本理念をキーワードに考えてみよう。「国民主権」は機能しているだろうか。国会では少数意見を軽視する強硬運営が目立つ。各種選挙での投票率の低さは私たちが向き合うべき課題と言えよう。
　天皇陛下は昨年のビデオメッセージで「象徴の務めを果たすことが難しくなる」と述べられた。国民統合の象徴である天皇制の在り方もあらためて考えたい。
　「平和主義」はどうか。日本はこの看板の下、海外で武力行使をせずに現在を迎えている。改憲勢力も「平和主義」は否定しない。問題はその中身である。
　昨年施行された安全保障関連法は自衛隊の海外での活動を拡大した。安倍首相は「積極的平和主義」を掲げるが、進むのは自衛隊と米軍の活動の一体化だ。トランプ次期米政権は、より軍事的な負担を日本に求める可能性もある。
　テロや紛争が相次ぐ不安定な時代に入った。その中で「平和主義」をどう具体化するのか。対立や軍拡競争に加担しない外交と国際貢献を議論したい。
　「基本的人権の尊重」はどの政党も否定しない。だが本当に人々の人権は守られているのか。グローバル経済の下、富の集中と格差・貧困が拡大した。ネット上では人格を傷つけるような言説が拡散する。
　憲法は基本的人権を「侵すことのできない永久の権利」（９７条）と定めている。だが２０１２年の自民党改憲草案はこの条項を全文削除した。
　全ての基礎にあるのは憲法は権力を縛るという「立憲主義」だ。権力を制限することで、国民が主権者として平和を希求する政治を進めることが可能となり、人権や自由は守られる。この言葉の意味を再確認したい。

山陽新聞／2017/1/5 8:05

社説　憲法７０年／真摯に対話を積み重ねよ

　今年の国政で極めて大きな焦点となるのが、５月に施行から７０年を迎える憲法の改正論議の成り行きである。昨年の参院選の結果、改憲に賛同する勢力は衆参両院ともに３分の２を超えた。改憲の是非を問う国民投票の前段階となる国会の発議ができる環境が整ってから初の通常国会が今月から始まる。
　自民党が求める改憲項目の絞り込みにまで進むかどうかが注目されるが、流動的な要素は少なくない。
　一つは野党の出方である。野党第１党の民進党は、改憲派から護憲派までが同居するお家事情を抱えながらも、党として「未来志向の憲法」を掲げる。だが、夏に東京都議選を控え、与党との対決ムードが高まるのは必至だ。
　さらに、秋にも衆院解散かと観測が流れる中、改憲に反対する共産党などとの選挙協力が本格化すれば改憲論議が脇に置かれる可能性もある。衆院選の結果、改憲勢力が３分の２を割り込めば、状況そのものが一変する。
　加えて、天皇陛下退位を巡る議論も影響する。一代限りの特例法ではなく皇室典範の見直しにまで広がれば、それに時間を費やし、改憲というテーマは遠のこう。
　議論の舞台となるのは、昨年１１月に休眠状態を脱した衆参両院の憲法審査会である。ただ、開催は衆院２回、参院１回にとどまった。中身も各党の隔たりと議論のすれ違いばかりが目立った。
　自民党は、復古的だと批判も少なくない２０１２年の党改憲草案を事実上棚上げし、低姿勢で臨んだ。まずは民進党を議論に巻き込むことが、改憲項目の絞り込みに進む近道だとの判断だろう。
　一方、一部の野党は憲法制定経緯や立憲主義を巡る議論を求め、総論的な話し合いが続いた。自民党は今年の通常国会でも早期に憲法審査会を再開し、議論を進めたいようだが先は見通せない。
　これまでに、具体的な項目として自民党が挙げたのは、災害時など緊急事態の際に政府に権限を集中させる緊急事態条項や財政の健全性を確保する財政規律条項の創設、環境権の追加のほか、地方側から要望が強まっている参院選の「合区」解消などだ。日本維新の会は、憲法裁判所の設置などを掲げている。
　改憲を巡る世論は割れている。憲法に時代に合わなくなった部分が本当にあるのか。平和主義が脅かされないか。懸念や不安は拭えていない。
　このところ強引な国会運営が目につく自民党だが、「数の力」で事を急ぐことがあってはならない。改憲へ進むのであれば可能な限り広範な与野党合意が大前提となることは言うまでもない。与野党が改憲の是非や在り方を真摯（しんし）に論じ、さらに議論を深めることが求められる。

徳島新聞／2017/1/8 12:05

社説　核禁止条約交渉  日本は参加し知見を示せ

　「核兵器なき世界」をどう実現するのか。国際社会の英知が試されよう。
　３月から「核兵器禁止条約」の制定交渉が始まる。核兵器の開発や実験、保有、使用などを全面禁止する条約であり、核兵器廃絶の道に大きく踏み出すものだ。
　制定交渉を巡っては、昨年８月の国連作業部会の勧告を受けて、オーストリアやメキシコなどが、交渉開始に向けた決議案を国連総会に提出し、１２月に採択された。
　問題は、米国やロシアなど核保有５大国が、制定に強く反発していることである。
　米国では「核兵器なき世界」を掲げるオバマ大統領が退任し、今月２０日に就任するトランプ次期大統領は逆に核兵器を増強する姿勢を示している。
　トランプ氏が具体的に何を目指すのかは分からない。だが、「米国は核戦力を大幅に強化しなければならない」とツイッターを通じて表明し、「軍拡競争をすればいい」と言い放っていることは、到底看過できない。
　理由や目的を明確にせず、ツイッターで発信するのがトランプ流だとしても、核政策は世界に重大な影響を与えるものだ。党派を超えて、歴代の米政権が取り組んできた核軍縮への努力を無にしてしまいかねない。
　それだけに、トランプ氏は説明責任を果たしてほしい。超大国のリーダーたる使命と覚悟が問われよう。
　ロシアの動きも気掛かりだ。プーチン大統領は、保有する核兵器を近代化する考えを強調している。
　北朝鮮も核開発を継続している状況であり、東アジア地域の平和と安定を脅かす恐れがある。
　核軍縮をどのように進めていくか。トランプ氏とプーチン氏は、国際社会に向けて、その範をしっかりと示し、核兵器廃絶の道を開かなければならない責務がある。
　唯一の被爆国でありながら米国の「核の傘」の下にある日本も、核保有国と非保有国の対立激化を招くなどとして、総会で反対票を投じた。
　日本の姿勢に対して、条約制定を目指す国々や被爆者から強い反発や失望の声が出たのは当然である。むしろ制定に向けた議論を主導し、「核兵器なき世界」を前進させるべきではないのか。
　広島選出の岸田文雄外相は交渉に参加する意向を示したが、日本政府内には参加を見送る意見もあるという。１～２月に予定される準備会合には参加する見通しだ。
　非政府組織（ＮＧＯ）の核兵器廃絶国際キャンペーンのフィン事務局長は条約制定交渉について「唯一の被爆国の日本には豊富な知見があり、非常に重要な役割を演じられる」と述べ、交渉参加に期待感を示している。傾聴に値しよう。
　日本は、交渉に参加して条約の制定に積極的に関わっていくべきだ。国際社会も注視している。

愛媛新聞／2017/1/9 10:05

社説　オスプレイ空中給油／国民軽視した再開容認の撤回を

　在日米軍が、沖縄県宜野湾市の普天間飛行場所属の新型輸送機オスプレイによる空中給油訓練を再開させた。
　日米両政府が「不時着」と強弁する名護市沿岸での大破事故から３週間余り。いまだ事故原因は究明されていない。それにもかかわらず、不安を募らせる沖縄県民を無視し、危険な訓練を強行する米軍と、それを追認した日本政府に憤りを禁じ得ない。住民を巻き込んだ重大事故が起きてからでは手遅れだ。訓練の中止と再開容認の撤回を、強く求める。
　米軍は日本政府に、オスプレイのプロペラが給油機のホースと接触して破損し、飛行が不安定化したと説明。再開に際し、オスプレイの搭乗員に対して空中給油の手順を確認し、陸上でのシミュレーションなどを行ったとする。菅義偉官房長官は、「事故防止に有効と認められる対策を幅広く取っている」と理解を示した。だがその根拠は米軍の説明以外に見当たらない。約３週間でどれだけ安全が担保できたのかと疑問が募る。
　翁長雄志知事が「米軍の要求を最優先する政府の姿勢は（県との）信頼関係を損ねる」と憤りをあらわにしたのは当然だ。米軍が事故発生から６日後に飛行を再開させる際も日本政府はすぐに追認した。オスプレイの飛行訓練ルートは全国にまたがっており、決して沖縄だけの問題ではない。見切り発車で容認する態度は、国民の生命を軽視していると言わざるを得ない。
　米軍は夜間飛行に加え、搭乗員間の意思疎通といった人的要因や、乱気流、降雨などの環境要因が重なった可能性があるとみて調べている。つまり搭乗員の技量や気象条件次第では、再び事故が起こる得るということだ。あらゆる要因を徹底検証した上で、原因究明につなげなければならない。
　米軍は「機体構造に問題はない」と繰り返す。だが飛行中にプロペラの向きを転換する際の機体の不安定さや、構造の複雑さに伴う操縦の難しさは、かねて専門家から指摘されてきた。今回、海上保安庁が捜査の受け入れを求めたが、日米地位協定に阻まれ、事故機を実際に確認できていない。米軍の説明をうのみにするだけでは無責任のそしりは免れず、地位協定の改定に踏み込むべきだ。
　陸上自衛隊は２０１９年度から佐賀空港にオスプレイ１７機を配備することを地元に要請している。今回の事故を受け、防衛省は「安全の確保が大前提」として、佐賀での空中給油訓練を行わないと明言した。一方で沖縄には大前提の「安全の確保」を適用しない。「二重基準」は到底許されない。
　そもそも沖縄県民は訓練どころか配備自体に反対している。沖縄に基地を押しつけ、まだ犠牲を強いるのかとの反発は強まるばかり。自国民の安全を置き去りにし、米国に追従する姿勢を改め、沖縄の負担軽減を探る努力こそが必要だ。

愛媛新聞／2017/1/6 10:05

社説　原発事故からの復興／避難指示解除の「目的化」危ぶむ

　東日本大震災の津波で原子炉冷却機能を喪失し、大量の放射性物質を拡散させた東京電力福島第１原発事故から、もうすぐ６年になる。今も８万人以上が福島県内外で避難生活を送る現実を、国民一人一人が重く受け止める必要がある。
　政府は３年前から避難指示の解除を進めてきた。一方的、画一的な対応に陥ることなく、市町村ごとに異なる地域事情に配慮するよう強く求める。「目に見える復興」のアピールを重視するあまり、住民が帰還の道筋を描けないまま見切り発車することがあってはなるまい。
　帰還困難区域を除く全ての区域を、３月末までに解除する政府目標の達成は困難になった。福島第１原発が立地する双葉町が、期限までの解除は「できない」と明言したためだ。政府が解除の要件とする生活インフラ整備や、国と町の事前協議などが十分ではないと判断したという。他の自治体についても、要件が整っているかどうかのチェックを改めて促したい。
　言うまでもなく解除はゴールではない。住民の帰還後にコミュニティーをどう再生するかが問われている。例えば楢葉町は解除から１年４カ月がたつが、帰還した人は１割ほど。約半数を６５歳以上の高齢者が占める。町は基幹産業である農業の担い手となる若者を呼び込みたい考えだが、妙案があるわけではない。復興につなげるためにも、事前協議などで自治体の将来像を明確にしておくべきだ。
　居住制限区域と避難指示解除準備区域の住民に支払われている慰謝料への影響も懸念する。期限内の解除を前提に来年３月まで支払われるが、解除が遅れた場合の取り扱いがはっきりしない。避難指示が続く上に、慰謝料が打ち切られる可能性がある。不公平が生じないよう政府は万全を期してほしい。
　横浜市などで発覚した、自主避難している子どもへのいじめは社会全体で問題意識を共有しなければならない。放射線衛生学者の木村真三さん（鬼北町出身）は本紙への寄稿で、心の問題を取り上げず科学的知識に偏り、形骸化した放射線教育が一因と指摘していた。事故の影響や被災地の現状を知り、人々の思いを受け止めることが肝要なのだと肝に銘じたい。
　安倍晋三首相の今年の年頭所感と年頭記者会見には、東日本大震災や原発事故への言及がなかった。いまだに汚染水発生を止められない福島第１原発の廃炉作業や、放射性物質を含む廃棄物が野積みされた現状を直視すべきだ。未曽有の原子力災害は続いている。事故の検証を脇に置いて原発再稼働を進める姿勢に、改めて異を唱える。
　今後、避難住民は帰還か移住かの難しい決断を迫られることになろう。置かれた環境や放射線などへの考え方は、それぞれ違う。多様なニーズをくみ取って生活再建を後押しするよう、政府は柔軟できめ細かな対応に努めなければならない。

南日本新聞２０１６/1/7
社説　[空中給油再開] 訓練容認は撤回すべき
　政府は、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイによる空中給油訓練の再開を容認した。
　オスプレイが沖縄県名護市の沿岸に不時着し、機体が大破した事故からまだ１カ月もたっていない。しかも米軍による事故原因の調査が続く最中である。
　オスプレイの安全性への懸念は根強い。納得できる再発防止策は示されないまま、住民の安全は二の次にされている。
　政府は、原因が究明されるまであらためて飛行停止を要請し、訓練再開の容認を撤回すべきだ。
　事故は昨年１２月中旬、沖縄本島沖の空域で夜間の給油訓練中に発生した。米軍は６日後に飛行を再開し、今回の空中給油訓練の再開を日本政府に伝達していた。
　防衛省は、訓練再開に同意した理由について「米軍が搭乗員らに空中給油訓練に関する幅広い教育措置を講じた」「シミュレーターを使用した訓練も実施した」ことなどを挙げている。　
　政府はこれまで徹底した原因究明と対策を求めていたはずだ。こうした米軍の対応策で十分だと判断したとすれば、甚だ疑問と言わざるを得ない。
　稲田朋美防衛相は「原因を完全に特定するには至っていない」としつつ、「米軍の安全対策は有効だ」と指摘した。原因究明あってこその安全対策だろう。理解に苦しむ発言だ。
　見え隠れするのは、訓練再開の「容認ありき」の姿勢である。日米同盟の維持が優先され、沖縄への配慮は見えてこない。
　オスプレイ配備の撤回を訴えている沖縄県の翁長雄志知事が「強い憤りを感じる」と述べたのは当然だ。
　飛行ルートは全国にまたがり、沖縄以外でも懸念は拡大する。
　海上自衛隊鹿屋航空基地では、空中給油機の訓練に伴いオスプレイ参加が予定されている。鹿屋市は事故原因の徹底検証を求めた。
　オスプレイの事故を巡って、看過できないのは日本独自の調査が行われなかった点だ。
　海上保安庁は航空危険行為処罰法違反の容疑で捜査するため協力を申し入れたが、米軍は応じなかった。
南日本新聞2016/1/6
社説　[首相年頭会見] 暮らしの安定に全力を
　安倍晋三首相は年頭の記者会見で、憲法施行７０年の年を強調し、「今こそ新しい国造りを進めるときだ」と述べた。
　新しい国造りとは、悲願とする憲法改正を指しているのだろう。きのうの自民党仕事始めでも、改憲議論が進展するよう意欲を重ねて表明した。
　国会は「安倍１強体制」が強まっている。改憲勢力が発議に必要な３分の２の議席を占め、憲法審査会の審議も続く。
　ただ、憲法のどこをどう変えるのかなどの具体論は語られていない。各党の主張も大きく隔たったままで、改憲へ向けた土俵が整っているとは言い難い。
　首相は改憲項目の絞り込みなどを進めたい意向とされる。だが、憲法論議は国と社会の将来像をどう描くかが重要だ。「改憲ありき」の拙速審議は許されない。
　内外には政治課題が山積している。とりわけ国民が求めているのは、暮らしの安定に直結する着実な経済対策だろう。
　首相は会見で、「本年も経済最優先。デフレ脱却に向け、金融政策、財政政策、成長戦略の三本の矢をうち続けていく」とも述べている。
　だが、最優先課題のデフレ脱却はおぼつかない。４年たったアベノミクスは色あせており、日銀の金融政策も十分な効果を上げていない。
　首相は、アベノミクスは「道半ば」だという。いつまで待てば個人消費や地方に波及するのか。政策の中身を検証すべきだ。
　社会保障の財源確保や財政健全化の道をしっかり示すことも避けて通れない。将来不安の解消に向け、具体的な処方せんの議論が必要だ。
　首相は、消費税率１０％への増税を２度にわたって延期した。今度こそ増税に耐えられる経済環境をどう整えていくかが、厳しく問われる。
　今年の政治スケジュールで、焦点の一つは、天皇陛下の退位を巡る法整備だ。政府は陛下一代限りの特別法を検討している。これに対して、民進党は皇室典範による恒久制度化を主張する。
　首相は「決して政争の具にしてはならない」と指摘した。協議の難航を避けるため民進党をけん制する狙いが見て取れる。
　昨年の国会では、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認を強行するなど数の力を背景にした強引さが際立った。
　国会論議を通じて異論に耳を傾け、国民に丁寧に説明する。首相はこうした謙虚な姿勢で政権運営に当たってもらいたい。
　こうした理不尽な事態は日米地位協定の下で繰り返されてきた。これでは周辺住民が基地への反発を一層募らせることになろう。
　米軍の意向を追認するオスプレイの給油訓練再開は、沖縄との溝を広げるだけである。
　政府は、住民の不安解消に向けた方策の提示を米側に求めるべきだ。
琉球新報／2017/1/7 6:05

社説　共謀罪提出へ／監視招く悪法は必要ない 

　罪名を言い換える印象操作をしても悪法は悪法だ。思想・信条の自由を侵す危うさは消えない。
　安倍晋三首相はテロ対策強化を名目に「共謀罪」の新設を柱とする組織犯罪処罰法改正案を今月２０日召集の通常国会に提出する方針を固めた。 
　２０２０年の東京五輪・パラリンピックを見据え、国際的なテロに備えるために法整備が必要だと説明する。しかし、現行刑法でも予備罪や陰謀罪など処罰する仕組みはあり「共謀罪」の新設は必要ない。 
　治安維持法の下で言論や思想が弾圧された戦前、戦中の反省を踏まえ、日本の刑法は犯罪が実行された「既遂」を罰する原則がある。しかし共謀罪とは、実行行為がなくても犯罪を行う合意が成立するだけで処罰する。日本の刑法体系に反するものである。 
　通常は共謀が密室で誰も知らないところで行われることを考えると、合意の成立を認定することは難しい。いかなる場合に合意が成立したのかが曖昧になり、捜査機関の恣意（しい）的な運用を招く恐れがある。捜査機関の拡大解釈で市民運動や労働組合が摘発対象になる可能性もある。 
　共謀罪を摘発するための捜査手法として尾行のほか、おとり捜査や潜入捜査が考えられる。それだけでなく２０１６年５月に通信傍受法を改正して、組織犯罪だけでなく一般犯罪まで傍受対象範囲を広げている。１５年６月には裁判官の令状があれば、捜査機関が本人が知らないうちにＧＰＳ機能を利用した位置情報を取得できるようになった。法制審議会では室内に盗聴器を仕掛ける室内盗聴の導入についても議論している。 
　法務省は「共謀段階での摘発が可能となり、重大犯罪から国民を守ることができる」と必要性を訴えるが、むしろ国民のプライバシーが根こそぎ政府に把握される恐れがある。 
　政府は今回、罪名を「共謀罪」から「テロ等組織犯罪準備罪」に言い換え、対象を「組織的犯罪集団」に限定したと説明する。しかし、合意の成立だけで犯罪が成立するという点は変わらない。 
　組織犯罪処罰法案が成立すれば、既に成立している特定秘密保護法などと組み合わせて、戦前の治安維持法のように運用される恐れがある。戦前のような監視社会に逆戻りさせてはならない。

琉球新報／2017/1/6 6:05

社説　オスプレイ空中給油／訓練再開は言語道断／危険... 

　米軍も防衛省も安全を保証してはいない。県民の安全を一顧だにしない決定であり、言語道断だ。
　防衛省はオスプレイが６日から空中給油訓練を再開すると発表した。「安全に空中給油を実施する準備が整ったものであると考えられる」との容認理由は到底受け入れられない。 
　米側の事故調査は終わっていない。にもかかわらず、危険な訓練を再開するのである。 
　これ以上、県民が日米同盟の犠牲になるのはごめんだ。空中給油訓練だけでなく、専門家が欠陥機と指摘するオスプレイ自体を撤去すべきだ。 
　「安全」なき容認だ 
　米軍普天間飛行場所属のオスプレイは昨年１２月１３日、夜間の空中給油訓練中にプロペラが給油ホースに接触して損壊、名護市安部の浅瀬に墜落し大破した。 
　防衛省によると、米側は人的要因と乱気流などの環境要因に、夜間の空中給油の複雑さが重なり、ホースとプロペラが接触した可能性があると説明している。 
　人的要因、環境要因、それと空中給油の難しさが重なった末の墜落である。その一つ一つの危険要因を、墜落から１カ月もたたずに除去することは不可能だろう。 
　米側が実施した対策は、抜本的対策には程遠い。オスプレイの全搭乗員に対して、天候や飛行条件を事故発生時と同じに設定し、空中給油の手順を確認し、陸上でのシミュレーションなどを完了したとする。だが、その具体的な成果については言及がない。 
　「平時および緊急時において搭乗員の安全と効率性を最大化することを確認」「詳細な教育が行われた」などと自画自賛に終始している。安全が担保されたとはとても認められない。 
　防衛省の訓練再開容認も理解できない。米側の説明をうのみにし「搭乗員同士および航空機同士の連携を向上させた」「緊急事態への対応を改善した」ことなどを理由に挙げたが、その根拠は米側の説明以外に見当たらない。 
　最終的には「米側は接触を引き起こした可能性があるとして指摘された要因に対し、有効であると思われる対策を幅広くとっているものと考えられる」と結論付けた。だが、安全が保証されたと言い切ってはいない。「思われる」「考えられる」との表現は、安全面への不安の表れである。 
　稲田朋美防衛相は「防衛省・自衛隊の専門的知見や経験に照らしても（対策は）妥当だ」とのコメントを発表した。だがこれも、空中給油訓練の安全を宣言してはいない。 
　優先すべきは県民 
　防衛省は、米側から「空中給油が日本の防衛とアジア・太平洋地域の平和と安定にとって欠くことのできない活動」などと説明を受け「飛行の安全が確保されることが大前提ではあるが、空中給油の重要性を理解する」とした。 
　つまり、安全確保より「空中給油の重要性」を優先させたということである。 
　防衛省のオスプレイ訓練優先姿勢は、防衛相の「対策は妥当」とのコメントと明らかに矛盾する。 
　許し難いのは、日本やアジア・太平洋地域のために、沖縄が犠牲になるのは当然と読める点だ。県民を愚弄（ぐろう）するにも程がある。 
　安倍晋三首相は空中給油訓練の再開容認を受けて「米軍機の飛行安全の確保は円滑な米軍駐留の大前提だ」と述べた。首相は自身の発言に反する防衛省の見解を否定し、空中給油訓練の再開容認を撤回させるべきである。 
　防衛省の米軍優先姿勢はまだある。陸上自衛隊が導入するオスプレイの佐賀配備で、同省は「陸自オスプレイの配備は安全の確保が大前提」とし、佐賀での空中給油訓練は実施しないとしている。 
　米軍と陸自の違いはあれ、国民の安全を守るのは政府の責務である。政府が大前提とする「安全の確保」を沖縄に適用せず、危険を押し付けることは許されない。県民の安全を第一に考えるべきだ。

琉球新報／2017/1/5 6:05

社説　核密約非公開要請／国民の「知る権利」に応えよ 

　国民の「知る権利」を侵害するあきれた隠蔽（いんぺい）体質である。
　外務省が米政府に対し、核兵器の持ち込みに関する密約を含む１９５０年代後半の日米安全保障条約改定交渉など、広範囲にわたる日米関係の米公文書の非公開を要請していた。西日本新聞が入手した米公文書で明らかになった。 
　公文書は主権者である国民の共通財産である。それを官僚の都合で非公開にするとは、民主主義を否定する行為だ。外交交渉の経過を明らかにすることは国民の「知る権利」を保障することであり、行政にとって「説明責任」を果たすことになる。 
　外務省による非公開要請は８０年代から慣例化し、現在も随時行われているという。外務省に対し非公開要請の撤回を強く求める。 
　日本側が非公開を求めたテーマは（１）核兵器の持ち込み、貯蔵、配置ならびに在日米軍の配置と使用に関する事前協議についての秘密了解（２）刑事裁判権（３）ジラード事件（４）北方領土問題（５）安保改定を巡る全般的な討議－の５項目。 
　これは米政府の情報公開に対する内政干渉だ。米側は最終的に核密約と刑事裁判権以外のテーマには応じられないと決定した。核密約は「米核搭載艦船の通過・寄港を事前協議の対象外とした核持ち込み容認の密約」で、今も関連文書の一部は非公開だ。刑事裁判権とは米兵らの公務外犯罪のうち重要事件以外は日本政府が裁判権を放棄したとされる問題とみられるという。米側はこれらの要請も拒否すべきだった。 
　米国は５０年に連邦記録法が成立し、６７年に情報自由化法が施行された。記録法によって意図的な廃棄や隠蔽は禁固刑に処されるなど公文書は厳しく管理されている。そして情報自由化法で国民に公開する。二つの法律は「車の両輪」といえる。 
　日本は２００１年に情報公開法が施行され、公文書管理法は０９年にようやく成立した。これらの法律を施行する前の００年度に行政文書１２８２トンが廃棄され、「知る権利」を担保する国民の財産が大量に失われてしまった。 
　１５年には「何が秘密かすら秘密」という特定秘密保護法が施行された。今回明らかになった外務省の隠蔽体質に加えて、秘密保護法によって国民が知らない間に必要な情報ですら秘密とされ、闇に葬られることを許してはならない。

沖縄タイムス／2017/1/7 10:05

社説　空中給油訓練強行／県民無視が常態化した

　事故原因にかかわる最終調査も終わっていないのに防衛省は、６日以降、垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイの空中給油訓練を再開する、と発表した。ところが、米軍はその日、実際に実施したかどうかさえ明らかにしなかった。
　米軍と政府は住民の不安解消と再発防止に責任を持たなければならない。にもかかわらず県に対し、再開したかどうかの連絡すらなかったという。
　政府サイドから訓練再開の情報が漏れ伝わったのは夜も遅くなってからである。
　なぜ米軍はこれほどまでにかたくななのか。なぜ政府は住民には向き合わず米軍の意向ばかり優先するのか。
　安倍晋三首相は２０１５年４月、米連邦議会の上下両院合同会議で演説し、安保法制を「夏までに必ず実現します」と米議会で約束し、「米国のリバランス（再均衡）を徹頭徹尾支持します」と明言した。リバランス政策とは外交・軍事の軸足をアジア・太平洋地域に移す政策のことである。
　首相演説は、米軍をこの地域にとめ置くため、負担の肩代わりや訓練環境の整備など、あらゆる協力を惜しまない、と宣言したのに等しい。
　従属的な姿勢を示しつつ、抱きついて米軍を離さない。そのようないびつな「抱きつき政策」のしわ寄せをもろに受けているのが沖縄である。
　米軍は、県民の生活や権利を守る義務を負っていない。その義務を負っているのは日本政府だ。だが、政府の基地政策は著しく公平・公正に欠ける。
　住民の主張と米軍の論理が対立する場面では、政府の基地政策はおおむね、米軍寄りの対応に終始してきた。なぜ、政府は米軍に対して従属的な対応を取り続けるのか。
　その理由の一つが「抱きつき政策」にあることは、先に触れた。さらに、もっと根の深い事情もある。
　国際問題研究家の新原昭治さんが米解禁文書をもとに明らかにしたところによると、今からちょうど６０年前の１９５７年２月、東京のアメリカ大使館から国務省あてに、在日米軍基地に関する次のような報告がもたらされた。
　「日本での米国の軍事活動の規模の大きさに加えて、きわだつもう一つの特徴は、米国に与えられた基地権の寛大さにある」
　「行政協定のもとでは、新しい基地についての要件を決める権利も、現存する基地を保持し続ける権利も、米軍の判断にゆだねられている」
　行政協定は現在の地位協定に引き継がれ、地位協定は復帰後、沖縄にも適用されたが、中身の基本は行政協定とほとんど変わっていない。
　地位協定や関連取り決めによって保障された基地特権、狭い島での海兵隊による激しい訓練、嘉手納基地という巨大な空軍基地の存在。
　世界の先進国の中で、沖縄ほど外国軍隊の駐留に伴う平時の「複合過重負担」を背負っている地域はない。
　一体、誰が沖縄の人々の尊厳を守り、権利を保障するのか。政府が守れなければ住民は抵抗権を行使して理不尽な政策にあらがうしかない。
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社説　空中給油訓練再開／県民軽視は容認できぬ

　米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが６日にも空中給油訓練を再開する。
　昨年１２月１３日、名護市安部の沿岸に墜落した事故から３週間余。事故原因がまだ究明されていないにもかかわらず、である。
　事故からわずか６日後の飛行再開に続く空中給油訓練の再開は、県民を愚弄（ぐろう）するものだ。到底受け入れられない。沖縄の怒りの声を無視して訓練を強行する米軍と、それを追認するだけの日本政府に強く抗議する。
　米軍は直後に空中給油中のトラブルによる事故だと発表している。機体構造自体に問題はなく、訓練中にオスプレイのプロペラと給油機の給油ホースが接触し、損壊して飛行が不安定になったという説明だ。
　空中給油訓練再開に当たり米軍は、搭乗員や整備員を対象に幅広い教育措置を講じ、シミュレーターによる空中給油訓練も十分に行ったことから準備は整った、と日本政府に説明している。菅義偉官房長官は「事故防止に有効と認められる対策を幅広く取っている」と理解を示した。
　だが、県民からすればとんでもない話である。そもそも、米軍は現在も事故の調査を継続中だ。最終的な結果を待たずに再開するのは、県民軽視に他ならない。
　沖縄側への報告もすべてが決まった後、前日になってアリバイ的に伝えただけだ。県の意見を聞く場も持たれなかった。翁長雄志知事が「怒りを禁じ得ず、強い憤りを感じる」と批判したのも当然である。
　米軍はこれまでも、オスプレイの機体構造には問題がないと安全性をアピールしてきた。
　しかし、飛行中にプロペラの向きを転換する際の機体の不安定さや、構造の複雑さに伴う操縦の難しさ、空中給油時の危険性は、かねて専門家から指摘されてきた。
　今回の事故について米軍は、夜間の運用に加え、搭乗員間の意思疎通などの人的要因と、風や乱気流などの環境要因が複合的に重なり、発生した可能性があるとみている。
　ということは、搭乗員の技量や気象条件によって、事故は今後も起こり得るということだ。
　リスクの高い条件下で実戦に備えるという軍事訓練の性格上、この程度の対策で「安全は確保された」と言われても、納得できるはずがない。住民が求める安心・安全と、軍隊の論理に基づく「安全」は、あまりにも乖離（かいり）している。
　県のまとめでは、１９７２年の本土復帰後、県内で発生した米軍機墜落事故は４７件に上る。単純に計算すると年１回を超えるペースだ。狭い沖縄で生活圏と基地が隣り合わせの状況が続く限り、どこに落ちても不思議ではない。
　事故が起きるたびに、米軍は再発防止策を講じたと一方的に宣言し、訓練が再開され、再び事故が起きる。その繰り返しだ。日本政府は常に追認するばかりで、米軍に従属しているとしか思えない。沖縄の住民の姿は見えているのだろうか。
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